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公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画 資料 

6 
平 成 １ ４ 年 ３ 月 ２ ９ 日  
閣 議 決 定  
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行政改革大綱（平成 12 年 12 月１日閣議決定）に基づき、国から公益法人が委託等、推薦等を受けて行

っている検査・認定・資格付与等の事務・事業及び国からの公益法人への補助金・委託費等（以下「補助金

等」という。）について以下の措置を講ずる。 

 

Ⅰ．委託等に係る事務・事業の改革 
 

１．検査・検定等 

（1）基本的考え方 

① 公益法人が国の代行機関として行う検査・検定等の事務・事業については、官民の役割分担及

び規制改革の観点から見直し、廃止するものを除き、規制改革推進３か年計画（改定）（平成 14

年３月 29 日閣議決定）に示された基準認証の見直しの考え方を踏まえ、国の関与を最小限とし、

事業者の自己確認・自主保安を基本とする制度に移行することを基本原則とする。この場合、直

ちに事業者の自己確認・自主保安のみに委ねることが国際ルールや消費者保護等の観点から必ず

しも適当でないときは、法令等に明示された一定の要件を備え、かつ、行政の裁量の余地のない

形で国により登録された公正・中立な第三者機関（以下「登録機関」という。）による検査・検定

等の実施（以下「登録機関による実施」という。）とする。 

② 国民の生命、財産の保護、国際的責務の履行等の観点から、①により難い事務・事業について

は、国又は独立行政法人において実施することを原則とする。 

やむを得ない理由により、引き続き公益法人に国の代行機関として検査・検定等を行わせるこ

ととした場合にあっても、登録機関による実施に準じた措置を検討するものとする。 

なお、これらの事務・事業については、規制改革の観点から、その在り方の検討を進めるもの

とする。 
 

（２）具体的措置内容  

別表１のとおりとする。 
 

２．資格付与等 

（１）基本的考え方 

   公益法人が国の委託等を受けて行う試験、講習その他の資格付与等の事務・事業については、

国家資格としての社会的必要性等について検証の上、廃止、独立行政法人による実施等を検討す

る。引き続き公益法人が国の委託等を受けて事務・事業を行うものについては、規制改革の観点

から、その在り方の検討を進めるものとする。 
 

（２）具体的措置内容 

別表２のとおりとする。 
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３．登録その他の事務・事業 

（１）基本的考え方 

     公益法人が、国の委託を受けて行う登録、交付等の事務・事業については、事務・事業の性格

を勘案の上、上記に準じた措置を講ずる。 
 

（２）具体的措置内容 

別表３のとおりとする。 
資 
料 
6 

 

Ⅱ．推薦等に係る事務・事業の改革 
 

１．技能審査等 

（１）基本的考え方 

    公益法人が独自に行う技能審査等の事務・事業に対する大臣認定その他の推薦等については、

当該事務・事業が法律で定められた国の事務・事業ではないこと、民間において実施されている

各種技能審査等の間における差別化を必要以上に助長するおそれがあること等の観点から、一律

に廃止する。また、今後同様の推薦等はこれを行わないこととする。 
 

（２）具体的措置内容 

別表４のとおりとする。 
 

２．制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等 

（１）基本的考え方 

公益法人が独自に行う講習が国家資格付与の要件として認定されている等国の制度・仕組みの

一部として組み込まれている推薦等に係る事務・事業については、当該制度・仕組みそのものの

検証と併せ検討の上、Ⅰ１（1）、２（1）に準じた措置を講ずる。 
 

（２）具体的措置内容 

別表５のとおりとする。 

 

Ⅲ．補助金等の見直し 
 

１．第三者分配型補助金等 

（１）基本的考え方 

平成 12 年度に国から公益法人に交付された補助金等のうち、交付先の公益法人において当該

補助金等の５割以上を他の法人等の第三者に分配・交付するもの（以下「第三者分配型補助金等」

という。）については、事務・事業の必要性等を検証した上で、当該補助金等の廃止、国からの直

接交付又は独立行政法人からの交付、交付先公益法人が事務・事業を直接行うこと等による分配・

交付比率の５割未満への改善等の措置を講ずることにより、第三者分配型補助金等の解消を図る。

なお、第三者分配型補助金等となることにつき特段の理由のあると認められる補助金等について

は、その理由を公表する。 
  

（２）具体的措置内容 

別表６のとおりとする。 
 

２．補助金依存型公益法人 

（１）基本的考え方 
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平成 12 年度に国から交付された補助金等が年間収入の３分の２以上を占める公益法人（以下

「補助金依存型公益法人」という。）については、当該法人に交付される補助金等の必要性等を検

証し、補助金等の廃止、補助金等交付対象事業の国又は独立行政法人による実施等の措置を講ず

ることにより、補助金依存型公益法人の解消を図る。なお、これらの措置によっても、なお３分

の２未満とならない法人については、補助金依存状態の解消のための改善計画を策定するものと

し、また、補助金依存型公益法人となることに特段の理由のある公益法人については、その理由

を公表する。 
 

（２）具体的措置内容 

     別表７のとおりとする。 
 

 ３．役員報酬に対する助成 

（１）基本的考え方 

      公益法人の役員報酬に対する国の助成は、民間の法人の運営に国が実質的に関与することにな

りかねないことから、公益法人に対する補助金等による助成は、特段の理由のあるものを除き、

一律に廃止するとともに、今後これを行わないこととする。 
 

（２）具体的措置内容 

別表８のとおりとする。 

 

Ⅳ．公益法人に対する国の関与等を透明化・合理化するための措置 
 

上記措置を講ずることとした結果、公益法人に対する行政の関与は相当程度改善されることとなるが、

なお、国の委託等、推薦等を受けて事務・事業を行う公益法人、国からの補助金等の交付を受ける公益

法人等国と関係のある公益法人が引き続き存在することとなる。このため、これらについては、別添の

「公益法人に対する国の関与等を透明化・合理化するための措置」（以下「透明化・合理化ルール」とい

う。）を適用し、行政及び公益法人の双方における、より一層の透明性、効率性、厳格性の確保を図るも

のとする。 

 

Ⅴ．改革の実施に向けて 
 

１．本計画による措置は、法律改正を要するものについては、原則として、平成 15 年度中に実施するこ

ととする。なお、その実施に当たっては事務・事業の一層の整理・合理化を図ることとする。 
 

２．公益法人が行っている事務・事業の国又は独立行政法人への移管を行う場合には、既存体制の合理的

再編成により対処することを基本とする。また、今後、独立行政法人による実施につき引き続き検討す

ることとされているものについても、以下の点に十分留意することとする。 

（１）移管する事務・事業が、公共上の観点から国の強い関与が不可欠であり、民間に委ねると効率的

かつ確実な実施が見込めないこと 

（２）原則として既存の独立行政法人を活用するとともに、国、特殊法人、独立行政法人、公益法人等

が行う関連の事務・事業を、府省の枠にとらわれることなく統合・合理化すること 

（３） 移管後の独立行政法人の事務・事業、組織の合理化・効率化を徹底し、財政負担の軽減を実現す

ること 
 

３．各府省は透明化・合理化ルールが適正に運用されるよう常に意を用いるとともに、今回の改革で示さ
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れた基本的考え方に立って、所管する事務・事業の不断の見直しに努めるものとする。 
 

４．本計画は、今後各府省が責任をもって実施することとなる。内閣官房は、本計画の実施につき検討を

要する事項に関し、必要に応じ調整の任に当たる。総務省は、関係府省の協力を得て、本計画の実施状

況の概要について毎年度の「公益法人に関する年次報告」及びインターネットにおいて公表するなど、

本計画のフォローアップに当たる。 
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（別添） 

公益法人に対する国の関与等を透明化・合理化するための措置 

 

行政委託型公益法人等に対する国の関与について、行政の一層の透明性、効率性、厳格性を確保する観点

から、以下の措置を講ずる。 

 

Ⅰ．定義 
 

本措置における用語の意味は、特段の定めのない限り、次のとおりとする。 

（１）行政委託型公益法人等 

国から検査・認定・資格付与等（以下「検査等」という。）の委託等、推薦等（以下「委託・推

薦等」という。）を受けている公益法人及び国から補助金・委託費等（以下「補助金等」という。）

を交付されている公益法人をいう。 
 

（２）委託等 

事務の内容等を法令等で定め、当該事務を国以外の特定の法人に制度的に行わせることをいう。 
 

（３）推薦等 

法律に基づく制度・仕組みの一部として組み込むことなどにより、特定の法人が独自に行って

いる事業について、制度的に国が関与を行うことをいう。 

 

Ⅱ．検査等の委託・推薦等に関する事項 
 

１．府省が講ずべき措置 

検査等の事務・事業について、当該事務・事業を所管する府省は以下の措置を講ずる。 

（１）事務・事業の法的位置付けの明確化 

① 委託等に係る事務・事業の基本的内容を法律で定める。 

② 推薦等に係る事務・事業は、法律又はこれに基づく政令（当面の間、法律に基づく省令を含

む。）（以下「法令」という。）に基づくものとし、これらの内容を法令において明確に規定する。 

③ 検査等の基準を客観的に明確なものとする。 
 

（２）指定・登録基準等の明確化、公開等 

① 委託等については、法人の指定基準の基本的な事項を法律で定め、詳細な事項は府省による

裁量の余地を極力小さくすべく一層の明確化を図った上で、法令又は告示で定める。 

② 推薦等については、法人の登録基準を府省による裁量の余地がないよう明確化した上で、法

令又は告示で定める。 

③ 指定・登録基準（制度所管府省が定めたすべてのものを含む。）、指定・登録された法人に係

る事項（法人等の名称、指定・登録時期、法人の連絡先、指定・登録の理由等）をインターネ
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ットで公開する。 

④ 指定・登録基準に対する問合せ（問題点の指摘を含む。）や指定・登録基準を満たしているか

否かについての照会については迅速に対応するとともに、共通的事項と認められるもの等につ

いては、その概要をインターネットで公開する。 
 

（３）料金の決定及び積算根拠の公開 

委託等に係る事務・事業の検査料等の料金は、委託等を行う府省が決定し、その積算根拠も

併せインターネットで公開する。 
 

（４）事務・事業の定期的検証 

委託・推薦等に係る事務・事業について改善すべき点がないか毎年見直しを行う。特に、検

査関連制度については、事業者による自己確認への移行の可能性について毎年見直しを行う。

見直しの状況の概要については、毎年度の「公益法人に関する年次報告」に掲載する。 

また、少なくとも３～５年ごとに政策評価（行政機関が行う政策の評価に関する法律第３条

に規定する政策評価をいう。以下同じ。）を行い、当該事務・事業の必要性について定期的な検

証を行う。初回の政策評価は平成 17 年度末までの集中改革期間内に実施する。 
 

（５）指導監督の適正な実施 

委託等を行う府省は、法令に定められたところにより、委託等を受ける法人に対する指導監督

を厳格に行い、事務・事業の適正な実施に努める。 
 

２．法人が講ずべき措置 

委託・推薦等に係る事務・事業を所管する府省は、委託・推薦等を受ける公益法人に対して、以下の

要件をすべて満たすよう指導する。 

（１）中立公正な運営の確保 

① 委託等を行う府省の出身者と委託等された事務・事業に関わる業界の関係者の合計が、法人の

役員現在数の２分の１を上回らないこと。 

② 推薦等された事務・事業が公正に行われることを担保するために、当該事務・事業を行う法人

が必要な措置をとっており、その措置が明らかになっていること。 

③ 委託等された事務・事業に関わる法人の役職員について、公務員に準じた規律に服することが

定められていること。 

④ 推薦等された事務・事業に関わる法人の役職員について、当該事務・事業を適正に行うために

必要な職務規程が定められていること。 
 

（２）会計処理の明確化及び透明化 

企業会計基準の考え方の活用を含め、適正かつ効率的な事業実施に係る説明責任を果たせるよ

う適切な会計処理を行うこと。 

特に、委託等された事務・事業については、当該事務・事業ごとに事業内容、検査料等の収入

額及び支出額の内訳を記載した書類（様式１又はそれに準じたもの）を作成し、インターネット

で公開すること。 
 

（３）事務・事業の実施の透明化 

① 国から委託・推薦等された検査等と、法人が独自で行っている類似の事務・事業とが第三者に

明確に区別できるようにすること。 

② 委託等された事務・事業の一部を外注する場合、特定の事業者に限定されるような仕組みを設
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けないこと。 

Ⅲ．補助金等の交付等に関する事項 
 

１．実施計画の対象事項に対する措置 

（１）実施計画の対象とされたものについて、各府省は以下の措置を講ずる。 

① 次に掲げる事項を公益法人の所管府省（以下「法人所管府省」という。）のホームページに掲載

する。 
資 
料 
6 

ア 「第三者分配型」、「補助金依存型」の状態がやむを得ないこととされたもの（以下「例外事

項」という。）について、その理由 

イ 補助金等が年間収入の３分の２以上を占める状態を解消するための改善計画を策定するこ

ととされたものについて、当該改善計画 

ウ 集中改革期間内（平成 17 年度末まで）に改革の措置を講ずることとされたものについて、

その達成状況 

② 例外事項に関わる個々の補助金等の政策的必要性を始めとした合理的理由を検証するため、毎

年度の予算要求にあたり検証を行うほか、３～５年ごとに政策評価を実施する。その際、評価結

果には、当該箇所が明らかになるようにする。なお、初回の政策評価は平成 17 年度末までの集

中改革期間内に実施する。 
 

（２）実施計画のフォローアップとして、上記（1）①に掲げる事項を毎年度の「公益法人に関する年

次報告」に掲載する。 
 

（３）「第三者分配型」で例外事項とされた助成・給付事業に係る補助金等について、各府省は交付先の

公益法人が以下の事項をインターネットで公表するよう指導する。 

① 公益法人における助成・給付事業の内容、助成基準、決定方法等 

② 国からの補助金等のみを用いて助成・給付事業を実施している場合、当該事業に関し国が定め

る基準 
 

２．公益法人向け補助金等全般に対する措置 

（１）各府省は、「インターネットによる公益法人のディスクロージャーについて」（平成 13 年８月 28

日公益法人等の指導監督等に関する申合せ）について、常に最新の情報を法人所管府省のホームペ

ージに掲載するとともに、次に掲げる事項も新たに掲載する。 

① 補助金等に係る事業概要、主な使途（下記（2）②アの書類で代替可） 

② 補助金等の執行に当たっての交付先選定理由として、次に掲げる事項 

ア 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（以下「補助金等適正化法」という。）が

適用される場合 

・ 補助金等適正化法が適用される旨 

・ 当該法人を選定した具体的理由（提案公募型の場合は公募方法、選定基準、選定方法も併

せて記載） 

イ 会計法に基づく契約を行う場合 

ａ 一般競争契約の場合 

・ 一般競争契約である旨 

ｂ 指名競争契約の場合 

・ 指名競争契約である旨、及び当該契約方法とした具体的理由 
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・ 指名基準、及び競争参加者選定の具体的理由 

ｃ 随意契約の場合 

・ 随意契約である旨、及び当該契約方法とした具体的理由 

・ 当該法人を選定した具体的理由（提案公募型の場合は公募方法、選定基準、選定方法も

併せて記載） 
 

（２）各府省は、以下の措置を講ずる。 

① 所管公益法人に対し、国からの補助金等全体の金額及びその年間収入に対する割合を示す書類

を作成するよう指導。 

② 公益法人が以下の措置を講ずることを補助金等の交付決定又は契約の条件とするとともに、既

に交付している公益法人には速やかに措置するよう指導。 

ア 補助金等に係る事務・事業ごとに事業内容、交付額及び支出額の内訳を記載した書類（様式

２又はそれに準じたもの）を作成。 

イ 上記書類を、①の書類に添付した上で、計算書類等と併せて事務所に備え付け公開するとと

もに、関係府省に報告。 

③ ①、②で作成する書類を法人所管府省のホームページに掲載するとともに、各法人に対しイン

ターネットで公表するよう指導。 
 

３．新規発生防止のための措置 

（１）各府省は、公益法人向けの補助金等に関し、予算及びその執行について以下のとおりとすること。 

① 要求段階で補助金等の交付先等が特定される場合、「第三者分配型」となるもの、公益法人が「補

助金依存型」となることが見込まれるものは、原則として予算要求しない。 

② 要求段階で補助金等の交付先等が特定されないものの、執行において「第三者分配型」、「補助

金依存型」となることが見込まれる法人に対しては、原則として補助金等の交付決定や随意契約

の締結を行わない。 
 

（２）各府省は、指名競争契約及び提案公募型による補助金等の執行において、応募対象を公益法人に

限定せず、かつ、公募方法、選定基準、選定方法を執行に先立って対外的に明らかにすることとす

る。 
 

（３）各府省は、以下の①又は②の状態が生じた場合には、その旨及び合理的説明を法人所管府省のホ

ームページに掲載する。 

① 競争契約、提案公募型で結果的に「補助金依存型」公益法人が生じた場合 

② 競争契約で選定した公益法人において結果的に「第三者分配型」が生じた場合 
 

（４）フォローアップとして、上記（1）に拠りがたいものが生じた場合については上記１に準じた措

置を講ずることとするほか、実施計画で例外事項とされたものと併せ、「公益法人に関する年次報

告」に一覧性をもって表掲載する。 

 

Ⅳ．実施時期 

（１）実施時期については、（2）の事項を除き、平成 14 年４月１日から実施する。 
 

（２）各府省のホームページへの掲載は、平成 14 年７月１日から実施し、年１回は必ず更新することと

する。 

（注）様式１，２は省略 
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（別表１）検査・検定等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

【総務省】

消防の用 に供 する 機械 器具

等につい ての 試験 及び 個別

検定

消 防 法 第 21 条 の 3第 1項 、第

21条の8第1項

日常的な使用による欠陥等 のチ ェッ クの 可能 性や 欠陥

等の危険性、被害への影響 等を 注視 しな がら 、一 部に

ついて将来的に登録機関に よる 実施 が可 能か どう か検

討する。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

(財)
テレ コム エン ジニ アリ

ングセンター

(財)
日本 アマ チュ ア無 線振

興協会

電気通信 端末 機器 の技 術基

準適合認定

電気通信事業法第50条第1項、

第68条第1項
(財)

電気 通信 端末 機器 審査

協会

規制改革推進3か年計画に基づく自己確認制度の導 入に

つき検討し、平成14年度中に結論を得る。

製造者等の自己確認等を基 本と する 制度 へ移 行す

るため、関係法令を改正済。

第三種郵 便物 の認 可の 申請

又は監査に関する調査業務
郵便法第75条の2第1項 (財) 郵便文化振興協会 郵政公社の設立に伴い廃止の方向で検討する。 当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

【文部科学省】

試験研究 用原 子炉 施設 及び

核燃料物 質使 用施 設等 の溶

接検査

核原料物質、核燃料物質及 び原

子炉の 規制 に関 する 法律 第61

条の24第1項

(財)
原 子 力 安 全 技 術 セ ン

ター

公益法人を指定する現在の 仕組 みを 廃止 し、 事務 の委

託ができる体制を整備した 上で 、国 の原 子力 安全 行政

部門の事務の一部及びこれ に関 連す る公 益法 人へ の委

託実施事務を移管して設置 する 独立 行政 法人 に委 託す

ることとする。

独立行政法人原子力安全基 盤機 構に おい て実 施す

る制度へ移行するため、関係法令を改正済。

核燃料物 質等 の運 搬物 に係

る確認

核原料物質、核燃料物質及 び原

子炉の 規制 に関 する 法律 第61

条の42第1項

(財)
原 子 力 安 全 技 術 セ ン

ター

公益法人を指定する現在の 仕組 みを 廃止 し、 事務 の委

託ができる体制を整備した 上で 、国 の原 子力 安全 行政

部門の事務の一部及びこれ に関 連す る公 益法 人へ の委

託実施事務を移管して設置 する 独立 行政 法人 に委 託す

ることとする。

独立行政法人原子力安全基 盤機 構に おい て実 施す

る制度へ移行するため、関係法令を改正済。

【厚生労働省】

(社)
ボイ ラ・ クレ ーン 安全

協会

(社) 日本ボイラ協会

(社) 日本ボイラ協会

(社)
ボイ ラ・ クレ ーン 安全

協会

(社) 産業安全技術協会

(社) 日本クレーン協会

(社) 産業安全技術協会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本冷凍食品検査協会

(社) 日本食品衛生協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 化学技術戦略推進機構

(財) 日本穀物検定協会

(財) 日本乳業技術協会

(社) 菓子総合技術センター

(社) 日本食肉加工協会

(社) 日本海事検定協会

(財) 新日本検定協会

(財)
マイ コト キシ ン検 査協

会

(財) 日本環境衛生センター

(財)
畜産 生物 科学 安全 研究

所

(社) 日本油料検定協会

(財) 山口県予防保健協会

「実施計画」の内容
措置状況

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

規制改革推進3か年計画に基づく自己確認制度の導 入に

つき検討し、平成14年度中に結論を得る。

製造者等の自己確認等を基 本と する 制度 へ移 行す

るため、関係法令を改正済。

技術的条件については、自 己確 認制 度を 導入 する

ことが求められるものはす べて 技術 基準 への 移行

を図ることとした。また、 本認 定は 、関 係法 令の

成立を受けて登録機関が実施することとした。

　　　未指定

労働安全衛生法第38条第1項、

ボイラー及び圧力容器安全 規則

第5条

電気通信事業法第51条第1項

電気通 信事 業法 施行 規則 第32

条第1項

特定無線 設備 の技 術基 準適

合証明

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

それぞれの措置を実施する ため 、関 係法 令を 改正

済。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度に より 実施 する ため 、関

係法令を改正済。

関係公益法人の名称

国際整合を踏まえ、生命の 危機 又は 重大 な機 能障 害に

直結する可能性が極めて低 いと 考え られ る医 療用 具に

ついては事業者による自己 確認 、可 能性 が低 いも のに

ついては平成17年度までに登録検査機関 によ る確 認へ

移行、その他については平成16年度まで に独 立行 政法

人（医薬品副作用被害救済 ・研 究振 興調 査機 構及 び医

薬品医療機器審査センター 等を 統合 ）に 事務 ・事 業を

移管する。

登録機関により実施する。

登録機関により実施する。

登録機関により実施する。なお、規制改革推進3か 年計

画に基づき、優良な安全管 理体 制を 確立 し、 かつ 、優

良な安全管理実績を有する 事業 場を 対象 とし た自 己確

認のインセンティブ制度について併せて検討する。

行政責任を維持しつつ検査 機関 の指 定を 登録 に変 更す

ることにつき、食品の安全 規制 の在 り方 の見 直し の中

で検討する。

労働安全衛生法第44条 の2 第1

項及び第44条の3第2 項、 労働

安全衛生法施行令第14条の2，

機械等検定規則第6条及び第11

条

登録機関により実施する。

規制改革推進3か年計画に基づく自己確認制度の導 入に

つき検討し、平成14年度中に結論を得る。

労働安全衛生法第44条第1項、

労 働 安 全 衛 生 法 施 行 令 第 14

条、ボイラー及び圧力容器 安全

規則第84条 及び 第90 条の 2、

機械等検定規則第1条

電波法第38条の2第1項

個別検定

日本クレーン協会

型式検定

医療機器センター

食品等の命令検査

医療用具同一性調査

食品衛生法第14条、 第15 条第

1項から第3項

(財)

(財)

(社)

薬事法第14条の3第1項

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

ボイラー等の検査については、平成16年3月 31日

に通達を発出し、優良な安 全管 理体 制を 確立 し、

かつ、優良な安全管理実績 を有 する 事業 場を 対象

とした自己確認等のインセ ンテ ィブ 制度 を導 入し

た。

端末機器 の接 続の 技術 的条

件の適合認定

製造時検査

日本ボイラ協会

ボイ ラ・ クレ ーン 安全

協会
性能検査

労働安全衛生法第41条第2項、

労 働 安 全 衛 生 法 施 行 令 第 12

条、ボイラー及び圧力容器 安全

規 則 第 38 条 及 び 第 73条 、ク

レーン 等安 全規 則第 43条 、第

84 条 、 第 128 条 及 び 第 162

条、ゴンドラ安全規則第27条 (社)

(社)

電気 通信 端末 機器 審査

協会
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（別表１）検査・検定等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

【農林水産省】

(財) 生糸検査協会

(財) 日本冷凍食品検査協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 日本合板検査会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本食品油脂検査協会

(社) 全国漬物検査協会

(財) 日本醤油検査協会

(財) 日本油脂検査協会

(財)
全国 調味 料・ 野菜 飲料

検査協会

(財) 日本炭酸飲料検査協会

(社) 菓子総合技術センター

(社) 日本果汁協会

(財) 日本乳業技術協会

(社) 日本食肉加工協会

(社) 日本即席食品工業協会

(財) 日本穀物検定協会

(社) 全国木材組合連合会

(社) 全国削節工業協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 日本合板検査会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本食品油脂検査協会

(社) 全国漬物検査協会

(財) 日本油脂検査協会

(財)
全国 調味 料・ 野菜 飲料

検査協会

(財) 日本炭酸飲料検査協会

(社) 日本果汁協会

(社) 日本食肉加工協会

(社) 日本即席食品工業協会

(財) 日本穀物検定協会

(社) 全国木材組合連合会

(財)
自然 農法 国際 研究 開発

センター

(社) 全国愛農会

(財) 日本冷凍食品検査協会

(財) 日本醤油検査協会

(社) 全国削節工業協会

(社) 菓子総合技術センター

(財) 日本穀物検定協会

(財) 日本食品分析センター

(財)
畜産 生物 科学 安全 研究

所

(財) 日本穀物検定協会

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本肥糧検定協会

(財) 食品環境検査協会

(財) 日本冷凍食品検査協会

【経済産業省】

(財) 日本規格協会

(財) 建材試験センター

(財) 日本品質保証機構

(財) 日本燃焼機器検査協会

(財) 日本建築総合試験所

(財)
日本 繊維 製品 品質 技術

センター

(財) 日本カメラ財団

(財)
日本 文化 用品 安全 試験

所

(財)
全国 タイ ル検 査・ 技術

協会

(財) 日本燃焼機器検査協会

(社) 繊維評価技術協議会

(財) 日本規格協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 電気安全環境研究所

(財) 日本車両検査協会

(財) 日本軸受検査協会

(財) 建材試験センター

(財) 日本建築総合試験所

(財) 日本ガス機器検査協会

(財) 化学物質評価研究機構

(財) 化学技術戦略推進機構

(財) 日本塗料検査協会

(社) 日本水道協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 日本ガス機器検査協会

特定計量器の検定

農林物資の規格化及び品質 表示

の適正 化に 関す る法 律第 14条

第1項

農林物資の規格化及び品質 表示

の適正 化に 関す る法 律第 15条

第1項

JAS規格に関する 検査 ・格

付（登録格付機関）

「実施計画」の内容

JISマーク表示認定工場に対

する公示検査

工 業 標 準 化 法 第 21条 の2 第1

項、第25 条第 3項 （第 41条

～第52条）

計量法第16条第1項

JISマーク表示申請者の認定

工 業 標 準 化 法 第 19条 第1 ～4

項、第25条第1､3 項 （ 第26

条～第38条）

飼料の安全性の確保及び品 質の

改善に関する法律第4条

JAS規格に関する 製造 業者

等の認定（登録認定機関）

特定飼料等の検定
飼料の安全性の確保及び品 質の

改善に関する法律第2条の4

規格設定 飼料 の公 定規 格に

よる検定

独立行政法人による実施の 是非 を、 既存 の独 立行 政法

人の活用等、財政負担、雇 用問 題の 観点 を踏 まえ 検討

し、平成14年8月末までに結論を得る。

登録機関において実施する。

関係公益法人の名称

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録格付機関による格付の 制度 につ いて は、 平成

17年度中に廃止することとし、関係法律 の改 正案

を国会に提出済。

JAS マ ーク 対象 品目 につ いて は、 順次 見直 しを

行っており、平成16年度 末ま でに 30品 目が 廃止

され、さらに平成17年度早期に 8品 目を 廃止 する

ことが決定されている。

なお、（財）生糸検査協会 、（ 財） 日本 乳業 技術

協会及び（社）日本即席食 品工 業協 会は 登録 格付

機関ではなくなった。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 律の

改正案を国会に提出済。

JAS マ ーク 対象 品目 につ いて は、 順次 見直 しを

行っており、平成16年度 末ま でに 30品 目が 廃止

され、さらに平成17年度早期に 8品 目を 廃止 する

ことが決定されている。

措置状況

独立行政法人による実施の 是非 を検 討し た結 果、

移 管 に よ る 効率 化や 財政 負担 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、当 該事 務・ 事業 は独

立 行 政 法 人 に移 管せ ず、 「透 明化 ・合 理化 ルー

ル」を徹底することにより 、業 務運 営の 徹底 的な

改善を進めていくこととした。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

なお、（財）日本品質保証 機構 、（ 財） 日本 燃焼

機器検査協会及び（財）日 本繊 維製 品品 質技 術セ

ンターは指定認定機関ではなくなった。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。なお、指定検査機関については、3年間の

移行期間を設けている。

また、（財）日本カメラ財 団及 び（ 社） 繊維 評価

技術評議会は指定検査機関ではなくなった。

独立行政法人肥飼料検査所 にお いて 実施 する 制度

へ移行するため、関係法令を改正済。

平成17年度までに登録機関による実施へ 移行 する とと

もに、JISマーク対象品目の削減を行う。また 、官 庁・

地方公共団体における調達 の実 態や 国際 協定 ・海 外の

動 向 を 踏 ま え、 工業 標準 化法 の適 切な 運用 を確 保す

る。

有機食品の規格に関しては 、そ の制 度導 入の 背景 や、

食品に対する国民の信頼回 復の 状況 を注 視し つつ 、新

たに導入を予定している消 費者 が食 品の 生産 履歴 情報

を入手できる仕組みと併せ 、登 録機 関に よる 実施 の方

向で平成17年度までに検討し、結論を得る。

その他の規格に関しては、平成17年度ま でに 登録 機関

において実施する。

なお、JASマーク対象品目の削減を行う。

平成17年度までに登録機関において実施する。

なお、JASマーク対象品目の削減を行う。

独立行政法人肥飼料検査所において実施する。

平成17年度までに登録機関により実施する。
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（別表１）検査・検定等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(財) 日本品質保証機構

(財) 化学物質評価研究機構

加工施設 、研 究開 発段 階発

電用原子 炉、 再処 理施 設及

び特定廃 棄物 管理 施設 の溶

接検査

核原料物質、核燃料物質及 び原

子炉の 規制 に関 する 法律 第16

条の4第1項及び第4項（加工施

設の溶接検査）

同法第28条の 2第 1項 及び 第4

項（研究開発段階発電用原 子炉

の溶接検査）

同法第46条の 2第 1項 及び 第4

項（再処理施設の溶接検査）

同法第51条の 9第 1項 及び 第4

項（特定廃棄物管理施設の 溶接

検査）

同法第61条の24（指 定検 査機

関の検査範囲）

(財)
原 子 力 安 全 技 術 セ ン

ター

平成16年度から国の原子力安全行政部門 の事 務の 一部

及びこれに関連する公益法 人へ の委 託実 施事 務を 移管

して設置する独立行政法人において実施する。

独立行政法人原子力安全基 盤機 構に おい て実 施す

る制度へ移行するため、関係法令を改正済。

なお、当初の予定よ り半 年早 い平 成15年10 月に

独立行政法人原子力安全基 盤機 構が 設立 され 、実

施事務については移管済。

核燃料物 質等 の運 搬物 に係

る確認

核原料物質、核燃料物質及 び原

子炉の 規制 に関 する 法律 第59

条の2第 2項 （運 搬物 に関 する

確認）

同法第61条 の42第1 項（ 指定

運搬物確認機関の確認範囲）

(財)
原 子 力 安 全 技 術 セ ン

ター

平成16年度から国の原子力安全行政部門 の事 務の 一部

及びこれに関連する公益法 人へ の委 託実 施事 務を 移管

して設置する独立行政法人において実施する。

独立行政法人原子力安全基 盤機 構に おい て実 施す

る制度へ移行するため、関係法令を改正済。

なお、当初の予定より6か月早い平成15年10 月に

独立行政法人原子力安全基 盤機 構が 設立 され 、実

施事務については移管済。

指定廃棄確認業務
原子炉等規制法第51条 の6第2

項
(財)

原 子 力 安 全 技 術 セ ン

ター

平成16年度から国の原子力安全行政部門 の事 務の 一部

及びこれに関連する公益法 人へ の委 託実 施事 務を 移管

して設置する独立行政法人において実施する。

独立行政法人原子力安全基 盤機 構に おい て実 施す

る制度へ移行するため、関係法令を改正済。

なお、当初の予定より6か月早い平成15年10 月に

独立行政法人原子力安全基 盤機 構が 設立 され 、実

施事務については移管済。

【国土交通省】

経営状況分析 建設業法第27条の24 (財)
建 設 業 情 報 管 理 セ ン

ター

経営事項審査の一部として 、公 共工 事の 入札 参加 資格

者選定の厳格性に留意しつ つ、 登録 機関 にお いて 実施

する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 日本建築総合試験所

(財) 建材試験センター

(財)
日本 住宅 ・木 材技 術セ

ンター

(財)
建 築 環 境 ・ 省 エ ネ ル

ギー機構

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 日本建築総合試験所

(財) 建材試験センター

(財)
建 築 環 境 ・ 省 エ ネ ル

ギー機構

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財)
日本 建築 設備 ・昇 降機

センター

(財) 住宅保証機構

(財) 日本建築総合試験所

鉄道施設の検査 鉄道事業法第41条第1項 (財) 鉄道総合技術研究所 平成14年度から国で事務を行う。
国による実施へ移行するた め、 関係 法令 の改 正に

より措置済。

索道施設の検査 鉄道事業法第41条第1項 (財) 日本鋼索交通協会 平成17年度までに国で事務を行う。
国による実施へ移行するた め、 関係 法令 の改 正に

より措置済。

核燃料物質等運搬方法確認

核原料物質、核燃料物質及 び原

子炉の 規制 に関 する 法律 第61

条の43第1項

(財)
原 子 力 安 全 技 術 セ ン

ター

公益法人を指定する現在の 仕組 みを 廃止 し、 事務 の委

託ができる体制を整備した 上で 、国 の原 子力 安全 行政

部門の事務の一部及びこれ に関 連す る公 益法 人へ の委

託実施事務を移管して創設 する 独立 行政 法人 に委 託す

る。

独立行政法人原子力安全基 盤機 構に おい て実 施す

る制度へ移行するため、関係法令を改正済。

条約証書の交付

海上における人命の安全の ため

の国際条約及び満載喫水線 に関

する国際条約による証書に 関す

る省令第12条第1項

(財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

型式承認 に係 る船 舶用 物件

等の検定
船舶安全法第6条ノ4第1項 (財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

消費者等の信頼を得られる よう 、高 度な 公正 中立 性を

確保するための厳格な罰則 規定 の整 備や 評価 方法 の基

準化等の担保に留意しつつ、平成17年度 中に 登録 機関

において実施する。

住宅性能評価

消費者等の信頼を得られる よう 、高 度な 公正 中立 性を

確保するための厳格な罰則 規定 の整 備や 試験 方法 の基

準化等の担保に留意しつつ、平成17年度 中に 登録 機関

において実施する。

原子力に係るものについて は、 独立 行政 法人 原子

力安全基盤機構において実 施す る制 度へ 移行 する

ため、関係法令を改正済。

なお、当初の予定より6か月早い平成15年10 月に

独立行政法人原子力安全基 盤機 構が 設立 され 、実

施事務については移管済。

原子力に係るもの以外につ いて は、 登録 機関 によ

る実施に移行するため、関係法令を改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

独立行政法人による実施の 是非 を検 討し た結 果、

移 管 に よ る 効率 化や 財政 負担 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、当 該事 務・ 事業 は独

立 行 政 法 人 に移 管せ ず、 「透 明化 ・合 理化 ルー

ル」を徹底することにより 、業 務運 営の 徹底 的な

改善を進めていくこととした。

消費者等の信頼を得られる よう 、高 度な 公正 中立 性を

確保するための厳格な罰則 規定 の整 備や 認定 方法 の基

準化等の担保に留意しつつ、平成17年度 中に 登録 機関

において実施する。

平成16年度から原子力に係るものを除き 登録 機関 によ

り実施する。

また、同年度より原子力に 係る もの につ いて は、 国の

原子力安全行政部門の事務 の一 部及 びこ れに 関連 する

公益法人への委託実施事務 を移 管し て設 置す る独 立行

政法人において実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

「実施計画」の内容
措置状況

独立行政法人による実施の 是非 を、 既存 の独 立行 政法

人の活用等、財政負担、雇 用問 題の 観点 を踏 まえ 検討

し、平成14年8月末までに結論を得る。

住宅型式 性能 認定 ・型 式住

宅部分等製造者認証

特別評価 方法 認定 に係 る試

験

(財)

住宅の品質確保の促進等に 関す

る法律第5条第1項、第 7条 第1

項

電気事業 法に 基づ く安 全管

理審査

電気事業法第50条の2（使用前

安全管理検査）

同法第 52条 （溶 接安 全管 理検

査）

同法第 55条 （定 期安 全管 理検

査）

住宅の品質確保の促進等に 関す

る法律第53条

住宅の品質確保の促進等に 関す

る法律第22条、第25条第1項

発電設備技術検査協会

関係公益法人の名称

特定標準器による校正 計量法第135条

 



 

付属資料 

 

  163 

資 
料 
6 

閣議決定・申合せ等

 

 

 

 

（別表１）検査・検定等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

型式承認 に係 る海 洋汚 染防

止設備の検定

海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律第17条の15第1項
(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

(財) 新日本検定協会

(社) 日本海事検定協会

船舶検査 船舶安全法第8条第1項 (財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

海洋汚染防止設備等の検査
海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律第17条の12第1項
(財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

型式承認 に係 る排 出油 防除

資材等の検定

海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律施行規則第37条の3

の2第3項

(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

船舶によ る危 険物 の運 送に

関する容器・包装検査

危険物船舶運送及び貯蔵規 則第

129条の3第1項
(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

船舶によ る危 険物 の運 送に

関する積付検査

危険物船舶運送及び貯蔵規 則第

129条第1項
(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

船舶によ る危 険物 のコ ンテ

ナ運送に関する収納検査

危険物船舶運送及び貯蔵規 則第

129条の2第1項
(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

船舶によ る液 状化 物質 の運

送許容水 分値 の測 定・ 液状

化物質の水分測定

特殊貨 物船 舶運 送規 則第 17条

第1項
(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

船舶によ る液 状化 物質 のば

ら積み運 送に 関す る積 付検

査

特殊貨 物船 舶運 送規 則第 25条

第1項
(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

船舶によ るば ら積 み固 体貨

物密度の測定

船舶設備規程等の一部を改 正す

る省令 （平 成11 年運 輸省 令第

32号）附則第3条第3項

(社) 日本海事検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

（平成14年度新規発生事項）

【経済産業省】

JISマーク表示申請者の認定

工 業 標 準 化 法 第 19条 第1 ～4

項、第25条第1､3 項 （ 第26

条～第38条）

(財) 日本塗料検査協会

平成17年度までに登録機関による実施へ 移行 する とと

もに、JISマーク対象品目の削減を行う。また 、官 庁・

地方公共団体における調達 の実 態や 国際 協定 ・海 外の

動 向 を 踏 ま え、 工業 標準 化法 の適 切な 運用 を確 保す

る。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

（閣議決定された事業に、 新た に（ 財） 日本 塗料

検査協会を追加した。）

(社) 電線総合技術センター

(財)
日本 繊維 製品 品質 技術

センター

（平成15年度新規発生事項）

【農林水産省】

JAS規格に関する 製造 業者

等の認定（登録認定機関）

農林物資の規格化及び品質 表示

の適正 化に 関す る法 律第 15条

第1項

(財) 大日本蚕糸会

有機食品の規格に関しては 、そ の制 度導 入の 背景 や、

食品に対する国民の信頼回 復の 状況 を注 視し つつ 、新

たに導入を予定している消 費者 が食 品の 生産 履歴 情報

を入手できる仕組みと併せ 、登 録機 関に よる 実施 の方

向で平成17年度までに検討し、結論を得る。

その他の規格に関しては、平成17年度ま でに 登録 機関

において実施する。

なお、JASマーク対象品目の削減を行う。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 律の

改正案を国会に提出済。

JAS マ ーク 対象 品目 につ いて は、 順次 見直 しを

行っており、平成16 年度 末ま でに 30品 目が 廃止

され、さらに平成17年度早期に 8品 目を 廃止 する

こ と が 決 定 され てい る。 （閣 議決 定さ れた 事業

に、新たに（財）大日本蚕糸会を追加した。）

【経済産業省】

JISマーク表示申請者の認定

工 業 標 準 化 法 第 19条 第1 ～4

項、第25条第1､3 項 （ 第26

条～第38条）

(財) 電気安全環境研究所

平成17年度までに登録機関による実施へ 移行 する とと

もに、JISマーク対象品目の削減を行う。また 、官 庁・

地方公共団体における調達 の実 態や 国際 協定 ・海 外の

動 向 を 踏 ま え、 工業 標準 化法 の適 切な 運用 を確 保す

る。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

（閣議決定された事業に、 新た に（ 財） 電気 安全

環境研究所を追加した。）

【国土交通省】

住宅性能評価

住宅の品質確保の促進等に 関す

る法律第5条第1項、第 7条 第1

項

(財) 住宅金融普及協会

消費者等の信頼を得られる よう 、高 度な 公正 中立 性を

確保するための厳格な罰則 規定 の整 備や 評価 方法 の基

準化等の担保に留意しつつ、平成17年度 中に 登録 機関

において実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

（閣議決定された事業に、 新た に（ 財） 住宅 金融

普及協会を追加した。）

【国土交通省】

船舶保安 規程 の審 査、 船舶

警報通報 装置 等の 設置 等の

検査

国際航海船舶及び国際港湾 施設

の保安の確保等に関する法 律第

20条第1項

(財) 日本海事協会
政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度に より 実施 する ため 、関

係法令を改正済。

原動機放出量確認等事務

海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律等の一部を改正 する

法律第6条第1項

(財) 日本海事協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度に より 実施 する ため 、関

係法令を改正済。

型式承認 に係 る大 気汚 染防

止検査対象設備の検定

海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律等の一部を改正 する

法律附則第12条第2項

(財) 日本舶用品検定協会

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度に より 実施 する ため 、関

係法令を改正済。

（平成16年度新規発生事項）

海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律第9条の2第4項

JISマーク表示認定工場に対

する公示検査

工 業 標 準 化 法 第 21条 の2 第1

項、第25 条第 3項 （第 41条

～第52条）

有害液体 物質 の事 前処 理の

確認

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に

準じた措置を講ずる制度へ 移行 する ため 、関 係法

令を改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。なお、指定検査機関については、3年間の

移行期間を設けている。

（閣議決定された事業に、 新た に（ 社） 電線 総合

技術センター及び（財）日 本繊 維製 品品 質技 術セ

ンターを追加した。）

「実施計画」の内容
措置状況

関係公益法人の名称

平成17年度までに登録機関により実施する。

政府責任を維持した上で、 登録 機関 によ る実 施に 準じ

た措置を講ずる。その際、 外国 法人 を含 め参 入を 容易

にするため、国際的委託指針等との整合化に努める。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「登録機関による実施」には、登録の対象が講習、課程等、機関以外の場合を含む。
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（別表２）資格付与等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

【総務省】

無線従事者国家試験

電波法第39条、 第39 条の 3、

第40 条、 第41 条、 第44 条、

第46条第1項

(財) 日本無線協会
無資格で行える無線設備の範囲 につ いて は、 今後 の技

術動向をみながら見直しを検討する。

航空機地球局の一部につい て、 無資 格で 操作 でき

ることとするため、関係法令を改正済。

今後も引き続き、技術動向 を見 なが ら見 直し を検

討する。

電気通信主任技術者試験
電気通信事業法第44条、 第47

条、第56条第1項
(財) 日本データ通信協会

電気通信事業者における資格取 得者 の配 置状 況を 考慮

の上、当該制度の在り方について見直しを検討する。

電気通信事業者の区分を見 直し 、資 格区 分の 統合

を行い、当該資格者の選任 を要 しな い場 合の 規定

を新設するため関係法令を改正済。

【厚生労働省】

(財)
北 海 道労 働保 健管 理協

会

(社)
旭 川 地方 自動 車整 備振

興会

(社)
札 幌 地方 自動 車整 備振

興会

(社)
帯 広 地方 自動 車整 備振

興会

(社)
北 海 道労 働基 準協 会連

合会

(社) 下北地区労働基準協会

(社) 弘前地区労働基準協会

(社) 黒石地区労働基準協会

(社) 上北労働基準協会

(社) 西北労働基準協会

(社) 青森県労働基準協会

(社) 青森地区労働基準協会

(社) 八戸地方労働基準協会

(財)
角 川 学園 花壇 自動 車整

備専門学校

(財) 岩手労働基準協会

(社) 宮城労働基準協会

(社) 秋田県労働基準協会

(社)
山 形 県労 働基 準協 会連

合会

(社) 会津労働基準協会

(社) 喜多方労働基準協会

(社) 郡山労働基準協会

(社) 須賀川労働基準協会

(社) 相馬労働基準協会

(社) 白河労働基準協会

(社) 富岡労働基準協会

(社) 福島県労働基準協会

(社) 福島労働基準協会

(社)
茨 城 労働 基準 協会 連合

会

(社)
コ マ ツク レー ン教 習セ

ンター

(社)
わ た らせ 技能 講習 セン

タ

(社)
栃 木 県労 働基 準協 会連

合会

(社)
群 馬 労働 基準 協会 連合

会

(社) 高崎労働基準協会

(社) 前橋労働基準協会

(社) 太田労働基準協会

(財)
江 南 クレ ーン 技能 教習

所

(財)
埼 玉 県健 康づ くり 事業

団

(財) 埼玉県溶接技能協会

(社) 熊谷地区労働基準協会

(社) 行田地区労働基準協会

(社)
埼 玉 労働 基準 協会 連合

会

(社) 春日部労働基準協会

(社) 川越地区労働基準協会

(社) 川口地区労働基準協会

(社) 秩父地区労働基準協会

(社)
千 葉 県自 動車 整備 振興

会

(社)
千 葉 県労 働基 準協 会連

合会

(財) 安全衛生普及センター

(財) 労働安全衛生管理協会

(社) 全国火薬類保安協会

(社) 総合経営管理協会

(社)
送 電 線建 設技 術研 究会

関東支部

(社) 大田労働基準協会

(社) 中央労働基準協会

(社) 東京ボイラー技士協会

(社)
東 京 都自 動車 整備 振興

会

(社)
東 京 労働 基準 協会 連合

会

登録機関により実施する。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

※（社）広島県労働基準協 会連 合会 は、 （社 ）広

島県労働基準協会に名称変更（H16.6.1）。

労働安全衛生法第14条、 第61

条、第76条、第77条

労働安全衛生法施行令 第6 条、

第20条

技能講習

措置状況
関係公益法人の名称

「実施計画」の内容
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（別表２）資格付与等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(社) 日本造園組合連合会

(社) 立川労働基準協会

(財) 日本溶接技術センター

(社)
神 奈 川労 務安 全衛 生協

会

(社) 燕西蒲労災防止協会

(社)
新 潟 県労 働衛 生医 学協

会

(社)
新 潟 県労 働基 準協 会連

合会

(社) 富山県労働基準協会

(社)
奥 能 登総 合労 働基 準協

会

(社) 加賀江沼産業懇話会

(社) 七尾労働基準協会

(社) 小松労働基準協会

(社)
石 川 県自 動車 整備 振興

会

(社)
石 川 県労 働基 準協 会連

合会

(社)
山 梨 県労 働基 準協 会連

合会

(社) 福井県労働基準協会

(社)
中 部 労働 技能 教習 セン

ター

(社)
長 野 県労 働基 準協 会連

合会

(社)
岐 阜 県労 働基 準協 会連

合会

(社)
ボ イ ラ・ クレ ーン 安全

協会

(社)
静 岡 県労 働基 準協 会連

合会

(財)
港 湾 労働 安定 協会 港湾

技能研修センター

(社) 愛知労働基準協会

(社) 刈谷労働基準協会

(社)
日 本 橋梁 建設 協会 中部

連絡事務所

(社)
三 重 労働 基準 協会 連合

会

(財) 日本産業技能教習協会

(社) 滋賀労働基準協会

(社) 京都上労働基準協会

(社) 京都南労働基準協会

(社) 京都労働基準連合会

(社) 舞鶴労働基準協会

(財) 労働安全衛生研修所

(社) 西野田労働基準協会

(社) 大阪溶接協会

(社) 大阪労働基準連合会

(社)
鉄 骨 建設 業協 会関 西支

部

(社) 淀川労働基準協会

(社)
日 本 建築 大工 技能 士会

兵庫県支部

(社) 兵庫労働基準連合会

(社) 奈良県労働基準協会

(社) 友和協力会

(社)
和 歌 山県 労働 基準 連合

会

(社) 鳥取県労働基準協会

(社) 岡山県労働基準協会

(社) 島根労働基準協会

(財) 尾道海技学院

(社)
広 島 県労 働基 準協 会連

合会

(社)
山 口 県労 働基 準協 会連

合会

(社)
徳 島 県労 働基 準協 会連

合会

(社) 香川労働基準協会

(社)
愛 媛 労働 基準 協会 連合

会

(社)
高 知 県労 働基 準協 会連

合会

(財) 産業教育センター

(財)
日 本 経営 教育 セン ター

九州支所

(社) 九州機械工業振興会

登録機関により実施する。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

※（社）広島県労働基準協 会連 合会 は、 （社 ）広

島県労働基準協会に名称変更（H16.6.1）。

「実施計画」の内容
措置状況

関係公益法人の名称

技能講習

労働安全衛生法第14条、 第61

条、第76条、第77条

労働安全衛生法施行令 第6 条、

第20条
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（別表２）資格付与等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

(社) 日本溶接協会

(社)
福 岡 経営 者労 働福 祉協

会

(社)
福 岡 県労 働基 準協 会連

合会

(社) 佐賀県労働基準協会

(社) 熊本県労働基準協会

(社) 長崎県労働基準協会

(社)
長 崎 県建 造物 解体 工業

会

(社)
大 分 県特 殊技 能教 育セ

ンター

(社) 大分県労働基準協会

(社) 宮崎労働基準協会

(社)
大 分 産業 機械 技能 教習

所

(社) 鹿児島県労働基準協会

(社) 沖縄県労働基準協会

(社) 沖縄自動車整備振興会

(社) 産業安全衛生協会

(社)
全 国 中小 建築 工事 業団

体連合会

(社) 日本クレーン協会

(社) 日本ボイラ協会

(社)
日 本 ボイ ラ整 備据 付協

会

(社) 日本砕石協会

(社) 日本鳶工業連合会

(社) 労働技能講習協会

(社) 労務管理教育センター

(社)
建 設 荷役 車両 安全 技術

協会

(財)
江 南 クレ ーン 技能 教習

所

(財)
港 湾 労働 安定 協会 港湾

技能研修センター

(財) 産業教育センター

(社)
コ マ ツク レー ン教 習セ

ンター

(社)
ボ イ ラ・ クレ ーン 安全

協会

(社) 九州機械工業振興会

(社) 熊本県労働基準協会

(社) 鹿児島県労働基準協会

(社)
大 分 県特 殊技 能教 育セ

ンター

(社)
大 分 産業 機械 技能 教習

所

(社)
中 部 労働 技能 教習 セン

ター

(社) 日本クレーン協会

専門調理師資格 調理師法第8条の3 (社) 調理技術技能センター

職業能力開発促進法に基づく調 理技 能士 と、 調理 師法

に基づく専門調理師の一本化を 行う 方向 での 見直 しを

検討する。

調理技能士と専門調理師の 試験 事務 の一 本化 のた

めの見直しを行い、証書の 交付 業務 の合 理化 等の

措置を講じるため、関係法令を改正済。

言語聴覚 士の 免許 取得 のた

めの国家 試験 の実 施に 関す

る事務

言語聴覚士法第36条 (財) 医療研修推進財団

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、言 語聴 覚士 の免 許取

得のための国家試験の実施 に関 する 事務 につ いて

は、独立行政法人に移管せ ず、 実施 計画 で定 めた

透明化・合理化ルールを徹 底す るこ とに より 、業

務運営の徹底的な改善を進めていくこととする。

臨床工学 技士 の免 許取 得の

ための国 家試 験の 実施 に関

する事務

臨床工学技士法第17条 (財) 医療機器センター

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、臨 床工 学技 士の 免許

取得のための国家試験の実 施に 関す る事 務に つい

ては、独立行政法人に移管 せず 、実 施計 画で 定め

た透明化・合理化ルールを 徹底 する こと によ り、

業 務 運 営 の 徹底 的な 改善 を進 めて いく こと とす

る。

義肢装具 士の 免許 取得 のた

めの国家 試験 の実 施に 関す

る事務

義肢装具士法第17条 (財) テクノエイド協会

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、義 肢装 具士 の免 許取

得のための国家試験の実施 に関 する 事務 につ いて

は、独立行政法人に移管せ ず、 実施 計画 で定 めた

透明化・合理化ルールを徹 底す るこ とに より 、業

務運営の徹底的な改善を進めていくこととする。

救急救命 士の 免許 取得 のた

めの国家 試験 の実 施に 関す

る事務

救急救命士法第37条 (財) 日本救急医療財団

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、救 急救 命士 の免 許取

得のための国家試験の実施 に関 する 事務 につ いて

は、独立行政法人に移管せ ず、 実施 計画 で定 めた

透明化・合理化ルールを徹 底す るこ とに より 、業

務運営の徹底的な改善を進めていくこととする。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

※（社）広島県労働基準協 会連 合会 は、 （社 ）広

島県労働基準協会に名称変更（H16.6.1）。

登録機関により実施する。

労働安全衛生法第14条、 第61

条、第76条、第77条

労働安全衛生法施行令 第6 条、

第20条

技能講習

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

「実施計画」の内容
措置状況

関係公益法人の名称

労働安全衛生法第75条、 第77

条

労働安全衛生規則第73条

実技教習 登録機関により実施する。
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（別表２）資格付与等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

歯科衛生 士の 免許 取得 のた

めの国家 試験 の実 施に 関す

る事務

歯科衛生士法第12条の4 (財) 歯科医療研修振興財団

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、歯 科衛 生士 の免 許取

得のための国家試験の実施 に関 する 事務 につ いて

は、独立行政法人に移管せ ず、 実施 計画 で定 めた

透明化・合理化ルールを徹 底す るこ とに より 、業

務運営の徹底的な改善を進めていくこととする。

あん摩マ ッサ ージ 指圧 師、

はり師及 びき ゆう 師の 免許

取得のた めの 国家 試験 の実

施に関する事務

あん摩マッサージ指圧師、はり

師、きゆう師等に関する法律第

3条の4

(財) 東洋療法研修試験財団

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、あ ん摩 マッ サー ジ指

圧師、はり師及びきゅう師 の免 許取 得の ため の国

家試験の実施に関する事務 につ いて は、 独立 行政

法人に移管せず、実施計画 で定 めた 透明 化・ 合理

化ルールを徹底することに より 、業 務運 営の 徹底

的な改善を進めていくこととする。

柔道整復 師の 免許 取得 のた

めの国家 試験 の実 施に 関す

る事務

柔道整復師法第13条の3 (財) 柔道整復研修試験財団

医療関連資格試験事務等の一括 した 独立 行政 法人 によ

る実施の是非について、既存の 独立 行政 法人 の活 用及

び国の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討し、平成14年8月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、柔 道整 復師 の免 許取

得のための国家試験の実施 に関 する 事務 につ いて

は、独立行政法人に移管せ ず、 実施 計画 で定 めた

透明化・合理化ルールを徹 底す るこ とに より 、業

務運営の徹底的な改善を進めていくこととする。

【経済産業省】

公害防止管理者等国家試験

特定工場における公害防止組織

の整備に関す る法 律第 7条 第1

項、第8条の2第1項

(社) 産業環境管理協会
当該資格制度の在り方については、規制改革推進3か年

計画に基づく検討に併せて見直しを検討する。

当該資格制度の在り方については、平成 15年 度に

開催した学識経験者・産業 界の 関係 者な どか らな

る公害防止管理者制度検討 会に おい て、 「今 後も

人の健康の保護及び生活環 境の 保全 のた め、 事業

者が最低限守るべきパフォ ーマ ンス レベ ルを 達成

するために必要な人的能力 及び 責任 の所 在の 明示

を担保するための措置は、 当該 資格 で確 実に 担保

していく必要がある。」と の報 告を 得た 。ま た、

当該報告に基づき、公害防 止主 任管 理者 の選 任要

件の緩和、資格区分の統合 、試 験科 目・ 講習 科目

の共通化などを行うため、関係法令を改正済。

情報処理技術者試験
情報処理の促進に関する法律第

6条第1項
(財) 日本情報処理開発協会

特殊法人等整理合理化計画に基 づき 独立 行政 法人 化さ

れ る 認 可法 人情 報処 理振 興事 業協 会に おい て実 施す

る。

試験事務を独立行政法人で 実施 する ため 、関 係法

令を改正済。なお、平成16年1 月に 、情 報処 理振

興事業協会が独立行政法人 化し 、独 立行 政法 人情

報処理推進機構が設立され たこ とに 伴い 、試 験事

務は独立行政法人情報処理推進機構に移管済。

エネルギ ー管 理士 試験 の実

施に関する事務

エネルギーの使用の合理化に関

する法律第8条の2第2項
(財) 省エネルギーセンター

当該資格制度の在り方については、規制改革推進3か年

計画に基づく検討に併せて見直しを検討する。
実施計画に従い検討中。

エネルギ ー管 理員 講習 の実

施に関する事務

エネルギーの使用の合理化に関

する法律第12条の3第1､2項
(財) 省エネルギーセンター

当該資格制度の在り方については、規制改革推進3か年

計画に基づく検討に併せて見直しを検討する。
実施計画に従い検討中。

【国土交通省】

浄化槽設備士試験
浄化槽法第42条第1項第1 号、

第43条
(財) 浄化槽設備士センター

関連する資格取得者との関係に 留意 しつ つ、 浄化 槽設

備士の必置の在り方につき平成14年度に検討 し、 平成

15年度に結論を得る。

浄化槽設備士の必置の在り 方に つい て、 現地 調査

や関係者に対するヒアリン グを 行う など 検討 を行

い、浄化槽の適正な施工を 確保 する ため には 浄化

槽工事における浄化槽設備 士の 必置 は必 要で ある

との結論を得た。

浄化槽設備士講習 浄化槽法第42条第1項第2号 (財) 浄化槽設備士センター 上記の検討に併せ、講習の在り方につき検討する。

上記の検討に併せ、浄化槽 の設 置に 関す る近 年の

動向等を踏まえ、平成15年3月 の省 令改 正等 によ

り講習の充実化及び合理化を行った。

(社) 日本旅行業協会

(社) 全国旅行業協会

実務補習
不動産の鑑定評価に関する法律

第10条第1項
(社) 日本不動産鑑定協会

実務に関する講義の科目数の大 幅削 減を 含め その 在り

方につき平成14年度に検 討し 、平 成15 年度 に結 論を

得る。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(財)
東 京 タク シー 近代 化セ

ンター

(財)
大 阪 タク シー 近代 化セ

ンター

【環境省】

浄化槽設備士講習 浄化槽法第42条第1項第2号 (財) 浄化槽設備士センター

関連する資格取得者との関係に 留意 しつ つ、 浄化 槽設

備士の必置の在り方につき平成14年度に検討 し、 平成

15年度に結論を得る。

浄化槽設備士の必置の在り 方に つい て、 現地 調査

や関係者に対するヒアリン グを 行う など 検討 を行

い、浄化槽の適正な施工を 確保 する ため には 浄化

槽工事における浄化槽設備 士の 必置 は必 要で ある

と の 結 論 を 得た 。ま た、 この よう な検 討に 併せ

て 、 浄 化 槽 の設 置に 関す る近 年の 動向 等を 踏ま

え、平成15年3月の省令改正等 によ り講 習の 充実

化及び合理化を図った。

浄化槽管理士講習 浄化槽法第45条第1項第2号 (財)
日 本 環境 整備 教育 セン

ター

資格取得者が行う浄化槽の保守 点検 が一 層効 果的 に行

われるよう、必要な見直しを行う。

浄化槽管理士は、浄化槽の 保守 点検 を委 託し た者

に、保守点検の内容につい て説 明し なけ れば なら

ない旨の規定を追加し、必要な見直しを行った。

消費者による選択可能性の増大 等の 状況 を踏 まえ 、国

の試験により確保すべき運転者 のサ ービ ス能 力の 水準

の在り方につき検討する。

タクシー 運転 者の 地理 の試

験

タクシー業務適正化特別措置法

第49条

旅行業務取扱主任者試験
旅 行業 法第 25条 の2 、同 法施

行規則第51条第2項

旅行者保護を拡充し、旅行 業務 取扱 主任 者の 業務

を拡大するため、関係法令を改正済。

平成14年度に開催した学識経験者や利用 者代 表等

で構成する、自動車交通局 長の 私的 懇談 会「 地理

試験の見直し等に関する懇 談会 」に おけ る提 言に

基づき、具体化に向けた検討を 行い 、平 成16 年6

月のとりまとめ結果により 、実 施可 能な 事項 から

順次措置を講じており、今 後も 引き 続き 措置 する

予定である。

※当該法人はそれぞれ、（ 財） 東京 タク シー セン

タ ー 、 （ 財 ）大 阪タ クシ ーセ ンタ ーに 名称 変更

（H14.4.1）。

「実施計画」の内容
措置状況

関係公益法人の名称

旅行の形態の多様化など旅行業 を巡 る状 況の 変化 を踏

まえ、旅行業務取扱主任者試験 制度 の在 り方 につ き平

成14年度に検討し、平成15年度に結論を得る。
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（別表２）資格付与等

事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

浄化槽管理士試験
浄化槽法第45条第1項第1 号、

第46条第4項
(財)

日 本 環境 整備 教育 セン

ター

資格取得者が行う浄化槽の保守 点検 が一 層効 果的 に行

われるよう、必要な見直しを行う。

浄化槽管理士は、浄化槽の 保守 点検 を委 託し た者

に、保守点検の内容につい て説 明し なけ れば なら

ない旨の規定を追加し、必要な見直しを行った。

臭気測定 業務 従事 者（ 臭気

判定士）試験

悪臭防止法第12条、第13 条第

1項、第2項
(社) 臭気対策研究協会

独立行政法人による実施の是非 につ いて 、既 存の 独立

行政法人の活用及び国の関連事 務の 移管 によ る効 率化

の観点を含めて検討し、平成14年8 月末 まで に結 論を

得る。

独立行政法人による実施の 是非 を検 討し た結 果、

効率化や既存の独立行政法 人の 活用 の観 点に 照ら

し、種々の課題があること から 、当 該事 務・ 事業

は 独 立 行 政 法人 に移 管せ ず、 「透 明化 ・合 理化

ルール」を徹底することに より 、業 務運 営の 徹底

的な改善を進めていくこととした。

※（社）臭気対策研究協会 は（ 社） にお い・ かお

り環境協会に名称変更（H15.4.1）。

公害防止管理者等試験

特定工場における公害防止組織

の整備に関す る法 律第 7条 第1

項、第8条の2第1項

(社) 産業環境管理協会
当該資格制度の在り方について は、 規制 改革 推進 ３か

年計画に基づく検討に併せて見直しを検討する。

当該資格制度の在り方については、平成 15年 度に

開催した学識経験者・産業 界の 関係 者な どか らな

る公害防止管理者制度検討 会に おい て、 「今 後も

人の健康の保護及び生活環 境の 保全 のた め、 事業

者が最低限守るべきパフォ ーマ ンス レベ ルを 達成

するために必要な人的能力 及び 責任 の所 在の 明示

を担保するための措置は、 当該 資格 で確 実に 担保

していく必要がある。」と の報 告を 得た 。ま た、

当該報告に基づき、公害防 止主 任管 理者 の選 任要

件の緩和、資格区分の統合 、試 験科 目・ 講習 科目

の共通化などを行い、関係法令を改正済。

「実施計画」の内容
措置状況

関係公益法人の名称

（注）「登録機関による実施」には、登録の対象が講習、課程等、機関以外の場合を含む。
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事務・事業 根拠法令・条項 措置内容

【法務省】

外国人研修生の在留状況の

調査及び評価

技能実習制度に係る出入国管理

上の取扱いに関する指針
(財) 国際研修協力機構

国において実施することと し、 実施 に当 たっ ては 既存

体制の合理的再編成により対応することとする。
当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

【厚生労働省】

言語聴覚士の免許取得に関

する事務
言語聴覚士法第12条 (財) 医療研修推進財団

試験事務と併せて独立行政 法人 によ る実 施の 是非 につ

いて、既存の独立行政法人 の活 用及 び国 の関 連事 務の

移管による効率化の観点を含め て検 討し 、平 成14 年8

月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、言 語聴 覚士 の免 許取

得に関する事務については 、独 立行 政法 人に 移管

せず、実施計画で定めた透 明化 ・合 理化 ルー ルを

徹底することにより、業務 運営 の徹 底的 な改 善を

進めていくこととする。

救急救命士の免許取得に関

する事務
救急救命士法第12条 (財) 日本救急医療財団

試験事務と併せて独立行政 法人 によ る実 施の 是非 につ

いて、既存の独立行政法人 の活 用及 び国 の関 連事 務の

移管による効率化の観点を含め て検 討し 、平 成14 年8

月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、救 急救 命士 の免 許取

得に関する事務については 、独 立行 政法 人に 移管

せず、実施計画で定めた透 明化 ・合 理化 ルー ルを

徹底することにより、業務 運営 の徹 底的 な改 善を

進めていくこととする。

歯科衛生士の免許取得に関

する事務
歯科衛生士法第8条の2 (財) 歯科医療研修振興財団

試験事務と併せて独立行政 法人 によ る実 施の 是非 につ

いて、既存の独立行政法人 の活 用及 び国 の関 連事 務の

移管による効率化の観点を含め て検 討し 、平 成14 年8

月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、歯 科衛 生士 の免 許取

得に関する事務については 、独 立行 政法 人に 移管

せず、実施計画で定めた透 明化 ・合 理化 ルー ルを

徹底することにより、業務 運営 の徹 底的 な改 善を

進めていくこととする。

あん摩マツサージ指圧師、

はり師、きゆう師の免許取

得に関する事務

あん摩マツサージ指圧師、はり

師、きゆう師等に関する法律第

3条の23

(財) 東洋療法研修試験財団

試験事務と併せて独立行政 法人 によ る実 施の 是非 につ

いて、既存の独立行政法人 の活 用及 び国 の関 連事 務の

移管による効率化の観点を含め て検 討し 、平 成14 年8

月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、あ ん摩 マッ サー ジ指

圧師、はり師及びきゅう師 の免 許取 得に 関す る事

務については、独立行政法 人に 移管 せず 、実 施計

画で定めた透明化・合理化 ルー ルを 徹底 する こと

により、業務運営の徹底的 な改 善を 進め てい くこ

ととする。

柔道整復師の免許取得に関

する事務
柔道整復師法第8条の2 (財) 柔道整復研修試験財団

試験事務と併せて独立行政 法人 によ る実 施の 是非 につ

いて、既存の独立行政法人 の活 用及 び国 の関 連事 務の

移管による効率化の観点を含め て検 討し 、平 成14 年8

月末までに結論を得る。

事務・事業の独立行政法人 への 移管 によ る効 率化

や既存の独立行政法人の活 用等 の観 点に 照ら し、

種々の課題があることから 、柔 道整 復師 の免 許取

得に関する事務については 、独 立行 政法 人に 移管

せず、実施計画で定めた透 明化 ・合 理化 ルー ルを

徹底することにより、業務 運営 の徹 底的 な改 善を

進めていくこととする。

【農林水産省】

農林漁業体験民宿業者の登

録

農山漁村滞在型余暇活動のため

の基盤整備の促進に関する法律

（平成6年6月29日法律第46

号）第23条

(財)
都市農山漁村交流活性

化機構

当該登録制度における国の 役割 を明 確に しつ つ、 その

限定を図るため、登録の実 施主 体の 見直 しに 併せ 、平

成17年度までに登録機関の国による指定 制度 を廃 止す

る。

国の指定制度を廃止し登録 制度 に移 行す るた め、

関係法律の改正案を国会に提出済。

適正営業規程に係る遊漁船

業者の登録

遊漁船業の適正化に関する法律

第15条
(社) 全国遊漁船業協会

遊漁船業の適正化を図るた めの 法改 正に 伴い 、当 該制

度を平成15年度までに廃止する。
当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

【経済産業省】

火薬類製造保安責任者及び

火薬類取扱保安責任者に係

る免状交付

火薬類取締法第31条の2第1項 (社) 全国火薬類保安協会 免状交付事務の委託の考え方を法律上明確化する。
免状交付事務の委託の考え 方を 法律 上明 確化 する

ため、関係法令を改正済。

【国土交通省】

国際観光ホテル・旅館の登

録

国際観光ホテル整備法第19条

第1項
(社) 日本観光協会

外客誘致の重要性に鑑み、 海外 から の旅 行者 の増 大を

はかる観点から、制度創設時(昭和24 年) と比 べた 宿泊

施設事情の変化、外国人観 光客 のニ ーズ への 対応 面か

ら見た制度の効果、宿泊施 設の 登録 ・情 報提 供等 に関

する民間での対応可能性等 も踏 まえ 、現 在の よう な登

録制度の在り方について抜本的に見直す。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

【環境省】

国際希少野生動植物種の個

体等の登録

絶滅のおそれのある野生動植物

の種の保存に関する法律第20

条第1項、第23条第1項

(財) 自然環境研究センター

製品の認定と併せて独立行 政法 人に よる 実施 の是 非に

ついて、既存の独立行政法 人の 活用 及び 国の 関連 事務

の移管による効率化の観点を含めて検討 し、 平成 14年

8月末までに結論を得る。

製品の認定と併せて独立行 政法 人に よる 実施 の是

非について、既存の独立行 政法 人の 活用 及び 国の

関連事務の移管による効率 化の 観点 を含 めて 検討

を行い、平成15年7月に登録機 関に よる 実施 に移

行済。

国際希少野生動植物種に係

る製品の認定

絶滅のおそれのある野生動植物

の種の保存に関する法律第33

条の7第1項、第33条の8第1

項

(財) 自然環境研究センター

個体等の登録と併せて独立 行政 法人 によ る実 施の 是非

について、既存の独立行政 法人 の活 用及 び国 の関 連事

務の移管による効率化の観点を含めて検 討し 、平 成14

年8月末までに結論を得る。

個体等の登録と併せて独立 行政 法人 によ る実 施の

是非について、既存の独立 行政 法人 の活 用及 び国

の関連事務の移管による効 率化 の観 点を 含め て検

討を行い、平成15年7月に登録 機関 によ る実 施に

移行済。

「実施計画」の内容

（別表３）登録その他の事務・事業

措置状況
関係公益法人の名称
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事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 廃止時期

【法務省】

外国人の研修の推薦

出入国管理及び難民認定法第7 条第 1項 第2 号の

基準を定める省令の研修 の在 留資 格に 係る 基準

の第5号の特例を定める件第9号の2

(財) 国際研修協力機構 平成15年度 平成15年度をもって当該制度を廃止。

外国人の研修の推薦

出入国管理及び難民認定法第7 条第 1項 第2 号の

基準を定める省令の研修 の在 留資 格に 係る 基準

の第6号の特例を定める件第9号の4

(財) 国際研修協力機構 平成15年度 平成15年度をもって当該制度を廃止。

【文部科学省】

(社) 日本速記協会

(財) 実務技能検定協会

(財) 日本編物検定協会

(財) 日本英語検定協会

(財) 日本書写技能検定協会

(財) フランス語教育振興協会

(財) 日本スペイン協会

(財) 日本漢字能力検定協会

(社) 日本工業英語協会

(財) 画像情報教育振興協会

(財) 専修学校教育振興会

(社) 全国服飾教育者連合会

(社) 全国経理学校協会

(財) 全国高等学校家庭科教育振興会

(社) 全日本アーチェリー連盟

(社) 日本ウエイトリフティング協会

(社) 日本エアロビック連盟

(社) 日本カーリング協会

(社) 日本カヌー連盟

(財) 全日本空手道連盟

(財) 全日本弓道連盟

(財) 日本ゲートボール連合

(財) 全日本剣道連盟

(財) 日本プロゴルフ協会

(財) 日本サッカー協会

(社) 日本山岳協会

(財) 日本自転車競技連盟

(社) 全日本銃剣道連盟

(財) 全日本柔道連盟

(財) 日本水泳連盟

(社) 日本スイミングクラブ協会

(財) 全日本スキー連盟

(社) 日本職業スキー教師協会

(財) 日本スケート連盟

(財) 社会スポーツセンター

(財) 日本相撲連盟

(財) 日本ソフトテニス連盟

(財) 日本ソフトボール協会

(財) 日本体操協会

(財) 日本卓球協会

(財) 日本テニス協会

(社) 日本プロテニス協会

(財) 全日本なぎなた連盟

(財) 全日本軟式野球連盟

(財) 日本バスケットボール協会

(財) 日本バドミントン協会

(財) 日本バレーボール協会

(財) 日本ハンドボール協会

(社) 日本フェンシング協会

(財) 全日本ボウリング協会

(社) 日本ボート協会

(社) 日本アマチュアボクシング連盟

(社) 日本ホッケー協会

(財) 日本セーリング連盟

(社) 日本ライフル射撃協会

(財) 日本ラグビーフットボール協会

(財) 日本陸上競技連盟

(財) 日本レスリング協会

(社) 日本オリエンテーリング協会

(社) 日本キャンプ協会

(財) 日本サイクリング協会

(財) 日本ユース・ホステル協会

(財) 日本体育施設協会

(財) 日本スポーツクラブ協会

(財) 日本健康スポーツ連盟

(財) 日本レクリエーション協会

(財) 日本体育協会

(社) 日本馬術連盟

平成17年度
スポーツ指導者の知識・技能審査事

業の文部科学大臣認定制度

スポーツ指導者の知識・ 技能 審査 事業 の認 定に

関する規程第1条

「実施計画」の内容

（別表４）技能審査等

措置状況

平成17年度

関係公益法人の名称

文部科学省認定技能審査制度
青少年及び成人の学習活 動に 係る 知識 ・技 能審

査事業の認定に関する規則第1条
実施計画に従い検討中。

当 該制 度を 廃止 する ため 、関 係法 令を 一部 改正

済。

なお、（社）日本スイミングクラブ 協会 、（ 財）

社会スポーツセンター、（社）日本 オリ エン テー

リング協会、（社）日本キャンプ協 会、 （財 ）日

本サイクリング協会、（財）日本ユ ース ・ホ ステ

ル協会及び（財）日本レクリエーシ ョン 協会 に係

る改正については、平成17年度を予定。
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（別表４）技能審査等

事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 廃止時期

【厚生労働省】

健康運動指導士養成講習会

地域保健法第3条第3項

健康づくりのための運動 指導 者の 知識 及び 技能

に係る審査及び証明の事 業の 認定 に関 する 省令

（平成13年3月30日厚 生労 働省 令第 98号 ）附

則第2項

(財) 健康・体力づくり事業財団 平成17年度 実施計画に従い検討中。

健康運動実践指導者養成講習会

地域保健法第3条第3項

健康づくりのための運動 指導 者の 知識 及び 技能

に係る審査及び証明の事 業の 認定 に関 する 省令

（平成13年3月30日厚 生労 働省 令第 98号 ）附

則第2項

(財) 健康・体力づくり事業財団 平成17年度 実施計画に従い検討中。

【国土交通省】

建築指導科（監視員）研修

建築基準法第9条の2

同法施行令第14条第3号

同法施行規則第4条の18

(財) 全国建設研修センター 平成17年度 実施計画に従い検討中。

(社) 日本建築士事務所協会連合会

(社) 日本建築士会連合会

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

(財) 建築環境・省エネルギー機構

(社) 日本基礎建設協会

(社) 日本計装工業会

(社)
日本建築 ブロ ック ・エ クス テリ ア工

事業協会

(社) 地すべり対策技術協会

(財) 日本下水道管渠推進技術協会

(財) 日本ダム協会

(社) 全日本屋外広告業団体連合会

(社) 全日本瓦工事業連盟

(財) 道路保全技術センター

建設業の経理知識審査等事業 建設業法施行規則第19条 (財) 建設業振興基金 平成17年度 実施計画に従い検討中。

建設工事の技術・技能審査等事業 建設業法施行規則第17条の2第1項

措置状況
関係公益法人の名称

実施計画に従い検討中。

なお、(社)全日本屋外広告業団 体連 合会 につ いて

は推薦を廃止。

平成17年度

実施計画に従い検討中。建築士を対象とする指定講習 建築士法施行規則第17条の20 平成17年度

「実施計画」の内容
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事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 措置内容

【警察庁】

(社) 全国警備業協会

(財) 空港保安事業センター

【総務省】

(財)
日本消防設備安全セン

ター

(社) 日本電線工業会

(社)
日本内燃力発電設備協

会

(社) 電池工業会

(社)
日本消防放水器具工業

会

(社) 日本照明器具工業会

(社) 日本電気協会

消防設備点検資格者に係る

指定講習機関の指定

消防法第17条の3の3

消防法施行規則第31条の6第5

項

(財)
日本消防設備安全セン

ター
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行するため、関係法令を

改正済。

(財) 日本防炎協会

(財)
日本繊維製品品質技術

センター

(財) 日本無線協会

(財)
日本アマチュア無線振

興協会

無線従事者認定講習課程

電波法第39条、第40条、第

41条

無線従事者規則第35条

(財) 日本無線協会 登録機関により実施する。
登録機関による実施を明確にするため、関係法令

を改正済。

船舶局無線従事者証明のた

めの認定訓練

電波法第39条、第40条、第

48条の2
(財) 日本無線協会 登録機関により実施する。

登録機関による実施を明確にするため、関係法令

を改正済。

事業者の点検能力の認定
電波法第24条の2第1項、第

24条の9第1項
(財)

小型航空機安全運航セ

ンター
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行するため、関係法令を

改正済。

【厚生労働省】

医療用具製造業及び輸入販

売業者の責任技術者の資格

要件に係る講習会

薬事法第17条第1項

薬事法施行規則第24条第3項第

3号、第26条の5第2号ニ、第

27条

(財) 医療機器センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施へ移行するため、関係法令を

改正済。

医療用具修理業者の責任技

術者の資格要件に係る基礎

講習会及び専門講習会

薬事法第17条第1項

薬事法施行規則第24条第5項第

1号イ、第2号イ

(財) 医療機器センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施へ移行するため、関係法令を

改正済。

医療用具 販売 業者 の販 売管

理者及び 賃貸 業者 の賃 貸管

理者の資 格要 件に 係る 講習

会

薬事法第39条の2

薬事法施行規則第42条 の2 第4

項第1号

(財) 医療機器センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(社) 日本薬業貿易協会

(社) 日本食品衛生協会

(財) 食品薬品安全センター

(財) 日本食品分析センター

(社) 日本油料検定協会

(財)
畜産生物科学安全研究

所

食品衛生 管理 者資 格認 定講

習会

食品衛生法 第19 条の 17第 4項

第4号
未指定

講習会の指定を登録に変更 する こと も含 め、 食品 の安

全規制の在り方の見直しの 中で 、制 度の 在り 方を 検討

する。

講習会の指定を登録に変更 して 実施 する 制度 に移

行するため、関係法令を改正済。

食鳥処理衛生管理者講習会

食鳥処理の事業の規制及び 食鳥

検査に関する法律第12条第3項

第4号

未指定

講習会の指定を登録に変更 する こと も含 め、 食品 の安

全規制の在り方の見直しの 中で 、制 度の 在り 方を 検討

する。

講習会の指定を登録に変更 して 実施 する 制度 に移

行するため、関係法令を改正済。

言語聴覚 士国 家試 験受 験資

格の特例に係る指定講習会
言語聴覚士法附則第3条第1号 (財) 医療研修推進財団 平成14年度に廃止する。 平成14年度をもって当該制度を廃止。

(社) 全国自治体病院協議会

(社) 日本精神科病院協会

(社) 全国自治体病院協議会

(社) 日本精神科病院協会

薬事に関する試験検査

無線従事者養成課程

精神保健 福祉 士の 受験 資格

の特例に係る講習会

(別表５)制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

登録機関による実施に移行するため、関係法令を

改正済。

登録機関による実施に移行するため、関係法令を

改正済。

登録機関による実施を明確にするため、関係法令

を改正済。

なお、実験局及び航空機地球局の一部について、

無資格で操作できることとした。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関により実施する。

登録機関により実施する。

登録機関により実施する。なお、現行の登録及び確認

制度の趣旨を徹底すべく、登録した事業者自らが確認

し自らの名称を記載する表示を行う仕組みの速やかな

周知等を図る。

精神保健福祉士法 附則 第2 条第

1号

薬事法第9条 の2 第1 項、 第16

条、第27条

薬事法施行規則第11条第1項、

第29条の3

薬局等構 造設 備規 則第 1条 第1

項、第5条の2、第5条 の3 、第

6 条 、 第 6 条 の2 、第 8条 、第

12条、第12条の2、第13条

医薬品及び医薬部外品の製 造管

理及び品 質管 理規 則第 8条 第1

項、第17条

薬事法施行令第一条の二の 二第

一項第一号、第二号及び第 四号

に掲げる医薬品、医薬部外 品、

化粧品並びに医療用具の一 の品

目の製造の工程が二以上の 製造

所にわたる場合の製造管理 及び

品質管理に関する省令第16条

平成14年度に廃止する。

登録機関により実施する。なお、無資格で行える無線

設備の範囲については、今後の技術動向をみながら見

直しを検討する。

措置状況

登録機関による実施に移行するため、関係法令を

改正済。

電波法第39条、第39条の3、

第40条、第41条

精神保健指定医の研修

精神保健及び精神障害者福 祉に

関する法律第18条第1 項第 4号

及び第19条第1項

消防用設備等の認定に係る

指定認定機関の指定

消防法第17条の3の2

消防法施行規則第31条の4第1

項

登録機関により実施する。

防炎物品等の確認に係る指

定確認機関の指定

消防法第8条の3

消防法施行規則第4条の5、第4

条の6

「実施計画」の内容

講習制度の位置付けを法律上明確化し講習を登録機関

による実施とすることを平成15年度までに検討し、平

成16年度に所要の措置を講ずる。

関係公益法人の名称

警備員等の検定に関する規則第

12条第1項

警備員等の検定に係る指定

講習制度

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

平成14年度をもって当該制度を廃止。
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(別表５)制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 措置内容

建築物環 境衛 生管 理技 術者

講習

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第7条第1項第1

号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

清掃作業 監督 者講 習・ 再講

習

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第25

条第2号及び第30条第3号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

空気環境 測定 実施 者講 習・

再講習

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第26

条第2号及び第30条第5号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

貯 水 槽 清 掃 作 業 監 督 者 講

習・再講習

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第28

条第4号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

防除作業 監督 者講 習・ 再講

習

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第29

条第3号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

統括管理者講習・再講習

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第30

条第2号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

清掃作業従事者研修

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第25

条第3号及び第30条第4号

(社)
全 国 ビ ル メン テナ ンス

協会
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(社)
全 国 建 築 物飲 料水 管理

協会

(社)
全 国 ビ ル メン テナ ンス

協会

(社)
日本ペストコントロー

ル協会

(社)
全国ビルメンテナンス

協会

機器の較正

建築物における衛生的環境 の確

保に関す る法 律第 4条 第1 項建

築物における衛生的環境の 確保

に関する 法律 施行 令第 2条 第1

号ハ建築物における衛生的 環境

の確保に関する法律施行規 則第

3条第1項第1号

(財) ビル管理教育センター 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(財) 日本環境衛生センター

(財) 食品薬品安全センター

(財) 日本食品分析センター

(財) 日本環境衛生センター

(財) 化学物質評価研究機構

(財) ビル管理教育センター

(財)
日本文化用品安全試験

所

(社) 日本食品衛生協会

(財) 食品薬品安全センター

(財) 日本食品分析センター

水道技術管理者講習会
水道法第19条

水道法施行規則第14条
(社) 日本水道協会 登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

患者給食 受託 責任 者資 格認

定講習

医療法第15条の2

医療法施行令第4条の7

医療法施行規則第9条の10

(社)
日本メディカル給食協

会

必置資格としての位置付け を撤 廃し 、当 該推 薦を 廃止

する。
実施計画に従い検討中。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。
登録機関により実施する。

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第28

条第5号

登録機関により実施する。水道法第34条の2第2項

「実施計画」の内容

関係公益法人の名称

簡易専用 水道 の管 理に つい

ての検査

建築物における衛生的環境 の確

保に関する法律第12条 の2 第2

項

建築物における衛生的環境 の確

保に関 する 法律 施行 規則 第29

条第5号

登録機関により実施する。

水道法第20条第3項 登録機関により実施する。

措置状況

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

防除作業従事者研修

水道水質検査

貯水槽清掃作業従事者研修
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(別表５)制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 措置内容

【農林水産省】

(社)
日 本 ホ ル スタ イン 登録

協会

(社) 全国和牛登録協会

(社) 日本あか牛登録協会

(社) 日本短角種登録協会

(社) 日本種豚登録協会

(財) 日本軽種馬登録協会

(社) 日本馬事協会

(社) 日本緬羊協会

【経済産業省】

(財) 日本軸受検査協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 放射線計測協会

(社) 日本アイソトープ協会

(財) 日本海事協会

(社) 日本計量振興協会

(社) 産業環境管理協会

(社)
日 本 金 属 プレ ス工 業協

会

(社) 日本砕石協会

(財) 日本品質保証機構

(財)
日 本 文 化 用品 安全 試験

所

(財) 電気安全環境研究所

(財) 日本品質保証機構

(社) 電線総合技術センター

(財) 日本ガス機器検査協会

(財)
日 本 エ ル ピー ガス 機器

検査協会

特定ガス 用品 の適 合性 検査

の方法

ガス事業法第39条の11

ガス用品の技術上の基準等 に関

する省令第17条

(財) 日本ガス機器検査協会 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

エネルギ ー管 理研 修の 実施

に関する事務

エネルギーの使用の合理化 に関

する法律第7条第1項、第8条第

1項第2号

エネルギー管理士の試験及 び免

状の交付に関する規則第2条

(財) 省エネルギーセンター

登録機関により実施する。 なお 、当 該資 格制 度の 在り

方については、規制改革推進3か年計画に基づく検 討に

併せて見直しを検討する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。当該資格制度の在 り方 につ いて は、 実施

計画に従い検討中。

(社) 全国石油協会

(財) 化学物質評価研究機構

(財) 新日本検定協会

(社) 日本海事検定協会

(財) 北海道電気保安協会

(財) 東北電気保安協会

(財) 関東電気保安協会

(財) 中部電気保安協会

(財) 北陸電気保安協会

(財) 関西電気保安協会

(財) 中国電気保安協会

(財) 四国電気保安協会

(財) 九州電気保安協会

(財) 沖縄電気保安協会

(財) 北海道電気保安協会

(財) 東北電気保安協会

(財) 関東電気保安協会

(財) 中部電気保安協会

(財) 北陸電気保安協会

(財) 関西電気保安協会

(財) 中国電気保安協会

(財) 四国電気保安協会

(財) 九州電気保安協会

(財) 沖縄電気保安協会

家畜登録 機関 の家 畜登 録規

程に係る承認

特定液化 石油 ガス 器具 等の

適合性検査の方法

自家用電気工作物の保安監 督業 務の 委託 を受 ける

仕組みを廃止し、一定の要 件等 を満 たす 法人 の参

入を可能とするため、関係法令を改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

当該資格制度の在り方については、平成 15年 度に

開催した学識経験者・産業 界の 関係 者な どか らな

る公害防止管理者制度検討 会に おい て、 「今 後も

人の健康の保護及び生活環 境の 保全 のた め、 事業

者が最低限守るべきパフォ ーマ ンス レベ ルを 達成

するために必要な人的能力 及び 責任 の所 在の 明示

を担保するための措置は、 当該 資格 で確 実に 担保

していく必要がある。」と の報 告を 得た 。ま た、

当該報告に基づき、公害防 止主 任管 理者 の選 任要

件の緩和、資格区分の統合 、試 験科 目・ 講習 科目

の共通化などを行い、関係法令を改正済。

なお、(社)日本金属プ レス 工業 協会 は、 指定 講習

機関ではなくなった。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

なお､(社)日本緬羊協会は解散済(平成15 年9 月30

日)。

措置状況

「実施計画」の内容

関係公益法人の名称

液化石油ガスの保安の確保 及び

取 引 の 適 正 化に 関す る法 律第

47条第1項

液化石油ガス器具等の技術 上の

基準等に関する省令第17条

揮発油販 売業 等に 義務 づけ

られてい る揮 発油 ・軽 油・

灯油の受託分析業務

揮発油の品質の確保等に関 する

法 律第 16条 の2 第1 項、 第17

条の 3第 2項 、第 17条 の4 第3

項 、 第17 条の 8第 1､ 2項 、第

17条の10第1､2項

登録機関により実施する。

登録機関により実施する。

自家用電気工作物の保安監 督業 務の 委託 を受 ける 主体

に対する指定の仕組みを廃止する。

一般用電 気工 作物 の調 査業

務
電気事業法第57条の2第1項 登録機関により実施する。

自家用電 気工 作物 の保 安監

督業務

電気事業法第43条第1項

電気事業法施行規則第52条第2

項

特定電気 用品 の適 合性 検査

の方法

電気用品安全法第9条

電気用 品安 全法 施行 規則 第14

条

登録機関により実施する。

特別特定 製品 の適 合性 検査

の方法

家畜改良増殖法第32条の2 登録機関において実施する。

消費生活用製品安全法第12条

経済産業省関係特別特定製 品の

技術上の基準等に関する省 令第

19条

登録機関により実施する。

特定工場における公害防止 組織

の整備に 関す る法 律第 7条 第1

項

特定工場における公害防止 組織

の 整 備 に 関 する 法律 施行 令第

10､11条

登録機関により実施する。 なお 、当 該資 格制 度の 在り

方については、規制改革推進3か年計画に基づく検 討に

併せて見直しを検討する。

特定二次 標準 器に よる 校正

等
計量法第143条 平成17年度までに登録機関により実施する。

公害防止 管理 者資 格認 定講

習
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(別表５)制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 措置内容

特種電気 工事 資格 者の 認定

(非常用予備発電装置工 事資

格者)

電気工事士法第4条の2第3項

電気工事士法施行 規則 第4 条の

2第1項

電気工事 士法 第4 条の 3に 規定

する経済産業大臣が指定す る者

等を定める省令第3条

(社)
日 本 内 燃 力発 電設 備協

会
登録機関により実施する。

登 録 機 関 に より 実施 する とい う措 置内 容を 見直

し、公益法人が独自に行う 資格 証明 書の 交付 を本

資格の認定要件とする仕組 みを 廃止 する ため 、関

係法令を改正済。

特種電気 工事 資格 者の 認定

(ネオン工事資格者)

電気工事士法第4条の2第3項

電気工事士法施行 規則 第4 条の

2第1項

電気工事 士法 第4 条の 3に 規定

する経済産業大臣が指定す る者

等を定める省令第3条

(社) 全日本ネオン協会 登録機関により実施する。

登 録 機 関 に より 実施 する とい う措 置内 容を 見直

し、公益法人が独自に行う 資格 証明 書の 交付 を本

資格の認定要件とする仕組 みを 廃止 する ため 、関

係法令を改正済。

認定ガス工作物検査機関 ガス事業法第36条の2の2 (財) 日本ガス機器検査協会 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

中小企業 診断 士登 録に 係る

実務補習 、更 新研 修及 び論

文審査事業

中小企業支援法第11条第1項

中小企業診断士の登録及び 試験

に関する規則第1条及び第10条

(社) 中小企業診断協会 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(財) 化学技術戦略推進機構

(財) 化学物質評価研究機構

(財) 建材試験センター

(財) 電気安全環境研究所

(財) 日本ガス機器検査協会

(財) 日本化学繊維検査協会

(財) 日本建築総合試験所

(財) 日本染色検査協会

(財)
日 本 繊 維 製品 品質 技術

センター

(財) 日本塗料検査協会

(財) 日本燃焼機器検査協会

(財) 日本品質保証機構

(財) 日本紡績検査協会

(財) 綿スフ織物検査協会

(財) 日本食品分析センター

【国土交通省】

(財) 全国建設研修センター

(財) 建設業振興基金

(財) 全国建設研修センター

(財) 建設業振興基金

(社) 日本建設機械化協会

(財) 全国建設研修センター

(財) 建設業振興基金

解体工事施工技術講習

建設リサイクル法第31条

解体工事業に係る登録等に 関す

る省令第7条

(社)
全 国 解 体 工事 業団 体連

合会
登録機関により実施する。 実施計画に従い検討中。

解体工事施工技士試験

建設リサイクル法第31条

解体工事業に係る登録等に 関す

る省令第7条

(社)
全 国 解 体 工事 業団 体連

合会
登録機関により実施する。 実施計画に従い検討中。

宅地擁壁製造工場評定事業
宅地造成等規制法 施行 規則 第4

条の2第1項
(社) 全国宅地擁壁技術協会

登録機関により実施する。

なお、工場評定基準の明確化を図る。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(社)
全 国 住 宅 宅地 協会 連合

会

(社) 日本宅地開発協会

(社)
全 国 住 宅 宅地 協会 連合

会

(社) 日本宅地開発協会

宅地建物取引業法第16 条第

3 項 の規 定に 基づ く指 定講

習

宅地建物取引業法第16条第3項 (財)
不 動 産 流 通近 代化 セン

ター
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

宅地建物 取引 主任 者資 格登

録に係る実務講習

宅地建物取引業法第18条第1項

同法施行規 則第 13条 の16 第3

項

(財)
不 動 産 流 通近 代化 セン

ター
登録機関により実施する。

実施計画に従い、登録機関 によ る実 施に 移行 すべ

く検討中。

(財)
不 動 産 流 通近 代化 セン

ター

(財)
日 本 ビ ル ヂン グ経 営セ

ンター

(社) 日本旅行業協会

(社) 全国旅行業協会

(社) 全国農協観光協会

(社) 日本添乗サービス協会

(社) 日本観光通訳協会

(財)
日 本 ホ テ ル 教 育 セ ン

ター

ダム管理技士試験
河川法施行規則第27条 の2 第1

項第1号
(財)

ダ ム 水 源 地環 境整 備セ

ンター
登録機関により実施する。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

ダム管理主任技術者研修
河川法施行規則第27条 の2 第1

項第2号
(財) 全国建設研修センター 登録機関により実施する。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

建設業法施行令第27条の7

同法施行規則第17条の2の3

技術検定試験との一本化を 図り 、施 工技 術者 試験 の推

薦を廃止する。

2級施工管理技術研修

試験事業者の認定 工業標準化法第57条

建設業法施行令第27条の7

同法施行規則第17条の2の3
2級施工管理技術者研修に対する推薦を廃止する。

建設業法第27条の18第4項
監理技術者資格者証の交付 の要 件と して の監 理技 術者

講習に対する推薦を廃止する。

設計者資格講習
都市計画法施行規則第19条第1

項第1号ト
登録機関により実施する。

設計者認定講習
宅地造成等規制法 施行 規則 第4

条の3 第1項
登録機関により実施する。

不動産 特定 共同 事業 法第 17条

第1項

同法施行規則第17条第 1項 第3

号

登録機関により実施する。

旅程管理研修
旅行業法第12条の11

同法施行規則第37条

登録機関により実施する。

なお、旅行業務取扱主任者 制度 の在 り方 につ いて の見

直しに併せ、旅程管理研修 の在 り方 につ き国 の推 薦の

廃止を含め見直す。

不動産特 定共 同事 業の 業務

管 理 者 と し て の 能 力 の 審

査・証明事業

外国人観光旅客の来訪地域 の多

様化の促進による国際観光 の振

興に関する法律第9条第1項第2

号

同法施行規則第3条第4項

外客誘致の重要性に鑑みつ つ、 地方 にお ける 通訳 案内

業者の確保策を含めた制度 全般 につ いて 見直 し、 地域

限定の通訳案内業免許交付 の要 件と して の研 修に 対す

る国の推薦については廃止する方向で見直す。

特定地域 に限 定し た通 訳案

内業に関する研修

監理技術者講習

「実施計画」の内容

関係公益法人の名称

平成17年度までに登録機関により実施する。

措置状況

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

実施計画に従い、登録機関 によ る実 施に 移行 すべ

く検討中。

当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

なお､(社)日本宅地開発協会 は解 散済 (平 成15 年3

月11日)。

※(社)全国住宅宅地協会連合会は(社)全国住宅建設

産業協会連合会に名称変更(H15.8.22)。

登録機関による実施へ移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

なお､(社)日本宅地開発協会 は解 散済 (平 成15 年3

月11日)。

※(社)全国住宅宅地協会連合会は(社)全国住宅建設

産業協会連合会に名称変更(H15.8.22)。

当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

当該講習に対する推薦を廃 止す るた め、 関係 法令

を改正済。

平成14年度をもって当該研修に対する推 薦を 廃止

した。

実施計画に従い検討中。施工技術者試験
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(別表５)制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

事務・事業

（推薦等の制度）
根拠法令・条項 措置内容

建築設備士試験
建築士法施行規則第 17条 の18

第1項第1号イ
(財)

建 築 技 術 教育 普及 セン

ター
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

建築設備士更新講習
建築士法施行規則第 17条 の18

第1項第1号ロ
(財)

建 築 技 術 教育 普及 セン

ター

建築設備士登録の要件とし ての 更新 講習 に対 する 推薦

を廃止する。

平成15年度をもって当該講習に対する推 薦を 廃止

した。

建築設備士登録
建築士法施行規則第 17条 の19

第1項
(社) 建築設備技術者協会

建築設備士更新講習の見直 しに 併せ 、登 録の 更新 制度

を廃止する。
平成15年度をもって当該登録の更新制を廃止済。

特殊建築 物等 調査 資格 者講

習

建築基準法施行規則第4条の20

第1項第2号
(財) 日本建築防災協会 登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

昇降機検査資格者講習
建築基準法施行規則第4条の20

第4項第2号
(財)

日 本 建 築 設備 ・昇 降機

センター
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

建築設備検査資格者講習
建築基準法施行規則第4条の20

第7項第2号
(財)

日 本 建 築 設備 ・昇 降機

センター
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

評価員登録

住宅の品質確保の促進等に 関す

る法律第12条第2項

同法施行規則第15条第1項

(財)
住 宅 リ フ ォー ム・ 紛争

処理支援センター
平成17年度中に、評価員登録の更新制度を廃止する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(財) 日本建築センター

(財) ベターリビング

マンション管理士講習
マンションの管理の適正化 の推

進に関する法律第41条第1項
未指定 登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

管理業務 主任 者登 録に 係る

実務講習

マンションの管理の適正化 の推

進に関する法律第59条第1項

同法施行規則第69条

(社) 高層住宅管理業協会 登録機関により実施する。
実施計画に従い、登録機関 によ る実 施に 移行 すべ

く検討中。

管理業務 主任 者証 の交 付に

係る講習

マンションの管理の適正化 の推

進に関する法律第60条第2項、

第61条第2項

(社) 高層住宅管理業協会 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

管理業務 主任 者資 格認 定講

習

マンションの管理の適正化 の推

進に関す る法 律附 則第 4条 第2

項、第5条

同法施行規則附則第2条第3項

(社) 高層住宅管理業協会
管 理 業 務 主 任者 資格 認定 講習 に対 する 推薦 を廃 止す

る。

平成14年4月30日までの経過措置だったため 、現

在は実施していない。

管理業務主任者移行講習会

マンションの管理の適正化 の推

進に関する法律附則第5条

同法施行規則附則第3条第2項

(社) 高層住宅管理業協会 管理業務主任者移行講習会に対する推薦を廃止する。
平成14年4月30日までの経過措置だったため 、現

在は実施していない。

鉄道設計技士試験 鉄道事業法第14条第1項 (財) 鉄道総合技術研究所 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

自動車検 査用 機械 器具 の校

正

道路運送車両法第94条の3

指定自 動車 整備 事業 規則 第12

条

(社)
日 本 自 動 車機 械工 具協

会
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

自動車整備技能認定試験

道路運送車両法第55条第3項

自動車整備士技能 検定 規則 第6

条第6項

(社) 日 本 自 動 車整 備振 興会

連合会
登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

外国自動 車製 作者 によ る輸

入自動車 の新 規検 査の 申請

時の提出 書面 に係 る排 出ガ

ス試験

道路運 送車 両法 施行 規則 第36

条第7項第3号
(財)

日 本 自 動 車輸 送技 術協

会

登録機関により実施する。

なお、外国機関の検査証明 書を 活用 する 制度 も同 列の

ものとして併せて法令上に規定する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。なお、外国機関の 検査 証明 書を 活用 する

制 度 も 同 列 のも のと して 併せ て関 係法 令を 改正

済。

(財)
日 本 船 員 福利 雇用 促進

センター

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(財) 関門海技協会

公害防止 管理 者資 格認 定講

習

特定工場における公害防止 組織

の整備に関する法律第4条

施行令第10条、第11条

(社) 日本舶用工業会

登録機関により実施する。

なお、当該資格制度の在り 方に つい ては 、規 制改 革推

進 ３ か 年 計 画に 基づ く検 討に 併せ て見 直し を検 討す

る。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。当該資格制度の在 り方 につ いて は、 平成

15年度に開催した学識経験者・産業界の 関係 者な

どからなる公害防止管理者 制度 検討 会に おい て、

「今後も人の健康の保護及 び生 活環 境の 保全 のた

め、事業者が最低限守るべ きパ フォ ーマ ンス レベ

ルを達成するために必要な 人的 能力 及び 責任 の所

在の明示を担保するための 措置 は、 当該 資格 で確

実 に 担 保 し てい く必 要が ある 。」 との 報告 を得

た。また、当該報告に基づ き、 公害 防止 主任 管理

者 の 選 任 要 件の 緩和 、資 格区 分の 統合 、試 験科

目・講習科目の共通化など を行 うた め、 関係 法令

を改正済。

主任技術者養成講習

小型船造船業法第10 条、 第11

条

小型船造船業法施行規則第9条

(社) 日本中小型造船工業会 登録機関により実施する。
登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(社) 中国船舶職員養成協会

(財) 関門海技協会

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(社) 中国船舶職員養成協会

(財) 関門海技協会

(財)
日 本 海 洋 レ ジ ャ ー 安

全・振興協会

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(社) 中国船舶職員養成協会

(財) 関門海技協会

(財)
日 本 海 洋 レ ジ ャ ー 安

全・振興協会

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(社) 中国船舶職員養成協会

(財) 関門海技協会

船舶職員法第7条の2第3項
条約で義務付けられている 国の 責務 の確 保に 留意 しつ

つ、登録機関により実施する。

失効再交付講習
船舶職員法第7条の2第5項

同法施行規則第9条の7

条約で義務付けられている 国の 責務 の確 保に 留意 しつ

つ、登録機関により実施する。

評価員講習

住宅の品質確保の促進等に 関す

る法律第12条第2項

同法施行規則第15条第8項

評価員登録の更新制度の見直しに併せ、 平成 17年 度中

に、更新講習に対する推薦を廃止する。

「実施計画」の内容

関係公益法人の名称

海洋汚染及び海上災害の防 止に

関する法律第9条の4

施行規則第12条の2の6

登録機関により実施する。

免許講習 船舶職員法第4条第2項
条約で義務付けられている 国の 責務 の確 保に 留意 しつ

つ、登録機関により実施する。

有害液体 汚染 防止 管理 者養

成講習

船舶安全法及び船舶職員法 の一

部を改正する法律附則第3条

条約で義務付けられている 国の 責務 の確 保に 留意 しつ

つ、登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

措置状況

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。
電子通信移行講習

更新講習
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推薦等の制度）
根拠法令・条項 措置内容

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(社) 中国船舶職員養成協会

(財) 関門海技協会

船舶料理士試験
船舶料理士に関す る省 令第 2条

第1項第3号イ、第2項、第3項
(財) 日本海技協会

条約で義務付けられている 国の 責務 の確 保に 留意 しつ

つ、登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

船舶料理士の養成講習
船舶料理士に関す る省 令第 2条

第1項第3号ハ、第4項、第5項
(財) 日本船舶職員養成協会 講習の推薦を廃止する。 当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(財) 関門海技協会

(財)
日 本 船 員 福利 雇用 促進

センター

(財) 日本船舶職員養成協会

(財) 尾道海技学院

(財) 関門海技協会

(財)
日 本 船 員 福利 雇用 促進

センター

経験又は 技能 を要 する 危険

作業について指定した講習

船員労 働安 全衛 生規 則第 28条

第1項、第2項、第3項
(財) 尾道海技学院

登録機関により実施する。

なお、平成13年10月10日付で当該 公益 法人 に対 する

指定は廃止済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

衛生管理 者に 対す る講 習の

実施

船員法第82条第2号

船舶に乗り組む医師及び衛 生管

理 者 の省 令第 1条 第1 項、 第2

項、第3項、第4項

(社) 外航船員医療事業団

登録機関により実施する。

なお、当該資格制度の在り 方に つい ては 、規 制改 革推

進 ３ か 年 計 画に 基づ く検 討に 併せ て見 直し を検 討す

る。

実施計画に従い、登録機関 によ る実 施に 移行 する

ため、関係法令を改正済。

測量士・ 測量 士補 の資 格を

得るため の測 量に 関す る専

門教育

測量法第50 条第 3号 、第 51条

第3号
(財) 全国建設研修センター 登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

【環境省】

浄化槽の水質検査
浄 化 槽 法第 7条 、第 11条 、第

57条第1項
未指定

浄化槽法制定以来、指定機 関の 指定 実績 がな いこ とを

踏まえ、できるだけ早期に廃止する。
当該制度を廃止するため、関係法令を改正済。

排出水に おけ る臭 気指 数に

係る規制 基準 の設 定方 法等

に関する講習

悪臭防止法第12条

悪臭防止法施行規則第20条の2

第1項

(社) 臭気対策研究協会
未受講者の受講の前倒しを 積極 的に 促す こと によ りで

きるだけ早期に廃止する。

できるだけ早期に廃止すべく検討中。

※(社)臭気対策研究協会は(社)におい・かおり環境

協会に名称変更(H15.4.1)。

(社) 産業環境管理協会

(社)
日 本 金 属 プレ ス工 業協

会

(社) 日本砕石協会

(社) 日本舶用工業会

(平成15年度新規発生事項)

【経済産業省】

試験事業者の認定 工業標準化法第57条 (財) 毛製品検査協会 平成17年度までに登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。(閣議決定された事業に、新た に( 財) 毛製

品検査協会を追加した。)

(平成16年度新規発生事項)

【経済産業省】

試験事業者の認定 工業標準化法第57条 (財)
日本文化用品安全試験

所
平成17年度までに登録機関により実施する。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。(閣議決定された事業に、新た に( 財) 日本

文化用品安全試験所を追加した。)

公害防止管理者等講習

危険物等取扱責任者の講習

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

当該資格制度の在り方については、平成 15年 度に

開催した学識経験者・産業 界の 関係 者な どか らな

る公害防止管理者制度検討 会に おい て、 「今 後も

人の健康の保護及び生活環 境の 保全 のた め、 事業

者が最低限守るべきパフォ ーマ ンス レベ ルを 達成

するために必要な人的能力 及び 責任 の所 在の 明示

を担保するための措置は、 当該 資格 で確 実に 担保

していく必要がある。」と の報 告を 得た 。ま た、

当該報告に基づき、公害防 止主 任管 理者 の選 任要

件の緩和、資格区分の統合 、試 験科 目・ 講習 科目

の共通化などを行うため、関係法令を改正済。

なお、(社)日本金属プ レス 工業 協会 は、 指定 講習

機関ではなくなった。

安全担 当者 (引 火性 液体 等)

の講習

特定工場における公害防止 組織

の整備に 関す る法 律第 7条 第1

項

特定工場における公害防止 組織

の 整 備 に 関 する 法律 施行 令第

10条、第11条

船員労働安全衛生 規則 第3 条第

2項、第3項、第4項
登録機関により実施する。

船員法第117条の3

船員法施行規則第77条の6、第

9号表

船舶職員養成施設(小型 船舶

操縦士)の課程

登録機関による実施に移行 する ため 、関 係法 令を

改正済。

措置状況

登録機関により実施する。

条約で義務付けられている 国の 責務 の確 保に 留意 しつ

つ、登録機関により実施する。

登録機関により実施する。 なお 、当 該資 格制 度の 在り

方については、規制改革推 進３ か年 計画 に基 づく 検討

に併せて見直しを検討する。

船舶職員法第13条の2第1項

関係公益法人の名称

「実施計画」の内容
 

 （

(別表５)制度・仕組みの一部として組み込まれた推薦等

事務・事業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）「登録機関による実施」には、登録の対象が講習、課程等、機関以外の場合を含む。
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補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

【防衛庁】

施設周辺整備助成補助金 (財) 防衛施設周辺整備協会 国から直接交付

航空機騒音による障害が続 く限 り、 テレ ビの 受信 障害

に対する助成措置は必要で あり 、効 率的 な実 施の 観点

から、NHKの協力を得て、自衛隊等の飛行場 等周 辺の

NHK放送受信契約者へ国から直接交付する。

平成17年度 実施計画に従い検討中。

教育 施設 等騒 音防 止対 策事

業費補助金
(財) 防衛施設周辺整備協会 国から直接交付

防音工事を実施した小・中 学校 等に 設置 され てい る空

調設備を稼動させるための 電気 料金 等を 支払 う地 方公

共団体等へ国から直接交付する。

平成16年度 措置済

施設周辺整備助成補助金 (財) 防衛施設周辺整備協会 国から直接交付
住宅防音工事を実施した生 活保 護世 帯へ 国か ら直 接交

付する。
平成16年度 措置済

【総務省】

明るい選挙推進委託費 (財) 明るい選挙推進協会
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

広報活動が主となる当該事 業の 性格 上広 告代 理店 等に

再委託する必要があり、全 国規 模の 会員 ・ボ ラン ティ

アネットワークを有する当 該法 人に 委託 して 実施 する

こ と が 最 も 効率 的・ 効果 的で ある 。な お、 テレ ビス

ポット広告については当該 法人 へ委 託せ ずに 国が 直接

実施するとともに、平成14年度に委託事 業全 般に つい

て政策評価を行い、効果が 認め られ ない もの につ いて

は廃止する。また、当該委 託費 に計 上さ れた 事務 費に

ついては、公益法人本来の性格に照らし 、平 成14 年度

から段階的に削減する。

― 措置済

電波 遮へ い対 策事 業費 補助

金
( 社 )

道 路 トン ネル 情報 通信

基盤整備協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

当該事業は、通信会社の出 捐に 国の 補助 を加 えて トン

ネル・地下通路等にて無線 通信 を可 能と する 中継 施設

整備を行うものであり、多 数の 工事 業者 に発 注す る必

要がある。このような事業 の性 格上 、専 門的 ノウ ハウ

を有する当該法人の事業と して 実施 する こと が最 も効

率的である。なお、適切な 整備 目標 を設 定す るこ とに

よ り 、 当 該 事業 のよ り効 率的 ・効 果的 な実 施に 努め

る。

―

高速道路トンネル及び直轄 国道 トン

ネ ル 、 地 下 駅並 びに 地下 街に つい

て、平 成17 年度 末ま での 可能 な限

り 早 い 時 期 に整 備率 を全 体と して

90％以 上と する 整備 目標 を設 定し

た。

【外務省】

国 際 友 好 民 間 団 体 補 助 金

（国際協力会補助金）
(社) 国際協力会 補助金等の廃止

再補助先の公益法人の状況 を勘 案し つつ 補助 金の 削減

を進めた上で、平成17年度までに当該補 助金 を廃 止す

る。

平成17年度 実施計画に従い検討中。

政府 開発 援助 国際 友好 民間

団体 補助 金（ 国際 協力 会補

助金）

(社) 国際協力会 補助金等の廃止

再補助先の公益法人の状況 を勘 案し つつ 補助 金の 削減

を進めた上で、平成17年度までに当該補 助金 を廃 止す

る。

平成17年度 実施計画に従い検討中。

【文部科学省】

民間 社会 教育 活動 振興 費補

助金
(財) 全日本社会教育連合会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

平成17年度までに社会教育団体との調整 を経 た上 で法

人自らによる実施に移行す るこ と等 によ り再 補助 部分

を廃止し、平成17年度に再補助、再委託の割合を50％

未満に引き下げる。

平成16年度

措置済

（平成 16年 度末 をも って 補助 金を

廃止）

民間 社会 教育 活動 振興 費補

助金
(社)

中 央 青少 年団 体連 絡協

議会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

平成17年度までに青少年団体との調整を 経た 上で 法人

自らによる実施に移行する こと 等に より 再補 助部 分を

廃止し、平成16年度に再補助、再委託の割合を50％未

満に引き下げる。

平成15年度 措置済

政府 開発 援助 外国 人留 学生

修学援助費補助金
(財) 日本国際教育協会 独立行政法人による実施

平成14年度から、当該補助金の大部分を 占め る「 授業

料減免学校法人援助」につ いて 、国 から 直接 交付 する

ことにより、当該法人への 交付 を大 幅に 削減 する 。そ

の上で、

①独立行政法人の行う事業 とし て適 切な 事業 につ いて

は、事務・事業の一元化・ 効率 化を 目的 とし て、 特殊

法人等整理合理化計画に基 づき 学生 支援 事業 を総 合的

に行うために設置される独 立行 政法 人へ 移管 する 。移

管する具体的な事業の範囲 につ いて は、 引き 続き 検討

し、平成14年8月末までに結論 を得 る。 併せ て、 国が

直接実施している留学生支 援事 業の うち 、当 該独 立行

政法人に移管する。

②上記①に該当しない事業 につ いて は、 その 必要 性を

精査した上で、必要な事業 につ いて は、 その 実施 主体

について引き続き検討する

③上記①、②の措置を講じ た上 で、 なお 本公 益法 人で

行う事業については、補助金の廃止、削減を行う。

平成15年度

措置済

当該補助金の対象事業のう ち、 独立

行政法人が行う事業として 適切 なも

のについては独立行政法人 日本 学生

支援機構へ移管し、その他 は本 公益

法人に おい て行 うが 、平 成15 年度

末をもって補助金は廃止。

私立 学校 施設 高度 化推 進事

業費補助金
(財) 私学研修福祉会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

私立学校の施設の高度化・ 近代 化を 推進 する ため の仕

組 み の 一 部 であ り、 弾力 的に その 役割 を果 たす ため

に、平成14年度に補助金の削減を行った 上で 、基 本的

に現状のスキームを維持する。

―

事業所要額等の見直しを行 い、 平成

15年度 予算 にお いて は、 対前 年度

50百万円 減の 589百 万円 の補 助金

を計上。

【厚生労働省】

労働 時間 短縮 促進 援助 事業

等交付金
( 社 )

全 国 労働 基準 関係 団体

連合会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

再補助、再委託の割合を50％未満（平成13年度）とし

た上で平成17年度限りで廃止する。
平成13年度 措置済

労働 保険 加入 促進 業務 委託

費
( 社 )

全 国 労働 保険 事務 組合

連合会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

平成13年度は、当該奨励金の割合が50％未満となるよ

う契約の変更を行い、さらに平成14年度 以降 は、 事業

を効果的に進めるため、一 層効 率的 な業 務の 促進 を図

るよう事業の見直しを行う こと によ り、 再補 助、 再委

託の割合を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

産業医学助成費補助金 (財) 産業医学振興財団
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

産業医科大学の設立に際し 、私 立大 学審 議会 の審 査に

おいて、経常的経費につい ては 国か ら直 接補 助し ない

方法を検討すること等の条 件が 示さ れた ため 、当 該法

人を通じて補助を実施して いる 経緯 にか んが み、 現状

維持とする。ただし、今後 私学 に対 する 国か らの 直接

補助が認められた場合は速 やか に国 から の直 接交 付へ

変更する。

― ―

児童育成事業費補助金 (財) こども未来財団
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

事業の一部廃止、国からの 直接 交付 への 一部 切替 え、

補助金の削減を行うことに より 、再 補助 、再 委託 の割

合を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

（別表６）第三者分配型補助金等

措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

「実施計画」の内容 
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

介護 労働 者雇 用改 善援 助事

業等交付金
(財) 介護労働安定センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

事業の一部廃止、補助金の 削減 を行 うこ とに より 、再

補助、再委託の割合を50％未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

技能向上対策費補助金 (社) 全国技能士会連合会
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

平成14年度は、技能アドバイザーへの謝 金等 の直 接交

付、ブロック単位での技能 祭等 の実 施等 によ る運 用面

の 改 善 を 行 うこ とに より 、再 補助 、再 委託 の割 合を

50％未満に引き下げる。なお、平成15年度以降は、現

在の事業内容を抜本的に見 直し て一 層効 果的 な事 業を

行う。

平成13年度 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(社) 国民健康保険中央会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

公募型補助金のため、採択 手続 にお いて 再補 助の 比率

を把握し、50％以上の場合は採択しない 。ま た限 られ

た財源を一層有効に活用す るた め、 事業 の実 施主 体に

民間企業の参入を認めると とも に、 採択 を行 う選 定評

価委員会に外部有識者を加える。

平成13年度 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財)

医 療 経済 研究 ・社 会保

険福祉協会
同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財) 長寿社会開発センター 同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(社) 全国老人保健施設協会 同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財) 全国老人クラブ連合会 同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財) テクノエイド協会 同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財)

健 康 ・体 力づ くり 事業

財団
同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財) 日本訪問看護振興財団 同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(社)

シ ル バー サー ビス 振興

会
同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財) 厚生問題研究会 同上 同上 同上

措置済

※（財）厚生問題研究会は （財 ）厚

生労働問題研究会に名称変更

（H15.7.25)。

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財)

パ ブ リ ッ ク ヘ ル ス リ

サーチセンター
同上 同上 同上 措置済

老人 保健 事業 推進 費等 補助

金
(財) 高齢者住宅財団 同上 同上 同上 措置済

保健 事業 等委 託費 （船 内療

養援護等）
(財) 船員保険会 国から直接交付

医 師 の 派 遣 等を 行っ てい る主 体へ 国か ら直 接交 付す

る。
平成13年度 措置済

血液確保事業等補助金 (財) 友愛福祉財団
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

HIV訴訟の裁判上の和解に基づき、当該法人が国及び関

連 企 業 か ら の拠 出に より 行う こと とさ れた 事業 であ

る。このため、国自ら実施 する こと がで きな い事 業で

ある。

― ―

医薬 品等 健康 被害 対策 事業

費補助金
(財) 友愛福祉財団

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

HIV訴訟原告団と厚生労働大臣との恒久対策協議により

創設された事業であり、当 該法 人の 設立 趣旨 や事 業の

透明性確保の点からも現行の事業形態が適切である。

― ―

覚せ い剤 等撲 滅啓 発等 委託

費
(財)

麻 薬 ・覚 せい 剤乱 用防

止センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

事 業 の 一 部 を国 が直 接実 施す るこ と等 によ り、 再補

助、再委託の割合を50％未満に引き下げる。
平成17年度 実施計画に従い検討中。

医療 情報 シス テム 開発 普及

等委託費
( 財 )

医 療 情報 シス テム 開発

センター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

都道 府県 老人 クラ ブ連 合会

活動等推進事業費
(財) 全国老人クラブ連合会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

当該法人を経由せずに、都 道府 県・ 指定 都市 に交 付す

る既存の補助金に統合する。
平成13年度 措置済

高年 齢者 就業 機会 確保 事業

費 等 補 助 金 （ 定 着 促 進 奨

励）

(社)
全 国 シル バー 人材 セン

ター事業協会
補助金等の廃止 ― 平成17年度 措置済

高年 齢者 就業 機会 確保 事業

費等 補助 金（ ワー クプ ラザ

事業）

(社)
全 国 シル バー 人材 セン

ター事業協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

地域ニーズを適切に把握し 、ワ ーク プラ ザの 整備 目標

を設定した上で、目標を達 成し た時 点で 廃止 する 。な

お、事業を継続する場合に あっ ても 、ワ ーク プラ ザの

設置基準の公開、利用実態 の把 握、 民業 圧迫 を招 かな

いための措置等運用面の改善を図る。

―

地域ニーズ調査結果等を踏 まえ 、平

成16年度 以降 の整 備目 標を 150箇

所とし、目標を達成した時 点で 廃止

する。

設置基準は既に公開済みで あり 、利

用実態については毎年度初 めに 前年

度利用実態を把握すること とし 、民

業圧迫を招かないことにつ いて は、

設置要件の改善などの運用 改善 を図

り、今後とも指導に努める。

高年 齢者 雇用 確保 事業 等交

付金
(財) 高年齢者雇用開発協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の事業主等を対象に助 成事 業を 実施 する 必要 があ

り、専門的な知識・ノウハ ウを もと に相 談援 助業 務等

と一体となって当該公益法 人の 事業 とし て実 施す るこ

とが効率的である。

なお、日本障害者雇用促進 協会 への 事務 移管 の是 非に

ついて、雇用対策に係る基 金業 務の 終了 を前 提に 、国

の関連事務の移管による効 率化 等の 観点 を含 めて 検討

し、平成14年8月末までに結論を得る。

―

（ 財 ） 高 年 齢者 雇用 開発 協会 の事

務・事業のうち、高年齢者 の雇 用促

進のための事業主に対する 政策 支援

である高年齢者雇用関係助 成金 支給

業務及び高年齢者雇用に関 する 相談

援助業務を一体とし て平 成15 年10

月に独立行政法人高齢・障 害者 雇用

支援機構に移管した。

中小 企業 福祉 事業 費等 補助

金
(財) 高年齢者雇用開発協会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

当該補助金のうち再補助に該当する部分 を平 成13 年度

限りで廃止することにより 、再 補助 、再 委託 の割 合を

50％未満に引き下げる。

なお、日本障害者雇用促進 協会 への 事務 移管 の是 非に

ついて、雇用対策に係る基 金業 務の 終了 を前 提に 、国

の関連事務の移管による効 率化 等の 観点 を含 めて 検討

し、平成14年8月末までに結論を得る。

平成13年度 措置済

措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

「実施計画」の内容
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

高年 齢者 共同 就業 機会 創出

支援事業費
(財) 高年齢者雇用開発協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の事業主等を対象に助 成事 業を 実施 する 必要 があ

り、専門的な知識・ノウハ ウを もと に相 談援 助業 務等

と一体となって当該公益法 人の 事業 とし て実 施す るこ

とが効率的である。

なお、日本障害者雇用促進 協会 への 事務 移管 の是 非に

ついて、雇用対策に係る基 金業 務の 終了 を前 提に 、国

の関連事務の移管による効 率化 等の 観点 を含 めて 検討

し、平成14年8月末までに結論を得る。

―

平成14 年度 限り で廃 止済 み（ 平成

15年4月から、助成金は高年齢 者雇

用関係助成金の1 つと して 措置 して

おり、平成15年10月 に独 立行 政法

人高齢・障害者雇用支援機 構へ 事務

移管した。）。

キャリア交流プラザ事業 (財) 高年齢者雇用開発協会
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

ハローワークとの連携等事 業の 性格 上一 つの 実施 機関

において50％以上の事業を自ら実施する こと が不 可能

であり、専門的な知識・ノ ウハ ウを 有す る当 該公 益法

人の事業として実施することが効率的である。

なお、日本障害者雇用促進 協会 への 事務 移管 の是 非に

ついて、雇用対策に係る基 金業 務の 終了 を前 提に 、国

の関連事務の移管による効 率化 等の 観点 を含 めて 検討

し、平成14年8月末までに結論を得る。

―

平成15 年度 から 、キ ャリ ア交 流プ

ラザ事業については、国の 直轄 事業

とした。

高年 齢者 が年 齢に 関わ りな

く働 き続 ける こと がで きる

職場 の創 造に 関す る調 査研

究

(財) 高年齢者雇用開発協会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

政府 開発 援助 イン ドシ ナ難

民等救援事業委託費
(財) アジア福祉教育財団

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の者を対象に助成事業 を実 施す る必 要が あり 、当

該 公 益 法 人 の事 業と して 実施 する こと が効 率的 であ

る。

なお、インドシナ難民受入事業を平成17 年度 限り で廃

止する方向で検討が行われ てい るイ ンド シナ 難民 対策

連絡調整会議等における結 論を 受け 、速 やか に具 体的

措置を講じる。

― ―

通所 援護 事業 助成 費等 補助

金
( 財 )

全 国 精神 障害 者家 族会

連合会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の精神障害者小規模作 業所 の実 態を 把握 して いる

当該法人が当該補助金の交 付先 を選 定す るこ とが 適切

なため、現行の方法が最も 合理 的で ある 。な お、 国と

しても助成に係る基準をよ り明 確化 する 等運 用面 の改

善を図る。

―

平成14 年度 以降 、社 会福 祉法 人全

国精神障害者社会復帰施設 協会 へ事

務を移管したところである 。な お、

国として助成に係る基準を より 明確

化 す る 等 運 用面 の改 善に 努め てい

る。

厚生 科学 研究 費補 助金 （創

薬等 ヒュ ーマ ンサ イエ ンス

総合研究事業）

(財)
ヒ ュ ーマ ンサ イエ ンス

振興財団

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

補助金を削減するとともに 、当 該法 人自 らが 実施 する

研究事業の割合を増やすこ とに より 、再 補助 、再 委託

の割合を50％未満に引き下げる。

平成16年度 実施計画に従い検討中。

船員 雇用 促進 対策 事業 費補

助金
( 財 )

日 本 船員 福利 雇用 促進

センター

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の交付対象について効 率的 な審 査・ 交付 を行 うに

は、職業紹介・技能訓練も 併せ て行 って いる 当該 法人

による一体的な事業実施が 適切 であ り、 また 当該 事業

は 「 船 員 の 雇用 の促 進に 関す る特 別措 置法 」に 基づ

き 、 国 が 当 該法 人を 指定 して 行う もの であ るこ とか

ら、現行の方法が最も合理的である。

― ―

【農林水産省】

食品 基幹 物流 高度 化シ ステ

ム確立事業
(財)

食 品 流通 構造 改善 促進

機構
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

中心 市街 地食 品小 売業 支援

ソフト開発事業
(財)

食 品 流通 構造 改善 促進

機構
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

食品 商業 情報 取引 実践 モデ

ル事業
(財)

食 品 流通 構造 改善 促進

機構
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

食品 販売 業に よる 地域 食品

利用促進事業
(財)

食 品 流通 構造 改善 促進

機構
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

食品 鮮度 保持 流通 低コ スト

化等推進事業費
(社) 農協流通研究所

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

マニュアルの取りまとめを 当該 法人 が実 施す るこ と等

により、再補助、再委託の割合を50％未満（平成13年

度）とした上で平成14年度限りで廃止する。

平成13年度
措置済

海外 食品 物流 効率 化協 力事

業費
(社) 農協流通研究所 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

資源 循環 型食 品産 業モ デル

展開事業費
(財) 食品産業センター 補助金等の廃止

食品リサイクル関連の類似 のモ デル 事業 との 統合 によ

り平成13年度限りで廃止する。
平成13年度 措置済

食品 需給 構造 変化 対策 事業

費
(財) 食品産業センター 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

食品 産業 再生 ・新 事業 創出

技術開発事業費
(財) 食品産業センター 国から直接交付 技術開発を行う主体へ国から直接交付する。 平成13年度 措置済

食品 中の 微量 物質 制御 等安

全性確保技術開発事業費
(財) 食品産業センター 国から直接交付 技術開発を行う主体へ国から直接交付する。 平成13年度 措置済

食品 製造 工程 機器 管理 シス

テム開発事業
(財) 食品産業センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

最終年度の総括のため第三 者に 分配 して いた 事業 がな

くなる こと によ り再 補助 、再 委託 の割 合を 50％ 未満

（平成13年度）とし た上 で平 成14 年度 限り で廃 止す

る。

平成13年度 措置済

豆類 食品 利用 拡大 普及 事業

費
(財) 食品産業センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

国産大豆使用豆腐等の試作 品作 成等 の事 業を 当該 法人

が実施することにより、再補助、再委託 の割 合を 50％

未満とする。

平成13年度
措置済

（平成14年度限りで廃止。）

フー ドシ ステ ム連 携強 化・

循環推進技術確立事業費
(社) 食品需給研究センター 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

健康 増進 機能 性食 品素 材の

高度 加工 ・利 用技 術の 開発

事業費

(社) 食品需給研究センター 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

食品 容器 包装 リサ イク ル高

度化技術の開発事業
(社) 日本食品科学工学会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

容器 包装 廃棄 物リ サイ クル

システム推進調査費
(財)

日 本 容器 包装 リサ イク

ル協会
国から直接交付

「容器包装に係る分別収集 及び 再商 品化 の促 進等 に関

する法律」に基づく再商品 化義 務を 負う 事業 者等 に関

す る デ ー タ ベー ス化 を行 う主 体へ 国か ら直 接交 付す

る。

平成13年度 措置済

外食 産業 廃棄 物循 環シ ステ

ム支援事業
( 財 )

外 食 産業 総合 調査 研究

センター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

国産食材利用増進推進事業 ( 財 )
外 食 産業 総合 調査 研究

センター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

穀物売買業務調査委託費 (社)
国 際 農業 交流 ・食 糧支

援基金
補助金等の廃止 ― 平成13年度

措置済

※（社）国際農業交流・食 糧支 援基

金は（社）国際農林業協力 ・交 流協

会に名称変更（H16.4.1）。

農林 水産 情報 ・施 策啓 発推

進費
(社)

国 際 農業 交流 ・食 糧支

援基金
補助金等の廃止 ― 平成13年度

措置済

※（社）国際農業交流・食 糧支 援基

金は（社）国際農林業協力 ・交 流協

会に名称変更（H16.4.1）。

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業費 （新

資材 利用 園芸 栽培 実用 化技

術の開発）

(社) 日本施設園芸協会 補助金等の廃止 ― 平成15年度
措置済

（平成14年度に前倒し。）

農業 生産 振興 民間 団体 事業

推進費補助金
(財) 日本特産農産物協会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

地域特産物の生産合理化等 のた めの 協議 会開 催、 実態

調査等を当該法人が実施す るこ とに より 、再 補助 、再

委託の割合を50％未満とする。

平成13年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業費 （遺

伝情 報を 活用 した 効率 的品

種育成システム開発）

(社) 日本種苗協会 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

畜産 技術 衛生 対策 推進 事業

費
(社) 中央畜産会 国から直接交付

シ ス テ ム 開 発事 業等 の実 施主 体へ 国か ら直 接交 付す

る。
平成13年度 措置済

畜産 物流 通対 策推 進事 業費

（ 生 乳 乳 製 品 流 通 対 策 事

業）

(社) 中央畜産会 国から直接交付
調査・普及啓発事業等の実 施主 体へ 国か ら直 接交 付す

る。
平成13年度 措置済

畜産 物流 通対 策推 進事 業費

（ 食 肉 等 流 通 体 制 整 備 事

業）

(社) 中央畜産会 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

畜産 振興 総合 対策 推進 事業

費（ 民間 団体 分） （自 給飼

料増 産総 合・ 流通 飼料 対策

事業）

(社) 中央畜産会 国から直接交付 普及啓発事業等の実施主体へ国から直接交付する。 平成13年度 措置済

畜産 振興 総合 対策 推進 事業

費（ 民間 団体 分） （畜 産技

術衛 生対 策推 進事 業費 （家

畜改良増殖対策事業））

(社) 中央畜産会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

畜産 振興 総合 対策 推進 事業

費（ 民間 団体 分） （食 肉等

流通体制整備事業）

(社) 中央畜産会
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

国産食肉高品質化推進指導 を当 該法 人が 実施 する こと

により、再補助、再委託の割合を50％未満（平成13年

度）とした上で平成16年度限りで廃止する。

平成13年度 措置済

農山 漁村 振興 緊急 対策 費補

助金
(財) 農林水産長期金融協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の農業経営基盤強化資 金の 借入 者で ある 認定 農業

者に対する利子助成である とい う事 業の 特殊 性に かん

がみ、現在の事業方式を維 持す る。 なお 、臨 時緊 急的

な支援の必要性から貸付金 利そ のも のの 措置 でな い方

法によっている趣旨にかん がみ 、そ の効 果を 踏ま えた

事業継続の必要性について毎年度厳格に検証する。

― ―

農山 漁村 振興 基金 造成 費補

助金
(財) 農林水産長期金融協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多数の認定農業者育成確保 資金 の借 入者 であ る認 定農

業者に対する利子助成であ ると いう 事業 の特 殊性 にか

んがみ、現在の事業方式を 維持 する 。な お、 臨時 緊急

的な支援の必要性から貸付 金利 その もの の措 置で ない

方法によっている趣旨にか んが み、 その 効果 を踏 まえ

た事業継続の必要性について毎年度厳格に検証する。

― ―

農業 共済 情報 処理 シス テム

基本ソフト改訂委託費
(社) 全国農業共済協会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

配 布 用 仕 様 書の 作成 を当 該法 人が 実施 する こと によ

り、再補助、再委託の割合を50％未満（平成13年度）

とした上で平成14年度限りで廃止する。

平成13年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業（ 昆虫

機能 ・素 材の 高度 利用 技術

の開発）

(社) 農林水産技術情報協会 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業（ 環境

保全 型農 業の ため の先 進計

測技術の開発）

(社) 農林水産技術情報協会 補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業（ 水と

緑の やす らぎ 生活 空間 創造

技術の開発）

(社) 農林水産技術情報協会 補助金等の廃止 ― 平成16年度 措置済

農林 水産 新産 業技 術開 発事

業
( 社 )

農 林 水産 先端 技術 産業

振興センター
国から直接交付 技術開発を行う主体へ国から直接交付する。 平成13年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業（ 微生

物工 学的 利用 シス テム 技術

の開発）

( 社 )
農 林 水産 先端 技術 産業

振興センター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業（ 次世

代バ イオ リア クタ ーシ ステ

ム技術の開発）

(社)
農 林 水産 先端 技術 産業

振興センター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

農林 水産 業・ 食品 産業 等先

端産 業技 術開 発事 業（ 高機

能バ イオ セン サー を活 用し

た新食品製造技術の開発）

(社)
農 林 水産 先端 技術 産業

振興センター
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

稲作 経営 安定 資金 運営 円滑

化対策費
(社) 全国米麦改良協会 国から直接交付

販売調整事業等を実施する 自主 流通 法人 へ国 から 直接

交付する。
平成13年度 措置済

地域 米消 費拡 大対 策事 業費

交付金
(財) 全国米穀協会 国から直接交付

啓 発 事 業 を 実施 する 生産 者団 体へ 国か ら直 接交 付す

る。
平成13年度 措置済

米穀 販売 業流 通合 理化 推進

事業
(財) 全国米穀協会 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

米穀 販売 業流 通合 理化 推進

事業
(社) 日本米穀小売振興会 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

水産物消費改善推進事業費 (社) 大日本水産会
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

移動ふれあい交流事業及び アン ケー ト調 査を 当該 法人

が実施することにより、再補助、再委託 の割 合を 50％

未満とする。

平成14年度 措置済

漁獲 可能 量管 理緊 急高 度化

普及事業
(社) 大日本水産会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

漁獲報告改善策の検討及び 指導 を当 該法 人が 実施 する

ことに より 、再 補助 、再 委託 の割 合を 50％ 未満 とす

る。

平成13年度 措置済

基幹 漁業 緊急 再編 推進 事業

費補助金
(社) 大日本水産会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多様な漁期の下、会計年度 をま たが って 減船 のプ ロセ

スが進められるという事業 対象 の特 殊性 にか んが み、

現在の事業方式を維持する。

― ―

調整 保管 事業 資金 造成 費補

助金
(財) 魚価安定基金

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

多様な魚種につき会計年度 をま たが って 買取 り、 保管

等を行う必要があるという 事業 の特 殊性 にか んが み、

現在の事業方式を維持する。

― ―

水産 物新 供給 シス テム 開発

事業資金造成補助金
(財) 魚価安定基金 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

まき 網漁 法の 合理 化シ ステ

ムの開発
(社) 全国まき網漁業協会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

生物 活用 型漁 場環 境改 善調

査事業
(社) マリノフォーラム21

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

貝殻等を活用した沿岸漁場 の水 質・ 底質 等の 改善 効果

調査を当該法人が実施する こと によ り、 再補 助、 再委

託の割合を50％未満とする。

平成13年度 措置済

赤潮 ・貝 毒被 害防 止対 策事

業
(社) マリノフォーラム21

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

赤潮除去技術開発に係る実 験等 の一 部を 当該 法人 が実

施することにより、再補助、再委託の割 合を 50％ 未満

とする。

平成13年度 措置済

持 続 的 養 殖 推 進 対 策 フ ォ

ローアップ事業
(社) マリノフォーラム21 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

油汚 染漁 業影 響情 報図 等作

成調査費
(財) 漁場油濁被害救済基金 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

ダイ オキ シン 類等 漁業 影響

調査
(財) 海洋生物環境研究所

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

平成14年度に一旦終了するミレニアムプ ロジ ェク トの

結果を踏まえて事業内容の 見直 しを 実施 し、 国か らの

直接交付に変更して支障の ない もの につ いて は当 該事

業を行う主体へ国から直接 交付 する こと によ り、 再補

助、再委託の割合を50％未満とする。

平成14年度
措置済

（平成14年度限りで廃止。）

新漁 業管 理制 度実 施モ デル

化事業費
(社) 日本水産資源保護協会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

磯焼け診断指針作成事業費 (社)
全 国 沿岸 漁業 振興 開発

協会
補助金等の廃止 ― 平成13年度

措置済

※（社）全国沿岸漁業振興 開発 協会

は（社）全国豊かな海づく り推 進協

会に名称変更（H15.9.16）。

大豆備蓄対策費補助金 (社) 大豆供給安定協会 国から直接交付 大豆の保管を行う主体へ国から直接交付する。 平成13年度 措置済

木材 産業 体質 強化 事業 費補

助金
(財)

日 本 木材 総合 情報 セン

ター
国から直接交付

利子助成の申請受付・交付 を行 う主 体へ 国か ら直 接交

付する。
平成13年度 措置済

木材 需給 安定 対策 事業 費等

補助 金（ 木材 供給 高度 化設

備リース促進事業関係）

(財)
日 本 木材 総合 情報 セン

ター
国から直接交付

木材産業体質強化対策事業 （利 子助 成事 業） と事 業内

容や執行上のノウハウ等共 通す る点 が多 いこ とか ら、

両事業を一体的に実施する ため 、当 該事 業と 同一 の事

務主体へ国から直接交付する。

平成13年度 措置済

果実 等生 産出 荷安 定基 金造

成費補助金
( 財 )

中 央 果実 生産 出荷 安定

基金協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

会計年度をまたがって価格 安定 のた めの プロ セス が進

められるという事業対象の 特殊 性に かん がみ 、現 在の

事業方式を維持する。

― ―

鶏卵価格安定対策費補助金 (社) 全国鶏卵価格安定基金
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国からの補助金と民間の資 金を 一体 化し て当 該事 業を

実施しているため、現在の事業方式を維持する。
― ―

鶏卵価格安定対策費補助金 (社) 全日本卵価安定基金
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国からの補助金と民間の資 金を 一体 化し て当 該事 業を

実施しているため、現在の事業方式を維持する。
― ―

配合 飼料 価格 安定 対策 事業

費補助金
(社) 配合飼料供給安定機構

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国からの補助金と民間の資 金を 一体 化し て当 該事 業を

実施しているため、現在の事業方式を維持する。
― ―

飼料穀物備蓄対策費補助金 (社) 配合飼料供給安定機構 国から直接交付 備蓄穀物の保管を行う主体へ国から直接交付する。 平成15年度 措置済

【経済産業省】

起業家交流促進事業 ( 財 )
ベ ン チャ ーエ ンタ ープ

ライズセンター
国から直接交付

起業家精神を有する人材を 育成 する ため 、学 校に 対し

てベンチャー企業経営者の 派遣 等を 行っ てい る主 体へ

国から直接交付する。

平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(財) 中部科学技術センター 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(財)

南 西 地域 産業 活性 化セ

ンター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(財)

北 海 道地 域総 合振 興機

構
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(社)

東 北 ニュ ービ ジネ ス協

議会
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(財) 関西生産性本部 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
( 社 )

中 国 地域 ニュ ービ ジネ

ス協議会
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(財)

四国産業･技術振興 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

産学 連携 人材 育成 支援 事業

費補助事業
(財) 九州産業技術センター 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

海外 協力 セン ター 事業 費補

助金
(社) 日･タイ経済協力協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

タ イ へ の 技 術協 力の 観点 で極 めて 重要 であ ると とも

に、国からの補助金と民間 資金 が一 体化 され て助 成事

業が実施されていること、 また 、再 補助 先が 外国 法人

であることから、現状のス キー ムを 維持 する 。な お、

当該法人内に設置した諮問 委員 会に おけ る見 直し の方

針を踏まえ、平成14年度に 日・ タイ 経済 協力 協会 -泰

日経済技術振興協会（再補 助先 現地 法人 ）協 力事 業の

評価を実施した後、平成15年度に当該評 価に 基づ く事

業方針の作成を行い、その 中で 日・ タイ 経済 協力 協会

が国内で実施する協力事業についての見直しを行う。

―

平成14 年度 に実 施し た日 ・タ イ経

済協力協会－泰日経済技術 振興 協会

（TPA）（再補助先現地法人）協力

事業の評価結果により、中 小企 業育

成と情報技術推進への協力 を重 点事

業 と 位 置 付 け 、 平 成 15 年 度 か ら

「アセアン産業構造高度化 事業 費補

助金」とした。また、本補 助金 は、

評価見直しに加え補助率の 引下 げを

実施し た。 （平 成14 年度 に海 外協

力センター事業費補助金は終了。）

発電 用新 型炉 プル トニ ウム

等利用方策開発調査
(財) 産業創造研究所

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

調査を行う主体へ国からの 直接 交付 を一 部行 うこ とに

より、 再補 助、 再委 託の 割合 を50 ％未 満に 引き 下げ

る。

平成16年度 措置済

放射 性廃 棄物 地層 処分 事業

化調査
(財) 産業創造研究所 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

工業 標準 化推 進原 案作 成等

調査委託
(財) 日本規格協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国の関連部局における政策 立案 部門 の強 化と 実施 部門

の縮小に伴い当該法人への 委託 を行 って いる とい う経

緯及び当該事業に必要な事 務量 等に かん がみ れば 、現

在の方法が最も効率的であ るた め、 現状 のス キー ムを

維持する。

― 改善を検討中。

国際規格適正化調査 (財) 日本規格協会
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国の関連部局における政策 立案 部門 の強 化と 実施 部門

の縮小に伴い当該法人への 委託 を行 って いる とい う経

緯及び当該事業に必要な事 務量 等に かん がみ れば 、現

在の方法が最も効率的であ るた め、 現状 のス キー ムを

維持する。

―

措置済

海外の標準化機関・産業界 にお ける

規格策定動向調査等を当該 法人 が自

ら行うことにより、再補助 ・再 委託

の割合を50％未満に引き下げた。

国際規格共同開発調査 (財) 日本規格協会
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

海外の標準化機関・産業界 にお ける 規格 策定 動向 調査

等を当該法人が自ら行うこ とに より 、再 補助 ・再 委託

の割合を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

新発電システム等調査研究 (財) 日本規格協会 国から直接交付
個別産業分野や品目の規格 開発 につ いて の専 門的 知見

を有する主体へ国から直接交付する。
平成13年度 措置済

軽水炉プラント標準化調査 (財) 日本規格協会 国から直接交付
軽水炉プラントの標準化に つい ての 専門 的知 見を 有す

る主体へ国から直接交付する。
平成13年度 措置済

エネ ルギ ー使 用合 理化 シス

テム標準化調査
(財) 日本規格協会 国から直接交付

エネルギー使用合理化シス テム の標 準化 につ いて の専

門的知見を有する主体へ国から直接交付する。
平成13年度 措置済

環境 ワン スト ップ サー ビス

事業
(財)

ク リ ーン ジャ パン セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

廃棄 物等 用途 開発 ・拡 大の

ための調査検討
(財)

ク リ ーン ジャ パン セン

ター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

当該事業は平成14年度に提案公募型とし 、公 益法 人に

ついては再委託の比率を50％未満とする こと を委 託契

約の条件とする。

平成13年度 措置済

省資 源・ 再資 源化 事業 費補

助金
(財)

ク リ ーン ジャ パン セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

ソー ラー シス テム 性能 評価

試験 等（ 石炭 利用 設備 等排

出 微 量 有 害 物 質 等 実 態 調

査）

(社) 産業環境管理協会 補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

海洋 石油 開発 環境 影響 調査

委託 費（ 海洋 石油 開発 にお

ける 環境 ・安 全教 育プ ログ

ラムに関する調査）

(財)
エ ン ジニ アリ ング 振興

協会
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

海洋 石油 開発 環境 影響 調査

委託 費（ 海底 石油 生産 装置

適用化技術に関する調査）

(財)
エ ン ジニ アリ ング 振興

協会
補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

運輸 用エ ネル ギー 使用 合理

化先端材料開発
(財)

次世代金属･複合材 料研

究開発協会
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

電子 ・電 機製 品の 部品 等の

再利用技術開発委託金
(財) 製造科学技術センター 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

平成12年度高度技 術集 約型

産業等研究開発調査（ ITSの

規格化事業）

(財)
自 動 車走 行電 子技 術協

会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

特殊なノウハウを要する試 験研 究等 以外 のも のに つい

ては当該法人が自ら実施す るこ とに より 、再 補助 、再

委託の割合を50％未満（平成13年度）とした上で平成

17年度限りで廃止する。

平成13年度
措置済

（当該法人は平成15年6月解散。）

航空機開発助成事業交付金 (財)
航 空 機国 際共 同開 発促

進基金

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国からの交付金と事業者か らの 収益 納付 金と を一 体的

に活用している効率的な制 度で ある こと から 、現 状の

スキームを維持する。

― ―

次世 代航 空機 等開 発調 査委

託費 （超 音速 輸送 機開 発調

査）

(社) 日本航空宇宙工業会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

情報 化推 進基 盤整 備委 託費

（オ ンラ イン 制度 的課 題へ

の対応）

(財)
ニ ュ ーメ ディ ア開 発協

会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

再委託部分を国から直接交 付す るこ とに より 、再 委託

の割合を50％未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

情報 化推 進基 盤整 備委 託費

（地 域情 報化 の再 活性 化及

び先 進的 情報 シス テム のた

めの調査）

(財)
ニ ュ ーメ ディ ア開 発協

会
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

情報 化推 進基 盤整 備委 託費

（地 域情 報シ ステ ム間 の相

互接 続・ ネッ トワ ーク 化推

進事業）

(財)
ニ ュ ーメ ディ ア開 発協

会
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

電源立地推進調整等委託費 (財)
ニ ュ ーメ ディ ア開 発協

会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

再委託部分を国から直接交 付す るこ とに より 、再 委託

の割合を50％未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

情報 化推 進基 盤整 備委 託費

（G-XMLプラットフォーム

構築事業）

(財)
デ ー タベ ース 振興 セン

ター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

再委託部分を当該公益法人 自ら 実施 する こと によ り、

再委託の割合を50％未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

情報 化推 進基 盤整 備委 託費

（地 理情 報シ ステ ム標 準化

等推進事業）

(財)
デ ー タベ ース 振興 セン

ター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

再委託部分を当該公益法人 自ら 実施 する こと によ り、

再委託の割合を50％未満に引き下げる。
平成13年度

措置済

（ 平 成 12 年 度 で 当 該 事 業 は 終

了。）

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

情報 セキ ュリ ティ 対策 推進

事業費補助金
(社) 電子情報技術産業協会 補助金等の廃止 ― 平成16年度 措置済

保健 医療 情報 流通 基盤 整備

事業
( 財 )

医 療 情報 シス テム 開発

センター
補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

電 源 立 地 推 進 等 調 整 事 業

（ マ ル チ メ デ ィ ア 広 報 事

業）

( 財 )

デ ジ タル コン テン ツ協

会 （ 旧新 映像 産業 推進

センター）

補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

石油 情報 普及 啓発 事業 （映

像ソ フト 制作 及び キャ ラバ

ン等事業）

( 財 )

デ ジ タル コン テン ツ協

会 （ 旧新 映像 産業 推進

センター）

補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

電 源 立 地 推 進 等 調 整 事 業

（高 レベ ル放 射性 廃棄 物広

報）

( 財 )

デ ジ タル コン テン ツ協

会 （ 旧新 映像 産業 推進

センター）

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

平成14、15年度に開発を予定しているシステムの必要

性については、既に開発し たシ ステ ムを 使用 した 広報

活動の成果を見極めて判断 する 必要 があ るた め、 平成

14年度からの開発は中止する。なお、開 発を 中止 する

ことにより、再補助、再委託の割合を50 ％未 満に 引き

下げる。

平成15年度 措置済

中小 企業 流通 業務 施設 等ソ

フト イン フラ 整備 事業 補助

金

(財)
流 通 シス テム 開発 セン

ター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

商品情報収集に係る委託部 分を 廃止 して 当該 法人 が自

ら情報収集することにより 、再 補助 、再 委託 の割 合を

50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

日本 国際 博覧 会事 業費 補助

金
(財)

2005 年 日 本 国 際 博覧

会協会
補助金等の廃止 ― 平成17年度 実施計画に従い検討中。

原子 力発 電施 設等 安全 性実

証解 析（ 安全 性実 証解 析手

法調査）

(財)
エ ネ ルギ ー総 合工 学研

究所
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

高速 増殖 炉利 用シ ステ ム開

発調査
(財)

エ ネ ルギ ー総 合工 学研

究所
補助金等の廃止 ― 平成16年度 措置済

実用 発電 用原 子炉 廃炉 技術

調査
(財)

エ ネ ルギ ー総 合工 学研

究所
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

戦略 的電 力技 術開 発調 査委

託費
(財)

エ ネ ルギ ー総 合工 学研

究所
補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

平成12年度新エネ ルギ ー等

導入促進基礎調査( 民生 部門

エネルギー消費実態調査）

(財)
日 本 エネ ルギ ー経 済研

究所
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

住宅 用太 陽光 発電 導入 基盤

整備事業
(財) 新エネルギー財団

補助金の 廃止 を含 めて 見直

しを行う

2010年度の新エネルギー導入目標の達成のためには、

太陽光発電の市場自立化が 必要 であ り、 住宅 用太 陽光

発電コストの低下状況を見 極め つつ 、補 助金 の廃 止を

含めて見直しを行う。

平成14年度
本補助 金の 終期 を平 成17 年度 と設

定している。

地域 エネ ルギ ー開 発利 用発

電 事 業 促 進 対 策 費 補 助 金

（水力）

(財) 新エネルギー財団
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

新エネ促進・CO2排出量削減の推進 とい う観 点か ら中

小水力発電の普及は重要で ある 。な お、 当該 事業 に要

する資金は基金方式により 弾力 的に 調達 して おり 、当

該法人以外の主体による実 施は 困難 であ る。 また 、新

規に補助対象事業が採択さ れな いと いう 点も 考慮 し、

現状の体制により事業を継続することとする。

― ―

中小 水力 開発 促進 指導 事業

費補助金
(財) 新エネルギー財団

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

基礎的事項の調査や報告書 作成 等の 業務 を当 該法 人が

自 ら 実 施 す るこ とに より 、再 補助 、再 委託 の割 合を

50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

中小 水力 標準 化モ デル プラ

ント設計調査
(財) 新エネルギー財団 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

中小 水力 開発 促進 指導 事業

基礎調査
(財) 新エネルギー財団

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

測量、地質調査等の専門的 な機 材や 人材 が必 要な 業務

以外を当該法人が自ら実施 する こと によ り、 再補 助、

再委託の割合を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

地熱 発電 所地 域原 熱水 供給

システム実証調査
(財) 新エネルギー財団 補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

新型 負荷 平準 化電 源技 術開

発調査等委託費
(財) 新エネルギー財団 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

地下 揚水 発電 技術 調査 委託

費
(財) 新エネルギー財団 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

石油 産業 技術 開発 基盤 等整

備事 業費 補助 金（ 技術 開発

波及効果分析調査事業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

石油 産業 技術 開発 基盤 等整

備事 業費 補助 金（ 石油 産業

多様 化・ 多角 化ネ ット ワー

ク構築)

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

石油 エネ ルギ ー高 効率 利用

促進 事業 費補 助金 （高 効率

エネ ルギ ーシ ステ ム適 用モ

デル調査事業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

高効率エネルギーシステム に係 るモ デル 調査 等を 法人

自 ら 実 施 す るこ とに より 、再 補助 、再 委託 の割 合を

50％未満（平成13年度）とした上 で平 成16 年度 限り

で廃止する。

平成13年度 措置済

石油 エネ ルギ ー高 効率 利用

促進事業費補助金 (先進型石

油エ ネル ギー 利用 シス テム

導入事業)

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成16年度 措置済

石油 エネ ルギ ー高 効率 利用

促 進 事 業 費 補 助 金 （ 石 油

ヒー トポ ンプ シス テム 導入

補助事業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

石油 精製 合理 化対 策事 業費

補助 金（ 石油 需給 構造 変化

対応設備高度化等事業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
国から直接交付

軽油脱硫設備高度化促進事 業費 補助 金と の統 合に より

合理化を行った上で、利子 補給 を受 ける 主体 へ国 から

直接交付する。

平成16年度 措置済

石油 精製 合理 化対 策事 業費

補助 金（ 石油 精製 合理 化基

盤調査事業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

石油 精製 設備 廃棄 円滑 化事

業費補助金
(財)

石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

産油 国石 油精 製技 術等 対策

事業 費（ 産油 国連 携強 化事

業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

調査、コンサルタント事業 等を 当該 法人 が自 ら行 うこ

とにより、再補助、再委託の割合を50％ 未満 に引 き下

げる。

平成13年度 措置済

軽油 脱硫 設備 高度 化促 進事

業費補助金
(財)

石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
国から直接交付

石油精製合理化対策事業費 補助 金（ 石油 需給 構造 変化

対応設備高度化等事業）と の統 合に より 合理 化を 行っ

た 上 で 、 利 子補 給を 受け る主 体へ 国か ら直 接交 付す

る。

平成16年度 措置済

石油 精製 ・利 用高 度化 技術

開発 費等 補助 金（ 高効 率石

油エ ネル ギー シス テム 普及

事業）

(財)
石 油 産 業 活 性 化 セ ン

ター
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

石油 製品 販売 業構 造改 善対

策事 業費 補助 金（ 構造 改善

促進利子補給事業）

(社) 全国石油協会
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

当該事業に必要な事務量等 にか んが みれ ば、 現状 の実

施体制が最も効率的である こと から 、現 状の スキ ーム

を維持する。ただし、中小 企業 者等 に対 する 特例 措置

については平成14年度限りで廃止する。

―

中小企業者等に対する特例 措置 につ

いては 、新 規分 を平 成14 年度 限り

で廃止した。

石油 製品 販売 業構 造改 善対

策事 業費 補助 金（ 特定 石油

製品 販売 施設 放置 防止 等事

業）

(社) 全国石油協会
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

当該事業に必要な事務量等 にか んが みれ ば、 現状 の実

施体制が最も効率的である こと から 、現 状の スキ ーム

を維持する。ただし、平成14年度におい て廃 止を 含め

た抜本的な見直しを行う。

―

平成14 年度 まで の実 績に 係る 利子

補給事業を残し、他の事業 につ いて

は、平成14年度限りで廃止した。

軽油 流通 適正 化事 業費 補助

金
(社) 全国石油協会 国から直接交付 識別剤の添加を行う事業者へ国から直接交付する。 平成16年度 措置済

石油 ガス 利用 ・供 給機 器技

術開発委託費
(財)

エ ル ピー ガス 振興 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

石油 ガス 利用 ・供 給設 備導

入促進対策事業費補助金
(財)

エ ル ピー ガス 振興 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成15年度 措置済

石油 ガス 利用 ・供 給設 備導

入促進対策事業費補助金
(財)

エ ル ピー ガス 振興 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

民生 用高 効率 エネ ルギ ー利

用設 備導 入促 進対 策事 業費

補助金

(財)
エ ル ピー ガス 振興 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

民生 用高 効率 エネ ルギ ー利

用設 備導 入促 進対 策事 業費

補助金

(財)
エ ル ピー ガス 振興 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成16年度 措置済

災害 対応 型給 油所 普及 事業

費等 補助 金（ 災害 対応 型給

油所広報事業）

(財)
エコ･ステーション 推進

協会
国から直接交付

災害対応型給油所広報に係 るポ スタ ー制 作等 を実 施す

る主体へ国から直接交付する。
平成13年度 措置済

石油 ガス 流通 合理 化対 策事

業費 補助 金（ 低公 害石 油ガ

ス 自 動 車 普 及 基 盤 整 備 事

業）

(財)
エコ･ステーション 推進

協会
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

石炭 生産 ・利 用技 術振 興費

補助 金（ 石炭 利用 技術 のう

ち、実用化技術開発）

(財) 石炭利用総合センター
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

石炭利用技術の開発に係る プラ ント 設計 等を 当該 法人

が自ら行うことにより、再補助、再委託 の割 合を 50％

未満に引き下げる。

平成13年度

措置済

（当該法人 は平 成17 年3 月31 日解

散。）

燃料 電池 用燃 料ガ ス高 度精

製技術開発費補助金
(財) 石炭利用総合センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

燃料電池に係る技術動向調 査等 を実 施す る主 体へ 国か

ら直接交付を行うことによ り、 再補 助、 再委 託の 割合

を50％未満に引き下げる。

平成13年度

措置済

（当該法人 は平 成17 年3 月31 日解

散。）

海洋 石油 開発 技術 等調 査委

託費
(社) 日本海洋開発産業協会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とした上で廃止

海洋構造物に及ぼす氷荷重 に関 する 研究 の終 了等 によ

り、再補助、再委託の割合を50％未満（平成13年度）

とした上で平成17年度限りで廃止する。

平成13年度
措置済

（達成後、平成16年3月解散済。）

民生 用高 効率 エネ ルギ ー利

用設 備導 入促 進対 策事 業費

補助 金（ 天然 ガス 高効 率利

用促進事業）

(財)
天 然 ガス 導入 促進 セン

ター
補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

電源 過疎 地域 等企 業立 地促

進事業費補助金（B補助金）
(財) 電源地域振興センター

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

当該事業に必要な事務量等 にか んが みれ ば、 現状 の実

施体制が最も効率的である こと から 、現 状の スキ ーム

を維持する。ただし、平成17年度に他の 事業 との 統合

も含めた抜本的見直しを行う。

平成17年度 ―

原子 力発 電施 設等 周辺 地域

大規 模工 業基 地企 業立 地促

進 事 業 費 補 助 金 （ B' 補 助

金）

(財) 電源地域振興センター 国から直接交付
「むつ小川原地区」に立地 する 企業 へ国 から 直接 交付

する。
平成13年度 措置済

原子 力発 電施 設等 周辺 地域

企業立地支援事業補助金（F

補助金）

(財) 電源地域振興センター 補助金等の廃止
当該事業の交付先を平成14年度から地方 公共 団体 （都

道府県）に変更する。
平成13年度 措置済

電源 地域 産業 育成 支援 補助

金
(財) 電源地域振興センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

当該法人で実施すべき「ふ るさ とじ まん 市」 「研 修事

業」を除いて、地方自治体 が実 施す る地 方事 業と の整

理・統合を図ること等によ り、 再補 助、 再委 託の 割合

を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

電源 立地 推進 調整 （電 源地

域振興指導事業）
(財) 電源地域振興センター

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

事業費の削減、電源立地推 進調 整等 （企 業導 入促 進対

策 調 査 （ 企 業導 入促 進対 策調 査及 びデ ータ ベー ス事

業））との整理・統合等を 行う とと もに 、そ れ以 外の

ものについては法人自らに よる 実施 等に 移行 する こと

により、再補助、再委託の割合を50％未 満に 引き 下げ

る。

平成13年度 措置済

電 源 立 地 推 進 調 整 等 事 業

（ 個 別 地 点 広 報 （ エ ネ ル

ギープラザ等））

(財) 電源地域振興センター
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

定期刊行物の制作等を実施 する 主体 へ国 から 直接 交付

を行うことにより、再補助、再委託の割 合を 50％ 未満

に引き下げる。

平成16年度 措置済

電源 立地 推進 調整 等（ 企業

導入 促進 対策 調査 （企 業導

入促 進対 策調 査及 びデ ータ

ベース事業））

(財) 電源地域振興センター 補助金等の廃止
電源立地推進調整（電源地 域振 興指 導事 業） との 統合

により合理化を行った上で廃止する。
平成13年度 措置済

石油 ガス 流通 合理 化対 策補

助事 業（ 石油 ガス 流通 改善

事業に係るもの）

(社)
日 本 エル ピー ガス 連合

会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

消費者相談事業を実施している各都道府 県LP ガス 協会

へ国から直接交付を行うこ とに より 、再 補助 、再 委託

の割合を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

「実施計画」の内容 
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（別表６）第三者分配型補助金等

補助金等 措置方針 措置内容 措置予定時期

中小 水力 標準 化モ デル プラ

ント 設計 調査 （中 小水 力発

電設 備管 理保 守技 術シ ステ

ムの開発）

(社) 水門鉄管協会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

水力発電所立地環境調査 (社) 電力土木技術協会
再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

地質調査、環境調査等の解 析及 び予 測評 価の 一部 を当

該法人が自ら行うことによ り、 再補 助、 再委 託の 割合

を50％未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

高度運転監視技術開発調査 (財) 発電設備技術検査協会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

発電 用原 子炉 廃止 措置 工事

環境 影響 評価 技術 調査 （海

外調査）

(財) 発電設備技術検査協会 補助金等の廃止 ― 平成13年度 措置済

経営 安定 関連 保証 対策 費補

助金
(社)

全 国 信用 保証 協会 連合

会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

中小企業者に対する資金供 給の 円滑 化の ため の仕 組み

の一部であり、基金方式に より 弾力 的に その 役割 を果

たすために、現状のスキームを維持する。

― ―

【国土交通省】

交通 安全 対策 費補 助金 ・自

動車事故対策費補助金
(社) 全国ダンプカー協会

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

大幅な削減を図るとともに 、事 業（ 啓発 ポス ター 作成

等）をすべて当該法人が行 うこ とに より 、再 補助 、再

委託の割合を50％未満に引き下げる。

平成13年度

措置済

（当該法人 は平 成16 年3 月31 日解

散。）

自動車事故対策費補助金 (社) 全国ダンプカー協会 補助金等の廃止
整理統合の上、交通安全対 策費 補助 金・ 自動 車事 故対

策費補助金と一体化する。
平成13年度

措置済

（当該法人 は平 成16 年3 月31 日解

散。）

公営 住宅 等関 連事 業推 進事

業（ 中小 住宅 生産 者に おけ

る住 宅性 能表 示制 度の 円滑

な導 入を 促進 する ため の事

業）

(財)
日 本 住宅 ・木 材技 術セ

ンター
補助金等の廃止 ― 平成14年度 措置済

自動車事故対策費補助金 (財) 交通遺児育成基金
その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

国からの補助金と民間の資 金を 一体 化し て当 該事 業を

実施しているため、現在の 事業 方式 を維 持す る必 要が

ある。

― ―

【環境省】

土壌 汚染 等対 策事 業推 進費

補助金
(財) 日本環境協会

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

当該補助金は、市街地の土 壌・ 地下 水汚 染対 策を 行う

事業者等に対する財政支援 を目 的と する 基金 であ り、

複数年にわたる継続的な投 資を 必要 とす る土 壌・ 地下

水汚染対策に効率的に対応 する ため には 、現 行の 方法

が適切である。

― ―

産業 廃棄 物不 法投 棄等 原状

回復措置推進費補助金
( 財 )

産 業 廃棄 物処 理事 業振

興財団

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

産業界の出捐に国の補助が 加わ り基 金が 造成 され てい

るものであり、また、あら かじ め基 金と いう 形で 資金

を確保することにより都道 府県 等が 行う 原状 回復 の代

執行の際の財政面での不安 を軽 減す ると とも に個 別案

件 へ の 機 動 的な 対応 を容 易に する 必要 があ るこ とか

ら、現行の方法が適切である。

― ―

措置方針 措置内容 措置予定時期

【経済産業省】

国から直接交付

平成15年度新規採択テーマより、国から直接交付。

平成14年度までに採択したテーマに関し ては 、引 き続

き（財）エネルギー総合工 学研 究所 に対 して 補助 を行

い、各テーマの研究終了時期に合わせて 、平 成17 年度

までに順次終了する。

平成17年度

【厚生労働省】

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）
助成事業規模等については早期に見直しを検討する。 ―

【経済産業省】

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）
透明化・合理化ルールを厳格に適用する。 ―

【環境省】

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

土壌汚染対策の措置に要す る費 用は 、年 度毎 に変 動が

あ る こ と か ら、 これ に機 動的 、弾 力的 に対 応し 、ま

た、負担能力の低い土地所 有者 等が 当該 措置 を行 う費

用の財政面での不安を軽減 する ため には 、現 行の 方法

が適切である。

―

石油 製品 販売 業構 造改 善対

策事 業費 補助 金（ 石油 販売

業者 経営 高度 化調 査・ 実現

化事業）

（平成14年度新規発生事項）

―

本事業は、都道府県等を通じて負担能力の低い土地所有者等が行う土壌汚染対策に係る措置に対して助

成を行うものである。この助成は、当該補助金と産業界の出えん金により造成された基金により行うた

め第三者分配型に該当することとなった。

本事業は、原子力発電及び核燃料サイクルの安全性・経済性を向上させるための技術開発について補助

を提案公募形式で行う事業である。応募されたテーマの審査・採択については、原子力技術に対する高

度の専門性を有する当法人において実施し、当法人から選定されたプロジェクト実施者に対して資金を

配分を行うスキームであったため、第三者分配型に該当することとなった。

本事業は、石油製品販売事業者にとって新規性の高い経営手法・販売手法の展開を図るための実証実験

等の事業であるが、国の政策目的に合致した適正な審査を適切かつ効率的に実施するためには、中立性

を有するとともに、石油製品販売業の構造改善政策趣旨を十分に理解していることに加えて、石油製品

販売業者の実状を熟知し、石油製品販売事業に精通した機関である当法人を実施主体としたため。

平成13年の育児・介護休業法の改正により、子の看護休暇制度及び3歳か ら小 学校 就学 の始 期ま での

子の養育のための勤務時間の短縮等の措置の導入が事業主の努力義務とされた。仕事と家庭の両立を促

進する観点からも、これらの制度、措置が事業所で広く導入されることが重要であり、そのため交付金

の中に、平成14年度から、「看護休暇制度導入奨励金」及び「育児両立支援奨励金 」を 創設 した とこ

ろ、平成14年度決算において助成金の比重が大きくなったところである。

―

措置済

―
育児 休業 労働 者等 支援 交付

金
(財) 21世紀職業財団

（平成15年度新規発生事項）

革新 的実 用原 子力 技術 開発

費補助金

エ ネ ルギ ー総 合工 学研

究所
(財)

(社) 全国石油協会

土壌 環境 保全 総合 対策 推進

費補助金
(財) 日本環境協会

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

補助金等 関係公益法人の名称
新規に「第三者分配型補助金等」となった理由 措置状況

（達成状況）
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（別表６）第三者分配型補助金等

措置方針 措置内容 措置予定時期

【総務省】

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）
当該業務終了時に当該交付金を廃止する。 －

【経済産業省】

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

本 補 助 事 業 は、 タイ への 技術 協力 の観 点で 極め て重

要。本補助金の補助先であ る（ 社） 日・ タイ 経済 協力

協会及び再委託先である泰 日経 済技 術振 興協 会（ タイ

国法人）は、設立以来、タ イへ の経 済協 力の 推進 に関

する事業を行っており、豊 富な 経験 、専 門的 知見 を有

す る 団 体 で ある こと から 、現 状の スキ ーム を維 持す

る。なお、本補助事業は、 国か らの 補助 金と 民間 資金

が一体化されて事業が実施 され 、ま た、 再委 託先 は外

国法人である。

―

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポン プ給 湯器 等） 導入

支援事業は、民生部門にお ける 省エ ネル ギー を確 実に

進める上で、大きな役割を 果た し得 るも ので あり 、地

球 温 暖 化 防 止対 策の 観点 から 必要 不可 欠の 事業 であ

る。本補助事業は平成15年度の補助スキ ーム の変 更に

伴い、第三者分配型に該当 する こと とな った が、 当該

補助事業の終期である平成19年度におい て、 当該 補助

スキームについて改善措置を講ずべく見直しを行う。

平成19年度

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

本事業は、2010年までに約450万tのCO2削減を 進め

ることが求められている。 この ため 、補 助事 業の 実施

に際しては、民間団体等を 念頭 に広 く公 募を 行っ てい

るところ。今後も広く公募 を行 い、 ホー ムペ ージ に掲

載する等透明性の確保に努める。

－

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）

本事業は、2010年までに公共性の高い建物の経年埋設

内管対策を進めることが求 めら れて いる 。こ のた め、

補助事業の実施に際しては 、民 間団 体等 を念 頭に 広く

公 募 を 行 っ てい ると ころ 。今 後も 広く 公募 を行 い、

ホームページに掲載する等透明性の確保に努める。

－

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

クリーンエネルギー自動車 普及 事業 は、 自動 車用 の新

エネルギー普及を確実に進 める 上で 、大 きな 役割 を果

たし得るものであり、地球 温暖 化防 止対 策の 観点 から

必要不可欠の事業である。本補助事業は 平成 15年 度の

補助スキームの変更に伴い 、第 三者 分配 型に 該当 する

こととなったが、当該補助事業の終期で ある 平成 18年

度において、当該補助スキ ーム につ いて 改善 措置 を講

ずべく見直しを行う。

平成18年度

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

高効率給湯器（潜熱回収型 、ガ スエ ンジ ン型 等） 導入

支援事業は、民生部門にお ける 省エ ネル ギー を確 実に

進める上で、大きな役割を 果た し得 るも ので あり 、地

球 温 暖 化 防 止対 策の 観点 から 必要 不可 欠の 事業 であ

る。本補助事業は平成15年度の補助スキ ーム の変 更に

伴い、第三者分配型に該当 する こと とな った が、 当該

補助事業の終期である平成19年度におい て、 当該 補助

スキームについて改善措置を講ずべく見直しを行う。

平成19年度

その他（ 特段 の理 由が ある

場合）
透明化・合理化ルールを厳格に適用する。 ―

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

クリーンエネルギー自動車 普及 事業 は、 自動 車用 の新

エネルギー普及を確実に進 める 上で 、大 きな 役割 を果

たし得るものであり、地球 温暖 化防 止対 策の 観点 から

必要不可欠の事業である。本補助事業は 平成 15年 度の

補助スキームの変更に伴い 、第 三者 分配 型に 該当 する

こととなったが、当該補助事業の終期で ある 平成 18年

度において、当該補助スキ ーム につ いて 改善 措置 を講

ずべく見直しを行う。

平成18年度

実施計画に従い検討中。

クリ ーン エネ ルギ ー自 動車

普及事業
(財) 日本自動車研究所

平成15年度に国からの直接補助となり、平成15年度の決算を確認した結果、第三者分配型に該当 する

こととなった。

実施計画に従い検討中。

高 効 率 給 湯 器 （ 潜 熱 回 収

型、 ガス エン ジン 型） 導入

促進事業

(社) 日本ガス協会

平成15年度に国からの直接補助となり、平成15年度の決算を確認した結果、第三者分配型に該当 する

こととなった。

エネ ルギ ー多 消費 型設 備天

然ガス転換推進事業
(社) 日本ガス協会

公募により補助事業者を決定し、事業を行った結果、第三者分配型に該当することとなった。

－

（平成16年度新規発生事項）

措置状況

（達成状況）
補助金等 関係公益法人の名称

新規に「第三者分配型補助金等」となった理由

平成15年度から高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポンプ給湯器）導入支援事業が、国からの直 接補 助と

なったため、該当することとなった。

従来から実施していた「海外協力センター事業費補助金」について、重点項目の見直し及び補助率の引

き下げを行い、補助金名を「アセアン産業構造高度化事業費補助金」としたため。

アセ アン 産業 構造 高度 化事

業費補助金
(社) 日･タイ経済協力協会

―

―

実施計画に従い検討中。

石油 製品 販売 業構 造改 善対

策事 業費 補助 金（ 土壌 汚染

未然防止対策事業）

(社) 全国石油協会

事業者の約98％が中小企業である揮発油販売業者に対して、土壌汚染を引き起こす よう な漏 洩の 危険

性が高い老朽化地下タンク等の撤去・入換工事に対して補助するものであり、直ちに当該補助金を廃止

することは困難。また、本補助金に対しては、数百件の申請があり、これを国が直接交付することは、

効率的ではなく、石油製品販売業者の実情を熟知した機関である当法人を実施主体としたため。

高 効 率 給 湯 器 （ CO2 冷 媒

ヒー トポ ンプ 給湯 器） 導入

支援事業

(財)
ヒ ー トポ ンプ ・蓄 熱セ

ンター

実施計画に従い検討中。日本ガス協会

平成15年度に国からの直接補助となり、平成15年度の決算を確認した結果、第三者分配型に該当 する

こととなった。

経年埋設内管対策補助事業 (社) 日本ガス協会

公募により補助事業者を決定し、事業を行った結果、第三者分配型に該当することとなった。

－

クリ ーン エネ ルギ ー自 動車

普及事業
(社)

－特定周波数対策交付金

地上アナログ放送をデジタル化するために必要となる特定周波数変更対策業務について、電波法に基づ

き当該法人に業務移管したため、第三者分配型に該当することとなった。
(社) 電波産業会
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（別表６）第三者分配型補助金等

措置方針 措置内容 措置予定時期

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

クリーンエネルギー自動車 普及 事業 は、 自動 車用 の新

エネルギー普及を確実に進 める 上で 、大 きな 役割 を果

たし得るものであり、地球 温暖 化防 止対 策の 観点 から

必要不可欠の事業である。本補助事業は 平成 15年 度の

補助スキームの変更に伴い 、第 三者 分配 型に 該当 する

こととなったが、当該補助事業の終期で ある 平成 18年

度において、当該補助スキ ーム につ いて 改善 措置 を講

ずべく見直しを行う。

平成18年度

再 補 助 、 再 委 託 の 割 合 を

50％未満とする

2010年度の新エネルギー導入目標の達成のためには、

太陽熱利用に係る大規模な 導入 を推 進し 、コ スト を低

減させる必要があるが、目 的達 成の ため に、 より 最適

な補助 制度 のス キー ムに つい て、 平成 17年 度に おい

て、当該補助スキームにつ いて 改善 措置 を講 ずべ く見

直しを行う。

平成17年度

実施計画に従い検討中。

住宅 用太 陽熱 高度 利用 シス

テム導入促進事業
(財) 新エネルギー財団

当該補助事業の執行には交付決定から金額の確定に至るまでの業務を 行う こと にな り、 より 専門 的知

識・豊富な経験に加え高度な審査が必要となる。当法人は、新エネルギーに関する技術の調査研究等を

実施してきた実績とそれによる当該分野に係る知見を有しているところ。また、当該事業に類似する制

度である住宅用太陽光発電導入促進対策事業の執行業務を制度当初から行っており、効率的なシステム

等の構築を図っていることから、短期間で膨大な件数の交付件数を処理することができ、本事業の実施

主体としている。
実施計画に従い検討中。

クリ ーン エネ ルギ ー自 動車

普及事業
(財)

エ コ ・ス テー ショ ン推

進協会

平成15年度に国からの直接補助となり、平成15年度の決算を確認した結果、第三者分配型補助金 等に

該当することとなった。

補助金等 関係公益法人の名称
新規に「第三者分配型補助金等」となった理由 措置状況

（達成状況）

（注）表中「措置予定時期」の欄について、「平成13年度」とある場合は、13年度の末までにおける予算措置等の所要の措置を通じ、   翌年度より直ちに改善されることを意味する。
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措置方針 措置内容 措置予定時期

(財) 世界政経調査会
その他（特 段の 理由

がある場合）

我が国の情報調査の必要性から、内閣官房の委託 によ り当

該事業を行っている法人の存在は不可欠であり、 委託 費の

廃止は困難である。自己収入拡大の方途も限られ てお り、

平成17年度までに補助金等 の年 収比 率を 2/3未 満に 改善

することは困難であるが、事業を総合的に見直し 、法 人の

統廃合等、管理業務の共通化による経費削減を図 ると とも

に、個別の業務内容の見直し等、事業の効率的実 施を 行う

ことにより、平成17年度までに段階的に委 託費 を15 ％削

減する｡

―

本法人を含めた補助金依存型5 公益 法人 を総 合的

に見直す計画となっているところであり 、こ れま

でに以下の措置が実施されている。

平 成 15 年 度 末 で （ 社） 東南 アジ ア調 査会 及び

（社）民主主義研究会をそれぞれ（財） 世界 政経

調査会、（社）国際情勢研究会と統合。

平成16年度末現在で 、該 当法 人全 体の 委託 費削

減率が約10％となる見込み。（計 画で は17 年度

末までに15％削減する予定）

(社) 国民出版協会 同上 同上 ― 同上

(社) 国際情勢研究会 同上 同上 ― 同上

(社) 民主主義研究会 同上 同上 ―
措置済

なお、当該法人は解散済（H15.3.31）。

(社) 東南アジア調査会 同上 同上 ―
措置済

なお、当該法人は解散済（H15.3.31）。

(財) 防衛施設周辺整備協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

当該法人への補助金の交付はすべて廃止し、航空 機騒 音等

の発生原因者である国から直接交付することによ り、 補助

金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成16年度 措置済

(財) 自衛隊援護協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

従来から行っている法人組織・経費の合理化に加 え、 更な

る経費削減や組織見直しを実施し、補助対象経費 の削 減を

進めるとともに、自己収入の拡大にも努めること によ り、

補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成15年度 措置済

(財) 明るい選挙推進協会
その他（特 段の 理由

がある場合）

当該法人の収入の大半を占める委託費については 、全 国規

模の会員・ボランティアネットワークを有する当 該法 人に

委託して実施す るこ とが 最も 効率 的・ 効果 的で ある 。な

お、テレビスポット広告については当該法人へ委 託せ ずに

国が直接実施するとともに、 平成 14年 度に 委託 事業 全般

について政策評価を行い、効果が認められないも のに つい

ては廃止する。また、当該委託費に計上された事 務費 につ

いては、公益法人本来の性格 に照 らし 、平 成14 年度 から

段階的に削減する。

― 措置済

(財) 人権教育啓発推進センター
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

予算額及び事業内容を精査することにより、補助 金等 の年

収比率を2/3未満に引き下げる。
平成12年度 措置済

(財) フォーリン・プレスセンター
その他（特 段の 理由

がある場合）

現下の状況では、当該法人を通じた海外広報の必 要性 は認

められ、委託費の廃止は困難である。自己収入の 拡大 を図

るが、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げ るの は困

難である。事業の整理縮小を図り委託費の削減を行う。

―

役員報酬助成を減額 （平 成17 年度 に役 員報 酬助

成を0とする）。従前無償配布 を行 って いた 当該

法人刊行物の有料化及び、賛助会への入 会を 勧誘

し、賛助会費の増収を図るなど、自己収 入の 拡大

を図っている。また、長期記者研修の研 修期 間短

縮や研修受入人数を減らす等、事業の縮 小を 行っ

ている。

(財) アジア福祉教育財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

母国における迫害を恐れて日本に逃れてくる難民 につ いて

ケアの必要性が高まっていることもあり、補助金 等の 年収

比率を2/3未満に引き下げることは現状では困難 であ る。

他方、インドシナ難民受入についてはインドシナ 難民 対策

連絡調整会議において平成17 年度 限り で廃 止す る方 向で

検討を行うほか 、同 時に 、ア フタ ーケ ア事 業等 につ いて

も、効果的・効率的な事業実施という観点から、 当該 法人

以外が事業主体となることも含めた見直しを進め てい く。

―

平成14年5月の瀋陽総領事館での駆け込み事 件以

降、各 方面 から 我が 国難 民対 策の 強化 が求 めら

れ、平成14年8月の閣議了解及び難民対策連 絡調

整会議で条約難民及び難民認定申請者に 対す る支

援の充実が決定され た。 これ を受 けて 平成 15年

度から条約難民に対する支援を開始し、 また 、従

来から実施している難民認定申請者に対 する 支援

を拡充した。これら難民に対する支援の 在り 方に

ついて 効果 的・ 効率 的な 事業 実施 とい う観 点か

ら、難民対策連絡調整会議等の場で検討 を進 めて

いるところである。

(社) アジア親善交流協会 補助金等の廃止
アジア地域との親善交流の経 緯等 を考 慮の 上、 平成 17年

度限りで廃止する。
平成17年度 実施計画に従い検討中。

(財) 交流協会
その他（特 段の 理由

がある場合）

当該法人は、外交関係のない台湾において在外公 館に 準ず

る役割を担っており、またこのような当該法人の 性格 上、

自己収入の拡大の方途及びその金額は極めて限ら れて いる

ため、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げ るの は困

難である。役員報酬助成を一部廃止するとともに 、事 業の

効果的・効率的運営に努める。

― 役員報酬の引下げを実施。（平成14年度）

(財) 日本国際医療団

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 に改 善し

た上で、補 助金 等を

廃止

平成14年度において補助金 等の 年収 比率 を2/3 未満 に改

善した上で、平成15年度限り で海 外技 術協 力推 進団 体補

助金を廃止する。

平成13年度
平成15年3月に当該法人が解散したことによ り、

第三者分配型公益法人ではなくなった。

(財) 日韓産業技術協力財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

事業内容を見直した上、拠出金の削減を行ってい るが 、日

韓首脳合意に基づくものであり、現時点での廃止 は不 可能

である。自己収入の拡大の方途も極めて限られて おり 、補

助金等の年収 比率 を2/3 未満 に引 き下 げる のは 困難 であ

る。引き続き、事業の効果的・効率的運営に努める。

― ―

(社) 国際協力会 補助金等の廃止

再補助先の公益法人の状況を勘案しつつ補助金の 削減 を進

めた上で、平成17年度までに 国際 協力 会補 助金 を廃 止す

る。

平成17年度 実施計画に従い検討中。

(財) 日本税務協会 補助金等の廃止

当 該 法 人 に対 する 委託 費は 、平 成17 年度 限り で廃 止す

る。平成18年度以降は、当該 委託 費に 係る 業務 のう ち必

要なものを国税当局において処理する。

平成17年度

国税庁が（財）日本税務協会に交付して いる 税務

委託費については、 平成 17年 度限 りで 廃止 する

こととしており、着実に減額を図っている。

【財務省】

（別表７）補助金依存型公益法人

【外務省】

【防衛庁】

【総務省】

【法務省】

【内閣府】

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称
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（別表７）補助金依存型公益法人

措置方針 措置内容 措置予定時期

(財) 内外学生センター
独立行政法 人に よる

実施

①独立行政法人の行う事業として適切な事業につ いて は、

事務・事業の一元化・効率化を目的として、特殊 法人 等整

理合理化計画に基づき学生支援事業を総合的に行 うた めに

設置される独立行政法人へ移管する。移管する具 体的 な事

業の範囲については、引き続き検討し、平成14年8月 末ま

でに結論を得る。併せて、国が直接実施している 留学 生支

援事業のうち、当該独立行政法人に移管すること によ り効

率的実施が図られるものについても移管する。

②上記①に該当しない事業については、その必要 性を 精査

した上で、必要な事業については、その実施主体 につ いて

引き続き検討する。

③上記①、②の措置を講じた上で、なお本公益法 人で 行う

事業については、役員報酬の廃止等をはじめとす る補 助金

の廃止・削減を行う。

平成15年度

措置済

当該補助金の対象事業のうち、独立行政 法人 が行

う事業として適切なものについては独立 行政 法人

日本学生支援機構へ、その他は（財）日 本国 際教

育支援協会へ移管し 、平 成15 年度 末を もっ て補

助金は廃止。

なお、当該法人は解散済（H16.3.31）。

(財) 日本国際教育協会
独立行政法 人に よる

実施

①独立行政法人の行う事業として適切な事業につ いて は、

事務・事業の一元化・効率化を目的として、特殊 法人 等整

理合理化計画に基づき学生支援事業を総合的に行 うた めに

設置される独立行政法人へ移管する。移管する具 体的 な事

業の範囲については、引き続き検討し、平成14年8月 末ま

でに結論を得る。併せて、国が直接実施している 留学 生支

援事業のうち、当該独立行政法人に移管すること によ り効

率的実施が図られるものについても移管する。

②上記①に該当しない事業については、その必要 性を 精査

した上で、必要な事業については、その実施主体 につ いて

引き続き検討する。

③上記①、②の措置を講じた上で、なお本公益法 人で 行う

事業については、役員報酬の廃止等をはじめとす る補 助金

の廃止・削減を行う。

平成15年度

措置済

当該補助金の対象事業のうち、独立行政 法人 が行

う事業として適切なものについては独立 行政 法人

日本学生支援機構へ移管し、その他は本 公益 法人

において行うが、平 成15 年度 末を もっ て補 助金

は廃止。

(財) 核物質管理センター
その他（特 段の 理由

がある場合）

保障措置等は、核不拡散条約の実施等に係るもの であ ると

ともに、原子力の中でも極めて限られた専門的か つ特 殊な

分野であるため、現在の委託事業等を実施し得る 他の 法人

は想定できない。また、法人の努力による自己収 入の 増加

にも限界があるため、補助金等の年収比率を2/3 未満 とす

ることは極めて困難であり、現状を維持する。

― ―

(財) 日本分析センター
その他（特 段の 理由

がある場合）

環境放射線（能）モニタリングに係る高度な専門 能力 を有

し、中立公正な調査業務を行う我が国唯一の分析 専門 機関

であるため、当該法人以外に現在の委託事業を実 施し 得る

他の法人は想定できない。また、法人の努力によ る自 己収

入の増加にも限界があるため、補助金等の年収 比率 を2/3

未満とすることは極めて困難であり、現状を維持する。

― ―

(財) 電気・電子情報学術振興財団
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

平成14年度からは、当該法人 全体 とし て補 助金 等の 年収

比率が2/3を上 回る よう な交 付申 請は 行わ ない こと とす

る。

平成13年度 措置済

(財) 原子力研究バックエンド推進センター
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

委託費の削減により、補助金等の年収比率を2/3 未満 に引

き下げる。
平成17年度 措置済

(財) 健康・体力づくり事業財団
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の一部廃止により、補助金等の年収比 率を 2/3未

満に引き下げる。
平成12年度 措置済

(社) 全国労働基準関係団体連合会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

労働時間短縮促進交付金の平 成17 年度 限り での 廃止 、診

療等委託費の段階的な一部事業の廃止等及び労務 管理 セミ

ナーの段階的な拡充等による自己収入の拡大によ り、 補助

金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成17年度 改善計画を策定。

(財) 産業医学振興財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

産業医科大学の設立に際し、私立大学審議会の審 査に おい

て、経常的経費については国から直接補助しない 方法 を検

討すること等の条件が示されたため、当該法人を 通じ て補

助を実施している経緯にかんがみ、現状維持とす る。 ただ

し、今後、私学に対する国からの直接補助が認め られ た場

合は速やかに 補助 金等 の年 収比 率を 2/3未 満に 引き 下げ

る。

― ―

(財) 労災年金福祉協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

委託費の段階的な縮減を行うとともに、保険事業 の立 ち上

げ等による自己収入の拡大により、補助金等の年 収比 率を

2/3未満に引き下げる。

平成17年度 改善計画を策定。

(財) 労災ケアセンター

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

事業の一部廃止、役員報酬助成の廃止、人件費の 縮減 等に

より段階的に委託費の縮減を行うとともに、労災 特別 介護

施設の入居率引上げによる自己収入の拡大を図る こと によ

り、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成17年度 改善計画を策定。

(社) 国際厚生事業団
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

委託費の縮減・見直しとともに、自己収入の拡大 とそ の維

持に努めることにより、補助金等の年収比率を 2/3未 満に

引き下げる。

平成12年度 措置済

(財) 21世紀職業財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

女性の雇用管理改善に係る支援事業については、 専門 的知

識・ノウハウと全国的な展開能力を有する当該法 人以 外に

担う主体が存在せず、「育児休業、介護休業等育 児又 は家

族介護を行う労働者の福祉に関する法律」等によ る国 の指

定等に基づく業務であることから、国が直接実施 する こと

は適切でなく、補助金等の年収比率を2/3未満に 引き 下げ

ることは困難である。

―
平成16年度に引き続き、17年度予 算に おい て、

補助金等の削減を行った。

(財) 女性労働協会
その他（特 段の 理由

がある場合）

女性の職業能力発揮に係る支援事業については、 専門 的ノ

ウハウを蓄積し関係団体との太いパイプ等を活用 した 労働

者への個別相談対応が可能な当該法人への委託が 最も 合理

的である。また、収入の主要部分が国有施設の「 女性 と仕

事の未来館」運営に係る委託費であることから、 自己 収入

の拡大に努めるものの、補助金等の年収比率を 2/3未 満に

引き下げることは困難である。

―
平成16年度に引き続き、17年度予 算に おい て、

補助金等の削減を行った。

措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

【文部科学省】

「実施計画」の内容

【厚生労働省】
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（別表７）補助金依存型公益法人

措置方針 措置内容 措置予定時期

(財) こども未来財団
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金を一部廃止するとともに、国から直接交付 する 等、

事業を見直すことにより、補助金等の年収比率 を2/3 未満

に引き下げる。

平成13年度 措置済

(財) 介護労働安定センター
その他（特 段の 理由

がある場合）

介護労働者の雇用管理の改善等に関する業務につ いて は、

専門的知識・ノウハウを有する当該法人以外に担 う主 体が

存在せず、「介 護労 働者 の雇 用管 理の 改善 等に 関す る法

律」に基づいて国の指定等に基づき業務が実施さ れて いる

ことから、国が直接実施することは適切でなく、 補助 金等

の年収比率を2/3未満に引き下げることは困難である。

―

当該法人においては、依存状態の実質的 な解 消の

ため、給付金として事業主等に助成する 目的 で交

付する 部分 を除 いた 交付 金の 年収 比率 を、 平成

17年度末までに2/3 未満 とす る独 自の 改善 計画

を策定している。

(財) 友愛福祉財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

HIV訴訟の裁判上の和解に基づき、当該法人 が国 及び 関連

企業からの拠出により行うこととされた事 業及 びHIV 訴訟

原告団と厚生労働大臣との恒久対策協議により創 設さ れた

事業を行っており、当該法人の設立趣旨や事業の 透明 性確

保の点からも国が直接実施することは困難なため 、補 助金

等の年収比率を2/3未満に引き下げることは困難である。

― ―

(財) 医療保険業務研究協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

レセプト電算処理システムの検討状況を踏まえ、 当該 委託

事業について内容・金額を見直した上で当該法人 以外 の事

業者への委託又は当該委託事業の廃止を行うこと によ り、

補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成17年度
平成16年度末をもっ て当 該法 人へ の委 託は 終了

した。

(財) 全国老人クラブ連合会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

平成12年度の補正予算に基づ く一 部の 補助 金が 当該 年度

のみで終了すること等により、補助金等の年収 比率 を2/3

未満に引き下げるとともに、第三者分配型に該当 する 補助

金を、当該法人を経由しない交付方法に切り替える。

平成12年度 措置済

(財) 産業雇用安定センター

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

自己収入の拡大により、補助金等の年収比率を 2/3未 満に

引き下げる。
平成13年度 措置済

(社)
全国シルバー人材センター事業協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

補助金等の段階的な削減を行うとともに、自己収 入の 拡大

を図ることにより、補助金等の年収比率を2/3未 満に 引き

下げる。

平成17年度 改善計画を策定。

(財) 高年齢者雇用開発協会
その他（特 段の 理由

がある場合）

多数の事業主等 を対 象に 助成 事業 等を 実施 する 必要 があ

り、専門的知識・ノウハウを有する当該公益法人 の事 業と

して実施することが効率的である。

なお、日本障害者雇用促進協会への事務移管の是 非に つい

て、雇用対策に係る基金業務の終了を前提に、国 の関 連事

務の移管による効率化等の観 点を 含め て検 討し 、平 成14

年8月末までに結論を得る。

独立行政法人への事務移管がなされる場合は、補 助金 等の

年収比率を2/3未満に引き下げる。

―

（財） 高年 齢者 雇用 開発 協会 の事 務・ 事業 のう

ち、高年齢者の雇用促進のための事業主 に対 する

政策支援である高年齢者雇用関係助成金 支給 業務

及び高年齢者雇用に関する相談援助業務 を一 体と

して平成15年10月に独立行政法人 高齢 ・障 害者

雇用支援機構に移管した。

なお、事務移管に伴い補助金等の年収 比率 を2/3

未満に引き下げたところ。

(財) 日本職業協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

委託費の一部廃止により、補助金等の年収比率 を2/3 未満

に引き下げる。
平成12年度 措置済

(社) 北海道雇用開発協会 補助金等の廃止 当該法人に対し交付された委託費を廃止する。 平成12年度 措置済

(財) 中国残留孤児援護基金
その他（特 段の 理由

がある場合）

昭和58年の閣議了解及び「中 国残 留邦 人等 の円 滑な 帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律 」に 基づ

く事業を委託している。事務費等の縮減・効率化 は行 うも

のの、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げ るこ とは

困難である。残留孤児の背景や境遇等への特別な 配慮 や技

術を要する当該事業は、ノウハウと実績を有する 当該 法人

への委託が最も合理的である。

― ―

(財) 予防接種リサーチセンター
その他（特 段の 理由

がある場合）

被害者への配慮を要請した国会の附帯決議を契機 に設 立さ

れた当該法人の設立経緯を踏まえると、国自らが 当該 事業

の実施主体となることは著しく不適切であり、補 助金 等の

年収比率を2/3未満に引き下げることは困難である。

― ―

(財) エイズ予防財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

エイズ予防対策事業等については、専門的知識・ ノウ ハウ

や関係団体との太いパイプを有する当該法人以外 に担 う主

体が存在せず、「感染症の予防及び感染症の患者 に対 する

医療に関する法律」に基づいて行われている事業 であ るこ

とから、国が直接実施することは適切でなく、補 助金 等の

年収比率を2/3未満に引き下げることは困難である。

― ―

(財) 藤楓協会
その他（特 段の 理由

がある場合）

ハンセン病の正しい知識の普及啓発や社会復帰希 望者 に対

する技能指導等を行う当該事業は必要不可欠なも ので ある

が、当該法人設立の経緯を踏まえると、国自らが 実施 主体

となることは著しく不適切であり、補助金等の年 収比 率を

2/3未満に引き下げることは困難である。

― 平成15年度から委託しないこととなった。

(財) ヒューマンサイエンス振興財団

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

事業を計画的に縮小するとともに、企業からの委 託研 究の

拡大と新たな独自事業の追加により、補助金等の 年収 比率

を2/3未満に引き下げる。

平成16年度 改善を検討中。

(財) 長寿科学振興財団

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

寄附金の増額を主とした自己収入の拡大を図ると とも に、

状況に応じて補助金等を見直すことにより、補助 金等 の年

収比率を2/3未満に引き下げる。

平成17年度 改善計画を策定。

(社) 全国勤労青少年ホーム協議会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

勤労青少年キャリア形成支援講座のパイロット事 業の 廃止

等により、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成14年度 措置済

(財) 国際技能振興財団 補助金等の廃止 当該法人に対し交付された補助金等を廃止する。 平成12年度 措置済

(財) 健康・体力づくり事業財団
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の一部廃止により、補助金等の年収比 率を 2/3未

満に引き下げる。
平成12年度 措置済

(財) 食生活情報サービスセンター

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

補助金等の大宗を占める健全な食生活全国推進事 業費 の削

減、事業の一部を他の法人に移管すること等によ り、 補助

金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成16年度
措置済

（平成14年度に前倒し。）

(財) 食品流通構造改善促進機構

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

個々の補助金等の廃止・削減等により、補助金等 の年 収比

率を2/3未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

(財) 食品産業センター

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

個々の補助金等の廃止・削減等により、補助金等 の年 収比

率を2/3未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

【農林水産省】
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（別表７）補助金依存型公益法人

措置方針 措置内容 措置予定時期

(社) 大豆供給安定協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

補助金等の大宗を占める大豆備蓄対策費補助金（ 第三 者分

配型）を大豆の保管を行う主体に交付するととも に、 当該

法人が保有する財源を有効に活用すること等によ り、 補助

金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。

平成13年度 措置済

(社) 国際農業交流・食糧支援基金
その他（特 段の 理由

がある場合）

補助金等の大宗を占める緊急食糧支援事業費補助 金は 、従

来行われた事業の後年度負担として交付している もの であ

るため、現在の事業方式を維持する。

―

―

※（社）国際農業交流・食糧支援基金は 、（ 社）

国 際 農 林 業 協 力 ・ 交 流 協 会 に 名 称 変 更

（H16.4.1）。

(社) 国際農林業協力協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の削減、国以外からの受託事業の拡大に より 、補

助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成12年度

措置済

なお、当該法人は解散済（H16.3.31）。

(財) 農産業振興奨励会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の削減、当該法人の自主事業の拡大によ り、 補助

金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成12年度 措置済

(財) 日本特産農産物協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の削減により、補助金等の年収比率を 2/3未 満に

引き下げる。
平成13年度 措置済

(財) 甘味資源振興会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の削減により、補助金等の年収比率を 2/3未 満に

引き下げる。
平成12年度 措置済

(財) 食料・農業政策研究センター

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

総合食料対策民間団体事業推進費補助金等の見直 し等 によ

り、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成14年度 措置済

(財) 農村開発企画委員会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

諸土地改良事業費補助等の削減等により、補助金 等の 年収

比率を2/3未満に引き下げる。
平成15年度

措置済

（平成13年度に前倒し。）

(財) 日本土壌協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

土地改良調査計画費等の削減等により、補助金等 の年 収比

率を2/3未満に引き下げる。
平成16年度

措置済

（平成13年度に前倒し。）

(社) 農林水産先端技術産業振興センター
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

個々の補助金等 の削 減等 によ り、 補助 金等 の年 収比 率を

2/3未満に引き下げる。
平成12年度 措置済

(社) 林業機械化協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の整理・統合により、補助金等の年収 比率 を2/3

未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

(社) 大日本水産会
その他（特 段の 理由

がある場合）

補助金等の大宗 を占 める 基幹 漁業 再編 推進 事業 費補 助金

（第三者分配型 ）を 当該 法人 に交 付す る特 段の 理由 があ

る。

― ―

(財) 魚価安定基金
その他（特 段の 理由

がある場合）

補助金等の大宗 を占 める 調整 保管 事業 資金 造成 費補 助金

（第三者分配型 ）を 当該 法人 に交 付す る特 段の 理由 があ

る。

― ―

(財) 日韓・日中新協定対策漁業振興財団 補助金等の廃止 当該法人に対し交付された補助金を廃止する。 平成12年度 措置済

(社) 日本トロール底魚協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の削減により、補助金等の年収比率を 2/3未 満に

引き下げる。
平成12年度 措置済

(社) 漁業情報サービスセンター
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

補助金等の廃止等により、補助金等の年収比率 を2/3 未満

に引き下げる。
平成12年度 措置済

(財) 漁場油濁被害救済基金

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

業務の効率化等による漁場油濁被害対策費等補助 金の 削減

等により、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成16年度

措置済

（平成13年度に前倒し。）

(社) 日本栽培漁業協会
独立行政法 人に よる

実施

事業内容の整理・合理化等により国からの委託費 等の 縮減

を図るとともに、特殊法人等改革の整理合理化計 画を 踏ま

え、効率的な事業実施の観点から、独立行政法人 水産 総合

研究センターにおいて事業を実施する。

関連の特殊法人等

改革の実施時期

措置済

（関係法令を改正済。）

(財) 交流協会
その他（特 段の 理由

がある場合）

当該法人は、外交関係のない台湾において在外公 館に 準ず

る役割を担っており、またこのような当該法人の 性格 上、

自己収入の拡大の方途及びその金額は極めて限ら れて いる

ため、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げ るの は困

難である。役員報酬助成を一部廃止するとともに 、事 業の

効果的・効率的運営に努める。

― 役員報酬の引下げを実施（平成14年度）。

(財) 日韓産業技術協力財団
その他（特 段の 理由

がある場合）

事業内容を見直した上、拠出金の削減を行ってい るが 、日

韓首脳合意に基づくものであり、現時点での廃止 は不 可能

である。自己収入の拡大の方途も極めて限られて おり 、補

助金等の年収 比率 を2/3 未満 に引 き下 げる のは 困難 であ

る。引き続き、事業の効果的・効率的運営に努める。

― ―

(財) 日本テクノマート
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

特許流通促進事業委託費の廃止により、補助金等 の年 収比

率を2/3未満に引き下げる。
平成12年度

措置済

（達成後、平成14年3月解散済。）

(財) 中東協力センター

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

産油国石油精製技術等対策事業費の補助率及び事 業配 分の

見直し等により、補助金等の年収比率を2/3未満 に引 き下

げる。

平成17年度 改善計画を策定。

(社) アルコール協会 補助金等の廃止
当該法人に対し 交付 され た研 究開 発調 査委 託費 を廃 止す

る。
平成12年度 措置済

(社) ソーラーシステム振興協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

ソーラーシステム広報促進事業費補助金等の廃止 によ り、

補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

(社) ニューガラスフォーラム 補助金等の廃止
当該法人に対し 交付 され たニ ュー ガラ スの 設計 に資 する

データベース構築に係る委託費を廃止する。
平成12年度 措置済

(財) 資源・環境観測解析センター

補助金等の年収比率

を2/3未満にする改

善計画の策定が必要

委託費のうち平成16年度に運 用終 了予 定の 衛星 関連 部分

については、当該年度限りで交付を終了する。ま た、 自己

収入の拡大により、補助金等の年収比率を2/3未 満に 引き

下げる。

平成16年度

措置済

国からの委託費を削減し、補助金等の年 収比 率を

2/3未満に引き下げた改善計画を策定。

(社) 日本べっ甲協会
その他（特段の理由

がある場合）

政府方針（ワシントン条約の留保撤回）によりべ っ甲 の原

材料となるタイマイの輸入が禁止されたものであ り、 業界

の自助努力のみでは対応困難なため、補助金の交 付を 継続

する必要があり、補助金等の年収比率を2/3未満 に引 き下

げることは困難であるが、平 成14 年度 にお いて 補助 金の

大幅な削減を行う。なお、当該事業については、 国内 にお

ける増養殖の進展の状況等を踏まえ、引き続き事 業の 見直

しを図るものとする。

―
平成14年度において 補助 金の 大幅 な削 減を 行っ

た。

(財) 新エネルギー財団
補助金等の年収比率

を2/3未満に改善

住宅用太陽光発電導入基盤整備事業（第三者分配型）の廃

止等により、補助金等の年収比率を2/3未満に引き下げ

る。

平成17年度 改善に向け事業の廃止等を検討中。

(財) 国際石油交流センター

補助金等の年収比率

を2/3未満にする改

善計画の策定が必要

産油国石油精製技術等対策事業費補助金(国際石油交流促

進事業)の削減等により、補助金等の年収比率を2/3未満

に引き下げる。

平成16年度 措置済

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）関係公益法人の名称

【経済産業省】
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閣議決定・申合せ等

（別表７）補助金依存型公益法人

措置方針 措置内容 措置予定時期

(財) エルピーガス振興センター

補助金等の年収比率

を2/3未満にする改

善計画の策定が必要

石油製品販売業構造改善対策事業費等補助金（石油ガスエ

ネルギー利用システム導入事業）の廃止等事業の見直しや

自主事業を拡充することにより、補助金等の年収比率を

2/3未満に引き下げる。

平成16年度 措置済

(財) 天然ガス導入促進センター
補助金等の年収比率

を2/3未満に改善

民生用高効率エネルギー利用設備導入促進対策事業費補助

金（天然ガス高効率利用促進事業）の廃止等事業の見直し

を行い効率化を図ることにより、補助金等の年収比率を

2/3未満に引き下げる。

平成12年度 措置済

(社) 電力土木技術協会
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

発電設備耐震信頼性実証調査等の終了により、補 助金 等の

年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成12年度 措置済

(社) 全国信用保証協会連合会
その他（特 段の 理由

がある場合）

当該法人に交付されている経営安定関連保証対策 費補 助金

(第三者分配型)については、中小企業者に対 する 資金 供給

の円滑化のための仕組みの一部であり、基金方式 によ り弾

力的にその役割 を果 たす ため に現 状の スキ ーム を維 持す

る。よって、補助金等の年収比率を2/3未満に引 き下 げる

ことは困難である。

―

現状のスキームを維 持し てい る中 で、 平成 14年

度は基金造成のために補助金等の年収 比率 が2/3

以上となったが、 平成 15年 度以 降は 2/3未 満と

なっている。

(社) 全国ダンプカー協会

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

交通安全対策費補助金・自動車事故対策費補助金 （第 三者

分配型）の見直し等により、補助金等の年収比 率を 2/3未

満に引き下げる。

平成13年度
措置済

（当該法人は平成16年3月31日解散。）

(財) 公園緑地管理財団

補助金等の 年収 比率

を2/3未満 にす る改

善計画の策定が必要

公園管理委託費 の削 減等 によ り、 補助 金等 の年 収比 率を

2/3未満に引き下げる。
平成13年度 措置済

(財) 地球環境戦略研究機関
補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

金額規模の大きい補助金等を廃止することにより 、補 助金

等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成12年度 措置済

措置方針 措置内容 措置予定時期

その他（特 段の 理由

がある場合）
当該業務終了時に当該交付金を廃止する。 －

補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

平成18年度中の補助金等の削 減等 の見 直し によ り補 助金

等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成18年度

補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

平成17年度中の補助金等の削 減等 の見 直し によ り補 助金

等の年収比率を2/3未満に引き下げる。
平成17年度

補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

起業家輩出支援事業は、平成 19年 度以 降、 当法 人に よる

自律的運営を目指し、毎年度補助金交付額を漸減 させ てい

き、平成19年度以降は補助金 依存 型公 益法 人と はな らな

い見込み。

平成17年度

補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポンプ給湯器）導入支援事

業は、民生部門 にお ける 省エ ネル ギー を確 実に 進め る上

で、大きな役割を果たし得るものである。当補助 金事 業が

終期を迎える平成19年度以降 は、 補助 金等 の年 収比 率は

を2/3未満に引き下げる。

平成18年度

電波産業会(社)

ベンチャーエンタープライズセンター

【経済産業省】

省エネルギーセンター

(財) ヒートポンプ・蓄熱センター

改善計画を策定。

(財) エコ・ステーション推進協会

平成15年度からクリーンエネルギー自動車普及事業が、国からの直接補助となっ たた め、 該当 する

こととなった。
改善計画を策定。

平成15年度は、起業家輩出支援事業の実施主体（起業家輩出支援事業費補助金の 交付 先） とな った

ため（平成14年度補正予算の繰越執行）、結果的に補助金依存型法人となった。

平成15年度に、当初見込みより補助金等収入以外の収入が大幅に減少したため、 補助 金依 存型 法人

に該当することとなった。
(財)

(財)

改善計画を策定。

改善計画を策定。

平成15年度より、高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポンプ給湯器）導入支援事業が、国から の直 接補

助となったため、該当することとなった。

（平成16年度新規発生事項）

－

地上アナログ放送をデジタル化するために必要となる特定周波数変更対策業務について、電波法に基

づき当該法人に業務移管したため、補助金依存型公益法人に該当することとなった。

平成15年度原子力発電技術機構

原子力安全規制の被規制者からの独立性・中立性の確保を

図りつつ、原子力安全規制のさらなる効率的かつ的確な実

施を図るため、原子力安全規制の実施を目的とする独立行

政法人を設置し、国の原子力安全行政部門の事務の一部及

びこれに関連する公益法人への委託実施事務を当該独立行

政法人に移管して実施することとする。

具体的には、

①国の直接実施事務のうち、検査等の事務を当該独立行政

法人に移管することとする。

②当該独立行政法人の目的にかんがみ、公益法人から移管

する事務については以下の整理とする。

・（財）原子力発電技術機構への委託実施事務のうち安全

解析、安全規制に係るデータ収集、緊急時対策・防災支援

等原子力安全規制に係るものについては当該独立行政法人

に移管するとともに、（財）発電設備技術検査協会及び

（財）原子力安全技術センターへの委託実施事務のうち安

全解析、安全規制に係るデータ収集等原子力安全規制に係

るものも併せて移管することとする。その際には、類似事

務の整理・統合による徹底的な効率化・合理化を図ること

とする。

・技術開発、原子力推進に係る広報及び国際協力等原子力

安全規制に直接に関連しない事務については、当該独立行

政法人に移管せず、廃止又は他の公益法人への委託実施事

務への統合を図ることとする。

独立行政法 人に よる

実施

「実施計画」の内容

【総務省】

【環境省】

【国土交通省】

(財)

関係公益法人の名称

関係公益法人の名称
新規に「補助金依存型公益法人」となった理由

措置状況

（達成状況）

措置状況

（達成状況）

措置済
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（別表７）補助金依存型公益法人

措置方針 措置内容 措置予定時期

補助金等の 年収 比率

を2/3未満に改善

基金積み増しのための補助金 は、 平成 15年 度限 りの もの

であり、平成16年度以降は予算計上していない。
平成15年度

新規に「補助金依存型公益法人」となった理由
関係公益法人の名称

(社) 全国石油協会

当法人が行っている信用保証事業につき、平成15年度予算編成において基金積み 増し の補 助金 を計

上したため、当該年度のみ補助金依存型法人に該当した。
措置済

措置状況

（達成状況）

（注）表中「措置予定時期」の欄について、「平成13年度」とある場合は、13年度の末までにおける予算措置等の所要の措置を通じ、翌年度より直ちに改善されることを意味する。
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【 防 衛 庁 】

（財）自衛隊援護協会 （単位：千円）

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 552,698 513,338 518,074 479,057 452,980 437,509 426,671

年間収入(B) 800,639 742,661 727,310 694,049 705,869 700,171 713,644

補助金等依存率(A)/(B) 69.0% 69.1% 71.2% 69.0% 64.2% 62.5% 59.8%

【 厚 生 労 働 省】

（社）全国労働基準関係団体連合会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 12,796,240 8,479,746 3,926,734 4,005,481 3,744,524 3,419,026 2,000,000

年間収入(B) 12,973,401 9,748,123 4,142,015 4,221,486 4,244,524 4,289,026 3,100,000

補助金等依存率(A)/(B) 98.6% 87.0% 94.8% 94.9% 88.2% 79.7% 64.5%

（財）労災年金福祉協会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 2,306,101 2,317,971 2,248,482 2,120,139 2,290,000 2,230,000 2,170,000

年間収入(B) 2,830,873 2,845,754 3,400,044 3,145,781 3,178,356 3,232,356 3,286,356

補助金等依存率(A)/(B) 81.5% 81.5% 66.1% 67.4% 72.0% 69.0% 66.0%

（財）労災ケアセンター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 4,153,345 4,438,896 4,135,757 4,115,993 4,256,172 4,194,253 3,359,553

年間収入(B) 5,043,793 5,477,885 5,251,102 5,606,656 5,515,368 5,531,569 5,040,741

補助金等依存率(A)/(B) 82.3% 81.0% 78.8% 73.4% 77.2% 75.8% 66.6%

（財）医療保険業務研究協会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 3,528,251 4,056,348 4,778,502 4,585,485 6,032,790 0 0

年間収入(B) 4,762,586 4,533,522 4,976,928 4,837,588 6,682,382 176,731 159,592

補助金等依存率(A)/(B) 74.1% 89.5% 96.0% 94.8% 90.3% 0.0% 0.0%

（財）産業雇用安定センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 2,878,188 3,317,279 3,994,009 3,550,516 3,877,448 3,010,610 1,886,460

年間収入(B) 3,620,592 4,543,071 5,550,714 7,949,568 10,981,122 10,236,284 2,844,694

補助金等依存率(A)/(B) 79.5% 73.0% 72.0% 44.7% 35.3% 29.4% 66.3%

（社）全国シルバー人材センター事業協会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 1,944,689 1,358,403 1,311,169 954,640 581,670 580,423 580,423

年間収入(B) 2,171,782 1,599,616 1,603,760 1,292,641 863,276 879,448 881,593

補助金等依存率(A)/(B) 89.5% 84.9% 81.8% 73.9% 67.4% 66.0% 65.8%

(財) ヒューマンサイエンス振興財団

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 4,656,691 3,541,255 2,908,736 2,767,292 2,770,778 2,254,419 2,254,419

年間収入(B) 5,437,602 4,344,512 3,740,228 4,172,488 4,172,954 3,656,595 3,656,595

補助金等依存率(A)/(B) 85.6% 81.5% 77.8% 66.3% 66.4% 61.7% 61.7%

(財)長寿科学振興財団

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 687,445 756,482 924,054 753,019 600,000 550,000 500,000

年間収入(B) 878,044 976,408 1,108,374 895,280 855,280 815,280 775,280

補助金等依存率(A)/(B) 78.3% 77.5% 83.4% 72.6% 70.2% 67.5% 64.5%

【 農 林 水 産 省】

(財)食生活情報サービスセンター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 155,952 796,837 453,805 160,897 - - -

年間収入(B) 215,038 851,984 611,758 282,144 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 72.5% 93.5% 74.2% 57.0% - - -

（財）食品流通構造改善促進機構

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 2,272,974 1,678,236 367,398 267,274 - - -

年間収入(B) 3,257,626 2,232,440 801,864 699,741 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 69.8% 75.2% 45.8% 38.2% - - -

補助金依存状態解消のための改善計画
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（財）食品産業センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 4,841,522 1,493,736 480,218 466,751 - - -

年間収入(B) 5,796,596 2,240,712 1,269,033 880,637 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 83.5% 66.6% 37.8% 53.0% - - -

（社）大豆供給安定協会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 593,084 592,239 106,266 100,190 - - -

年間収入(B) 636,953 772,650 866,185 472,204 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 93.0% 76.7% 12.3% 21.2% - - -

（財）食料・農業政策研究センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 84,749 75,183 59,610 39,969 - - -

年間収入(B) 111,998 111,328 91,892 80,718 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 75.7% 67.5% 64.9% 49.5% - - -

（財）農村開発企画委員会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 266,205 252,908 201,430 159,681 - - -

年間収入(B) 350,974 340,844 334,827 272,542 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 75.8% 74.2% 60.2% 58.6% - - -

（財）日本土壌協会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 214,236 166,494 103,014 100,908 - - -

年間収入(B) 262,322 226,415 162,603 170,524 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 81.7% 73.5% 63.4% 59.2% - - -

（財）漁場油濁被害救済基金

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 159,263 157,922 143,905 116,538 － － －

年間収入(B) 216,151 210,980 225,591 211,820 － － －

補助金等依存率(A)/(B) 73.7% 74.9% 63.8% 55.0% － － －

【 経 済 産 業 省 】

（財）中東協力センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 922,563 896,932 919,998 861,111 1,283,056 1,205,450 1,205,035

年間収入(B) 1,153,034 1,105,502 1,237,200 992,662 1,463,134 1,441,595 1,914,506

補助金等依存率(A)/(B) 80.0% 81.1% 74.4% 86.7% 87.7% 83.6% 62.9%

（財）資源・環境観測解析センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 3,218,597 3,377,144 3,020,673 2,194,639 2,321,300 80,000 0

年間収入(B) 3,311,026 3,463,093 3,172,063 2,304,922 2,478,543 1,860,085 1,797,585

補助金等依存率(A)/(B) 97.2% 97.5% 95.2% 95.2% 93.7% 4.3% 0.0%

（財）国際石油交流センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 1,448,555 3,806,769 4,653,175 4,853,333 3,747,258 4,100,000 4,100,000

年間収入(B) 1,864,430 4,235,613 5,137,026 5,213,185 4,107,885 7,850,351 7,850,351

補助金等依存率(A)/(B) 77.7% 89.9% 90.6% 93.1% 91.2% 52.2% 52.2%

（財）エルピーガス振興センター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 945,210 882,777 470,184 712,148 853,595 807,309 760,771

年間収入(B) 1,197,394 1,592,888 1,049,207 1,334,522 1,478,232 1,431,946 1,385,408

補助金等依存率(A)/(B) 78.9% 55.4% 44.8% 53.4% 57.7% 56.4% 54.9%

【 国 土 交 通 省 】

（社）全国ダンプカー協会

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 68,032 66,194 25,746 0 - - -

年間収入(B) 84,777 82,388 68,168 2,000 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 80.2% 80.3% 37.8% 0.0% - - -

（財）公園緑地管理財団

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 7,088,261 7,764,566 7,083,088 7,407,731 - - -

年間収入(B) 10,169,663 12,915,507 11,383,274 11,746,784 - - -

補助金等依存率(A)/(B) 69.7% 60.1% 62.2% 63.1% - - -
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（平成16年度新規発生事項）

【 経 済 産 業 省】

（財）ベンチャーエンタープライズセンター

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

国からの補助金等収入(A) 168,899 88,892 1,142,099 1,066,263 930,900 750,000 300,000

年間収入(B) 562,796 401,075 1,505,820 1,384,389 1,319,900 1,230,000 980,000

補助金等依存率(A)/(B) 30.0% 22.2% 75.8% 77.0% 70.5% 61.0% 30.6%

（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

国からの補助金等収入(A) 0 1,531,129 7,239,467 5,904,473 9,668,234 7,018,234 18,234

年間収入(B) 2,214,672 4,895,784 7,927,548 6,487,334 10,424,302 7,661,605 661,605

補助金等依存率(A)/(B) 0.0% 31.3% 91.3% 91.0% 92.7% 91.6% 2.8%

（財）省エネルギーセンター

平成12年度

（決算ベース）

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度

国からの補助金等収入(A) 2,404,605 2,688,592 3,333,730 3,697,874 3,597,196 3,831,808 2,731,808

年間収入(B) 6,546,417 6,992,898 6,005,819 5,410,936 4,979,453 5,232,231 4,182,231

補助金等依存率(A)/(B) 36.7% 38.4% 55.5% 68.3% 72.2% 73.2% 65.3%

（財）エコ・ステーション推進協会

平成13年度

（決算ベース）

平成14年度

（決算ベース）

平成15年度

（決算ベース）
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

国からの補助金等収入(A) 3,487,060 22,701 3,544,149 4,056,905 3,671,413 3,338,755 0

年間収入(B) 3,606,434 4,556,838 4,553,259 4,144,858 3,748,913 3,417,655 78,900

補助金等依存率(A)/(B) 96.7% 0.5% 77.8% 97.9% 97.9% 97.7% 0.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付属資料 

 

  198 

閣議決定・申合せ等 

 

 

 

補助金等 廃止予定時期

【防衛庁】

退職予定自衛官就職援護業務費補助金 (財) 自衛隊援護協会 平成16年度
平成14年度2名措置済。

平成16年度1名措置済。

【外務省】

啓発宣伝事業等委託費 (財) フォーリン・プレスセンター 平成17年度
平成17年度の役員報酬助成廃止に向け、平成16年度にお いて 2/5の

助成を行った。

国際友好民間団体補助金 (社) 国際農業者交流協会 平成14年度 措置済

交流協会補助金 (財) 交流協会
平成14年度

一部廃止
平成14年度から役員報酬の10%削減を行った。

日本国際問題研究所補助金 (財) 日本国際問題研究所 平成13年度 措置済

政府開発援助海外技術協力推進民間団体補助金 (財) 日本国際医療団 平成14年度 措置済

日韓産業技術協力共同事業体拠出金 (財) 日韓産業技術協力財団 平成13年度 措置済

【文部科学省】

内外学生センター補助金 (財) 内外学生センター 平成15年度
措置済

なお、当該法人は、解散済（平成16年3月31日）。

留学生関係団体補助金 (財) 日本国際教育協会 平成15年度
措置済

平成15年度末をもって補助金は廃止。

留学生関係団体補助金 (財) 国際学友会 平成15年度
措置済

なお、当該法人は、解散済（平成16年3月31日）。

国民健康体力増強費補助金 (財) 健康･体力づくり事業財団 平成13年度 措置済

【厚生労働省】

診療等委託費 (社) 全国労働基準関係団体連合会 平成14年度 措置済

労働時間短縮促進援助事業等交付金 (社) 全国労働基準関係団体連合会 平成15年度 措置済

労働保険加入促進業務委託費 (社) 全国労働保険事務組合連合会 平成14年度 措置済

産業医学助成費補助金 (財) 産業医学振興財団 平成14年度 措置済

診療等委託費 (財) 労災保険情報センター 平成14年度 措置済

身体障害者等福祉対策事業費補助金 (財) 労災保険情報センター 平成14年度 措置済

診療等委託費 (財) 労災ケアセンター 平成13年度 措置済

診療等委託費及び職業講習等委託費（勤 労者 リフ レッ シュ 推進

事業）
(財) 勤労者リフレッシュ事業振興財団 平成13年度 措置済

女性の能力発揮促進事業委託費 (財) 21世紀職業財団 平成13年度 措置済

短時間労働者福祉事業交付金 (財) 21世紀職業財団 平成14年度 措置済

介護労働者雇用改善援助事業等交付金 (財) 介護労働安定センター 平成15年度 措置済

テクノエイド協会事業費補助金 (財) テクノエイド協会 平成13年度 措置済

高年齢者就業機会確保事業費等補助金 (社) 全国シルバー人材センター事業協会 平成14年度 措置済

高年齢者雇用確保事業等交付金 (財) 高年齢者雇用開発協会 平成17年度 措置済

産業雇用安定センター補助金 (財) 産業雇用安定センター 平成15年度 措置済

港湾労働者派遣事業等交付金 (財) 港湾労働安定協会 平成13年度 措置済

身体障害者体育等振興費 (財) 日本障害者スポーツ協会 平成13年度 措置済

放射線影響研究所補助金 (財) 放射線影響研究所 平成13年度 措置済

健康づくり啓蒙事業委託費 (財) 健康・体力づくり事業財団 平成13年度 措置済

【経済産業省】

日韓産業技術協力共同事業体拠出金 (財) 日韓産業技術協力財団 平成13年度 措置済

伝統的工芸品産業振興協会補助金 (財) 伝統的工芸品産業振興協会 平成13年度 措置済

【国土交通省】

自動車基準・認証制度国際化対策費補助金 (財) 日本自動車輸送技術協会 平成13年度 措置済

（別表８）役員報酬助成法人

関係公益法人の名称

「実施計画」の内容 措置状況

（達成状況）
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（注）表中「措置予定時期」の欄について、「平成13年度」とある場合は、13年度の末まで    における予算措置等の所要の措置を通じ、翌年度より直ちに改善されることを意味する。
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３ 適正な再就職ルールの確立 
 

（３）公益法人への再就職に係るルール 

    公益法人の民間法人としての性格を踏まえつつ、以下の方針に従い見直しを行う。 

    ① 役員報酬に対する国の助成を廃止する。 

    ② 退職公務員の役員就任状況について適切な情報開示に努める。 

    ③ 補助金等を受ける等の公益法人については、役員の報酬規程・退職金規程を定め、公開する。 

    ④ 国と特に密接な関係を持つ公益法人に対し、役員の報酬・退職金につき、現在の指導監督基準

に加え、新たに公務員の水準と比べても不当に高額に過ぎないよう指導するとともに、公的部門

における高齢役員に関する対応状況を踏まえ、役員の退職年齢について適切な内部規程を整備す

るよう要請する。 
 

（４）再就職状況全般に係る公表制度 

    公務員の再就職の状況についての透明性を確保するため、再就職状況全般に関する公表制度を整備

する。 

    各府省は、内閣の定めるところにより、毎年１回、本府省の課長・企画官相当職以上（地方支分部

局における本府省の課長・企画官相当職以上を含む。）の離職者の離職後２年以内の再就職先について、

営利企業・特殊法人等・公益法人などすべての再就職先を対象に、再就職者氏名、離職時官職、再就

職先の名称及び業務内容、再就職先での役職、承認の有無等について公表することとする。 

    内閣は、各府省の公表事項をとりまとめ、毎年１回公表することとする。 
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 各府省（国家公安委員会、防衛庁及び金融庁を含む。以下同じ。）は、公務員制度改革大綱（平成１３年１

２月２５日閣議決定）記Ⅱ３（３）「公益法人への再就職に係るルール」に基づき、下記のとおり、平成１４

年度から公益法人に対する指導等を行うこととする。 

 

記 

 

１．各府省は、所管公益法人に対し、公表する当該法人の役員名簿に次に掲げる事項を付記するよう指導す

る。 
 

（１）各役員の常勤・非常勤の別 
 

（２）国家公務員出身者である役員についてはその最終官職（官房付等で退職した者については、その

前職名も併せて記載する。） 

   上記の「国家公務員出身者」とは、本府省課長・企画官相当職以上及び地方支分部局の本府省課長・

企画官相当職以上の経験者とする。 

 

２．各府省は、国から補助金等を受けている等の公益法人（国から補助金・委託費等の交付を受けている所

管公益法人及び国から検査・認定・資格付与等の事務・事業の委託等、推薦等を受けている所管公益法人

をいう。）に対し、以下のとおり指導する。 
 

（１）役員の報酬・退職金に関する規程を定めること。 
 

（２）（１）の規程について、主たる事務所に備えて置き、一般の閲覧に供するとともに、インターネッ

トにより公開すること。 

また、各府省においては、（１）の規程を備えて置き、これについて閲覧の請求があった場合には、こ

れを閲覧させるものとするとともに、各府省のホームページに掲載する。 

 

３．各府省は、国と特に密接な関係を持つ公益法人（国からの補助金・委託費等の２分の１以上を第三者に

交付する所管公益法人、国からの補助金・委託費等による収入額が年間収入額の３分の２以上を占める所

管公益法人及び国から検査・認定・資格付与等の事務・事業の委託等、推薦等を受けている所管公益法人

をいう。）については、２の措置に加え、以下の措置を講ずる。 
 

（１）常勤の役員の報酬・退職金等について、「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８年９月

２０日閣議決定）によるほか、国家公務員の給与・退職手当の水準と比べても不当に高額に過ぎな

いよう指導すること。 
 

（２）役員の在任年齢について、従来の特殊法人役員に加え、今般、独立行政法人役員についても決定

（「特殊法人等の役員の給与・退職金等について」平成１４年３月１５日閣議決定）がなされたこと

を踏まえ、適切な規程を整備するよう要請すること。 
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